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第 1 章 研究の背景と目的 
 
 
1.1 研究の背景  
経済社会の急激な変化にともない、女性たちを取り巻く社会の現状
や学習のあり方も大きく変化している。これらの変化を俯瞰し、時代
に対応した学習研究を積み重ねることは、社会教育の今日的意義を考
究する上で、またジェンダー研究への貢献という点からも重要である。 
社会教育研究における女性の学習研究についての議論は、 2000 年半
ば頃までに集中している。そしてそれらの議論のほとんどが、教室の
中でのノンフォーマルな学習を対象としたものであった。それ以降も、
労働や震災・復興等のテーマにかかわる学習や活動の実践に焦点をあ
てたものは散見されるが、それらは個別のテーマをめぐる女性の実情
と問題を対象とするに留まっており、ジェンダーや女性のエンパワー
メントの視点を軸にした女性の学習研究という共通の領域についての
横断的な議論はほとんどなされていない。また、これまでの女性の学
習論は、政策への抵抗を前提とする立場が主流を占めてきたため、行
政や公的機関の役割や、これらを含めたコミュニティのあり方につい
ての議論は、十分にはなされてこなかった。  
しかしながら、女性政策から男女共同参画政策への転換、あるいは
少子高齢化等による地域の大きな変化は、女性の学習のあり方にも変
化をもたらしている。また、女性のライフスタイルや立場は多様化か
つ複雑化し、意思決定過程への参画をめざす女性も増える一方で、様々
な生活困難を抱えたり、過疎化や震災・復興等、地域での大きな課題
に直面する女性も多く、エンパワーメントのあり方自体が多様になっ
ている。このような多様な状況にある女性のエンパワーメントを支え
るために、教育・学習研究は、個々の女性の教室の中での変容を捉え
るだけでなく、日常の生き様やキャリア形成を、より中長期的に捉え
ることが必要になっているのではないだろうか。また、持続可能な社
会基盤の構築が求められる今日では、女性のエンパワーメントについ
ても、政策的なしくみづくりや、多様な女性の暮らしを包摂するコミ
ュニティ形成等を含め、これらの関係性を全体的に捉えることが重要
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になっている。  
国際的な動向に目を向けると、女性のエンパワーメントとジェンダ
ー平等は、国連にて 2015 年に採択された「持続可能な開発のための
2030 アジェンダ」における「持続可能な開発目標」 (SDGs)に位置づけ
られるように、女性の権利としてめざされるだけでなく、持続可能な
国際社会を築いていくために不可欠な目標となっている。そしてこれ
らの目標は、 2001 年策定の「ミレニアム開発目標」 (MDGs)では発展途
上国のためのものであったが、先進国が自らの国内で取り組む課題を
含む、すべての国に適応される普遍的なものへと移行した。日本社会
においては、 1999 年の男女共同参画社会基本法の施行以降、女性の学
習や女性にかかわる政策は、新たなフェーズに入り、また、近年では
女性活躍推進に関連する政策の大きな動きがある。これらの政策の評
価、問題等については、ジェンダー格差の是正や、多様な立場の女性
の人権、社会保障等の観点では慎重な検討が必要である一方、女性の
社会参画が持続可能な社会づくりのための鍵であるという認識の広が
りは、国際的な動向と共通している。   
国際社会において女性のエンパワーメントが最重要課題となるなか、
日本ではジェンダー平等に向けた多くの課題が山積している。男女共
同参画社会基本法施行から既に 20 年近くが経過し、関連する様々な施
策が実施されてきたが、世界経済フォーラムが毎年公表するジェンダ
ーギャップ指数 (GGGI)１に見るように、日本社会のジェンダー格差是正
の取組は、相対的にも非常に遅れている。このような状況において、
教育・学習の役割は大きく、社会教育研究として、多様な個々の女性
たちのエンパワーメントを支えるための時代に即した新たな検討が求
められているといえる。  
 
1.2 研究の課題・目的  
このような背景のもと、本論文は、これまでの女性の学習研究にお
ける学習の捉え方への批判を踏まえ、学習とは何かを問うものである。
合わせて、学習を支える教育者としての公共機関・施設の職員の役割
とその意義は何かを考察する。具体的には、「婦人教育」「婦人問題学
習」から 1980 年代後半以降の「女性問題学習」へ、「女性学習問題」
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から 1999年の男女共同参画社会基本法施行以降の「男女共同参画学習」
への大きな変換を、関連する施策の変遷や社会的動向と合わせて確認
した上で、 3 つの分野における事例を取り上げて実証的に検討を行う。
実証的研究においては、成人女性の経験やキャリア形成を通した学習
とエンパワーメント、そしてその成果としてのコミュニティ形成のプ
ロセスを明らかにすることを目的とする。ここでいう「キャリア」と
は、「個人としてまた社会的存在としての男女が、その生活・仕事・人
生において積み重ねていく経験・経歴」(矢澤  2009 : i)のことを指す。
つまり、女性の暮らし方、働き方を含め、日常の生き様のなかでの学
びを対象とする。職業上の経験を意味する狭義のキャリアから、生涯
にわたる生活上の様々な経験を含む広義のキャリアへと概念を広げる
ことで、女性のキャリア形成をより実際に即して捉えることが可能に
なる (大槻 2016)。  
女性の学習を検討する上でエンパワーメントに着目するのは、第 1
に、先述したように、ジェンダー格差是正や持続可能な社会づくりに
とって、エンパワーメントが近年さらに重要な概念となっていること、
第 2 に、女性のエンパワーメントのためには学習が不可欠な要素であ
るとともに、ジェンダーの視点に立った女性の学習はエンパワーメン
トを目的としていると考えることに因る。  
事例を通した実証的研究を進めるにあたり、以下 3 つの課題を設定
する。第 1 は、女性の学習およびエンパワーメントのプロセス、およ
びそのプロセスにおける環境要因の連関の検討である。つまり、社会
的活動や家庭・地域・社会での経験を通して、女性たちがジェンダー
にかかわる課題を乗り越えて新たな暮らし方、働き方、生き方を模索
する、労働の場あるいは生活の場の創造の過程において、どのように
学び、エンパワーメントされるかを明らかにする。また、どのような
環境要因（制度・規範、資源、支援等）が影響し、どのような転機に
おいて信念や感情といった非認知的要素に変化がおこり、主体性や関
係性を築いていくのかを考察する。  
第 2 は、これらのプロセスにおいて、個人の変容だけでなく、コミ
ュニティや社会へのアウトカムを志向する、学習する個人の姿勢・態
度にも着目し、それらのコミュニティへの影響や、当事者や支援機関
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等によるコミュニティ形成への発展について検討する。つまり、個人
が学び、エンパワーメントすることが、どのように包摂的なコミュニ
ティ形成につながるか、またどのような学びがコミュニティ形成に影
響し得るのかについて明らかにする。従来の女性問題学習研究や、省
察を中心とした成人学習論は、主として個人の主体形成や心理的変容
に関する実践と理論に焦点があてられてきたが、本研究では、個人の
学びとコミュニティとの関係性や、コミュニティの基盤の変革を促す
動きを、社会教育的な視点から捉えていく。  
第 3 は、行政や男女共同参画センター ２等の公共機関の教育的な役割
について検討する。第 1 の課題での女性のエンパワーメントと学びの
プロセス、また第 2 の課題でのコミュニティの形成において、これら
の機関は、ジェンダー格差の現状に留意しつつどのように介入し、支
援を行うことができるのか、またどのような支援が、コミュニティ形
成の担い手となることをめざす女性の姿勢・態度を後押し得るのか、
あるいは、これらの機関自体がどのように包摂的なコミュニティ形成
に向けた役割を担い得るのかを明らかにする。  
 
1.3  研究の対象・方法  
 設定した課題を検討していく上で、本論文は特にインフォーマルな
学習に焦点をあて、日常の経験や活動を通した「参加としての学習」
を分析の中心とし、このような学習によって女性がエンパワーメント
される過程を捉えることとする。  
実証的研究では、男女格差や社会的排除等、ジェンダーの視点から
特に課題が大きいと考えられる分野を 3つ取り上げ、事例分析を行う。
個人の女性へのライフストーリーインタビューをもとに、キャリア形
成の軌跡をライフコースとしてたどるとともに、男女共同参画センタ
ーや行政職員へのインタビュー調査から、これらの公共機関の職員が、
支援者として女性やコミュニティに対してどのような教育的アプロー
チを行っているかを探る。なお、ライフストーリーインタビューの方
法としては、基本的には対話的構築主義の立場をとる。つまり、調査
対象である女性たちが今までに経験した出来事についての語りは、聞
き手である筆者との相互行為を通じて構築されるものであることを前
8 
 
提とし、このことに自覚的に調査の実施、分析を行った (Plummer 1983； 
桜井  2002；  桜井・小林  2005)。  
事例分析の 1 つ目は、近年注目される女性の起業とその支援に焦点
をあて、東日本大震災を経験した女性の事例を通して、女性の経済的
エンパワーメントやコミュニティ形成のプロセスをみる。2 つ目は、男
女格差が大きく、是正に向けた取組が他分野に比べて十分に進んでい
ない漁業分野に焦点をあて、早くから女性に特化した農山漁村支援を
展開している地域において、女性たちで株式会社を設立し、女性を雇
用し、地元の魚や野菜を使ったレストランを経営する女性の事例を取
り上げる。3 つ目は、潜在化する女性の貧困の課題への取組として、若
年無業女性を対象とした支援を行う男女共同参画センターの取組と講
座修了生に焦点をあて、困難を抱える女性への支援の社会教育的な意
義を探る。当事者へのインタビューの分析は、記録として参画した男
女共同参画センター企画のグループインタビュー調査と、自助グルー
プを立ち上げた当事者（講座修了生）へのインタビュー調査をもとと
している。  
 異なる分野を分析対象として取り上げるのは、1.1 で触れたような多
様化する女性の状況やエンパワーメントのあり方に対応し、多面的な
視角から検討することを可能にするためである。一方で、3 つの事例の
主な共通点として、ジェンダーの視点からみて課題が多い分野である
こと、対象とした女性が、経験や活動を経て包摂的なコミュニティづ
くりを志向していること、それらの女性の活動が社会性と経済性の両
面を志向していること、また行政や男女共同参画センターの職員が、
何らかの形でジェンダーの視点に立った中長期的な支援を行っている
ことが挙げられる。先に設定した 3 つの研究課題について、異なる分
野にわたるこれらの個別性／共通性を検討する。  
 
1.4  研究の意義  
本章の冒頭で述べたように、本研究の意義は、第 1 に、女性の学習
研究の分野における今日的な社会教育研究への貢献にある。活動や経
験による学習を通して、女性たちがいかにして主体性や関係性を築い
ていくのか、またいかにして包摂的なコミュニティを形成していくの
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かを、行政等、公共機関の役割も捉えつつ明らかにする。これらは、
今までの女性の学習研究では十分ではない点である。  
第 2 の意義として、学際的なジェンダー研究への女性の学習研究あ
るいは社会教育研究としての貢献にある。現在、女性の活動実践は、
地域づくり、農業、漁業、起業等、多様な分野に広がっているが、そ
れらの分野では、女性たちの活動が、地域経済学や社会学、福祉学等
の領域での分析や、行政によるロールモデルの提供としての事例集と
いった成果に留まっており、社会教育研究や女性の学習論としての貢
献は十分とはいえない。様々な分野における多様な女性の活動や経験、
およびエンパワーメントのプロセスを学びと捉えることで、社会教育
研究が女性のエンパワーメントや持続可能な地域づくりに果たせる役
割は広がるはずである。  
 
1.5 構成  
本論文は、全 7 章から成り、全体の流れおよび章の関係は、図 1-1
のようになっている。  
 第 1 章では、研究の背景、課題・目的、対象・方法、意義等、本研
究の前提を述べる。第 2 章では、本研究に関連する先行研究について、
①女性のエンパワーメント概念に関する政策的背景と研究、②社会教
育研究における女性の学習研究、③経験としての学習に関する研究、
④学習とコミュニティ形成に関する研究の 4 つの領域について検討す
る。第 3 章は、 1970 年代の婦人教育から女性教育への大きな変換期以
降の社会教育研究における女性の学習研究の論点および関連する施策
の変遷を、変遷のフェーズに分けて考察し、本研究で取り扱う今日的
な事例の社会的・時代的位置づけを確認する。第 4 章・第 5 章・第 6
章は、3 つの分野の事例研究である。ジェンダーの視点から特に課題が
大きいと考えられる起業 (第 4 章 )、漁村 (第 5 章 )、若年無業 (第 6 章 )
について、本章にて示した課題設定に基づき具体化した 3 つの小課題
について、それぞれの事例を通して検討する。最後に第 7 章において、
前章までの議論をもとに、設定した課題について本論文で明らかにな
ったことを総括し、今後の課題を述べる。  
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【注】
                                                   
１  世界経済フォーラムが各国内の男女格差を数値化してランクづけし、毎年
発表するジェンダーギャップ指数 (The Global Gender Gap Index: GGGI)
は、 2018 年は、調査対象 149 か国中 110 位、 G7 で最下位であった。この
数値化は、経済分野、教育分野、政治分野、保健分野のデータから算出さ
れる (World Economic Forum 2018)。  
２  本論文では、男女共同参画・女性のための総合的な施設を、特定の施設を
指す場合を除いて、「男女共同参画センター」という。文部科学省が実施
第 7 章  総括および今後の課題  
RQ①  ⇒  女性の学習およびエンパワーメントのプロセス、環境要因の検討  
RQ②  ⇒  女性の学習、エンパワーメントのコミュニティ形成への影響の検討  
RQ③  ⇒  公共機関 (行政、男女共同参画センター等 )の教育的役割、  
コミュニティ形成のあり方の検討  
第 1 章  研究の背景と目的  
RQ: 学習とは何か。学習を支える教育者の役割と意義とは何か。 
女性の学習とエンパワーメント、および包摂的コミュニティ
の形成のプロセスを明らかにする  
 
第 2 章  先行研究の検討  
女性のエンパワーメント概念、女性の学習、経験としての学習、  
学習とコミュニティ形成  
第 3 章  女性の学習の転換と社会的・政策的動向  
図 1-1 本論文の構成  
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する社会教育調査では、「女性教育施設」として分類される施設や、女性
センター等、その政策的な経緯等を背景として、内閣府男女共同参画局の
呼び名に倣う。  
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第 2 章 先行研究の検討 
 
 
2.1 先行研究の検討の 4 つの領域  
 本章では、本論文の中心的テーマである学習を通した女性のエンパ
ワーメントをめぐって、4 つの領域の先行研究を検討する。それらの領
域とは、①女性のエンパワーメント概念、②女性の学習研究、③経験
としての学習、④学習とコミュニティ形成である。  
 まず 1 つ目として、女性の学習の目的であり、基盤でもあるエンパ
ワーメントの概念について整理する。女性のエンパワーメント概念は、
国際的な政策やフェミニズム運動との関連が強いため、それらの概念
提起の背景や政策的概念をおさえつつ、先行研究と照らし合わせると
ともに、女性のエンパワーメントを構成する要素についての議論を検
討する。  
 その上で、2 つ目の領域として、社会教育研究では女性の学習をどの
ように捉えてきたかについて考察する。国際婦人年を経た 1980 年代以
降の社会教育研究における女性の学習研究の中心を占めるのは「女性
問題学習」研究であったが、これらは、人権侵害や性差別を問い、主
体形成を促す学習の過程を明らかにする一方、女性のエンパワーメン
ト概念を十分には踏まえていないこと、また、都心の主婦を対象とし
た教室の中での学習の分析に限られた議論に留まっていることなどの
課題を残している。本研究では、女性の多様な生き方、暮らし方のな
かで、人々がいかにして学び、エンパワーメントするかに着目するた
め、従来の「女性問題学習」研究とは異なる枠組に基づく検討が必要
である。  
そこで 3 つ目の領域として、経験としての学習に関する先行研究を
検討する。近年、学習論のパラダイム転換により、教室の中の学習に
限らず、実践コミュニティや職場等、日常の経験を教育・学習の観点
から分析する研究が散見されるようになっている。これら経験として
の学習は、学習を個体主義的なものとしてではなく、経験や参加を通
して関係性のなかに捉えるものである。この点において、女性のキャ
リア形成、あるいは生きていく経験そのものに焦点をあてる本論文が、
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学習論の基本的な枠組として依拠するところである。ここでは、経験
学習や参加としての学習に関する先行研究を整理する。一方、これら
の研究では、本論文での分析対象のような中長期的な経験を通した学
習については十分には検討がなされていない。そこで、ライフコース
における変容の内的・外的要因、および「感情」「情動」の概念にかか
わる先行研究についても合わせて検討する。  
 経験としての学習にかかわる先行研究は、個人が他者やコミュニテ
ィとの関係性のなかで学ぶプロセスを捉える一方、個人がコミュニテ
ィへ与えるアウトカムについては捉えていないという課題がある。ま
た、パワーの問題を十分に取り扱っていないという課題も残る。本論
文では、ジェンダーの視点を重視して分析を行うが、その際、女性た
ち自身がどのようにパワーの問題を乗り越え、生活の基盤である新た
なコミュニティを築いていくかは等閑視できない。したがって、4 つ目
の領域として、社会教育研究におけるコミュニティ形成の視角につい
て検討する。近年の社会教育研究における視角の転換や模索、および
教育分野における社会関係資本やガバナンス論を概観する。  
 
2.2 女性のエンパワーメント概念に関する政策的背景と研究  
2.2.1  女性のエンパワーメント概念と提起の経緯  
本節では、まず本論文の基盤となる女性のエンパワーメントの概念
を社会的・政策的背景と合わせて確認した上で、女性のエンパワーメ
ントを構成する要素に関する先行研究を考察する。  
エンパワーメントの概念は、欧米フェミニズムの動きにともない、
1970 年代から女性と開発、平等、権利等の文脈において用いられるよ
うになり、 1980 年代以降はさらに広がりをもって議論されるようにな
った (Cornwall 2016)。開発・援助プログラムのアプローチは、 1970
年代の WID (Women in Development)から、1980 年代には GAD (Gender and 
Development)へと移行し、女性を開発過程に統合するだけではなく、
貧困やジェンダー格差を解消するために女性たち自身がエンパワーメ
ントし、開発のあり方を決定していくことがめざされた (織田  1995; 
矢澤  2016)。  
1995 年に北京にて開催された第 4 回世界女性会議では、「北京宣言」
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および「北京行動綱領」が採択され、あらゆる女性のエンパワーメン
トが明確な目的として示された。「女性のエンパワーメント (力をつけ
ること )に関するアジェンダ (予定表 )」とされるこの北京行動綱領にお
けるエンパワーメントの概念について、矢澤澄子 (2016)は以下のよう
に説明している。  
 
行動綱領にいう『パワー』とは、他者を支配する力や強制力ではない。
それは、一人ひとりの個人が生きていくための力 (潜在能力 )、そして意
思決定等に参加できる力 (参画力 )を意味する。行動綱領に明記されたの
は、平和で公正なジェンダー平等の世界を創るために、女性たち自身の
エンパワーメント (力をつける、力を回復すること )が不可欠であり、そ
の基盤となる女性の基本的人権は、普遍的で不可分な人権であるという
考えであった (矢澤  2016: 7) 
 
村松安子は、エンパワーメントの概念が、開発政策と女性の関連が
世界的関心事となった 1975 年以降、第三世界の女性たちから提起され
るようになったことを踏まえ、その概念を「『法の下での平等』が、間
接的に平等を得ようとする方法であるとすれば、エンパワーメントは、
草の根の女たちが“力をつけて”連帯して行動することによって、自
分たちで自分たちの状態・地位を変えていこうとする、きわめて行動
的で自立的な考え方である」(村松  1995: 12)と説明している。さらに、
「エンパワーメント・アプローチ」について、「たんなる女性の地位の
改善を超えて、新しい社会・世界を構築するうえでの女性の役割に注
目するもの」 (p.13)と位置づけた上で、北京会議を前に、以下のよう
に述べている。  
 
 エンパワーメント・アプローチは、トップダウン方式の限界をみき
わめ、女性組織の継続的・組織的なボトムアップの運動の重要性を強
調する。何よりの特徴は、自助・自立 (self-reliance)を通して女たち
が力をつけることであり、そのためにはまず女たちが自らのおかれた
状況、それに至らしめた構造を自覚し、女性自身のなかから変化への
必然性がわき出ることが求められる。したがって、当然のことながら、
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ジェンダー・プランニングという観点からするとき、このアプローチ
は、参加型を前提とする。第 4 回世界女性会議のための「行動綱領案」
でも、あらゆるレベルでの女性の政策・方針決定過程への参画を強調
しているゆえんである。 (p.14) 
 
このように、女性のエンパワーメントは、その概念の成り立ちと経
緯をたどると、個々の女性たちが生きるための力をつけるとともに、
連帯して社会に参画する力をつける、あるいはそれらの力をもって参
画する行動自体を示す、社会的、関係的な意味合いの強いものとして
解釈できるだろう。またこれを基礎として、女性たちの意思決定過程
への参画、および新たな社会の構築をめざす活動、経験を含むものと
いえる。さらに、これらの経験は、草の根の、多様な立場の女性の経
験であることの重要性が込められていることが確認できる。  
 
2.2.2  女性のエンパワーメントの教育にかかわる政策概念  
社会教育の分野では、北京行動綱領採択の 2 年後の 1997 年 7 月に採
択された第 5 回ユネスコ国際成人教育会議における「成人学習に関す
るハンブルグ宣言」に、以下のような「女性の統合とエンパワーメン
ト」の項 (第 13 項 )が含まれている。  
 
Women’s integration and empowerment. Women have a right to equal 
opportunities; society、  in turn、  depends on their full 
contribution in all fields of work and aspects of life. Youth and 
adult learning policies should be responsive to local cultures and 
give priority to expanding educational opportunities for all women、
while respecting their diversity and eliminating prejudices and 
stereotypes that both limit their access to youth and adult 
education and restrict the benefits they derive from them. Any 
attempts to restrict women’s right to literacy、  education and 
training should be considered unacceptable. Practices and measures 
must be taken to remedy them. (5th International Conference on 
Adult Education; Hamburg、  Germany; 1997: Final Report)１  
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ここでは、女性の多様性を尊重し、偏見や差別を解消しつつ教育機
会を拡充し、成人学習分野における女性の統合を進めていく必要性が
述べられている。  
近年では、女性のエンパワーメントとジェンダー平等は、国連にて
2001 年に策定された「ミレニアム開発目標」（ MDGs）、および 2015 年に
採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」における「持
続可能な開発目標」 (SDGs)に位置づけられるように、女性の権利とし
てめざされるだけでなく、持続可能な国際社会を築いていくために不
可欠な目標となっている２  。そして MDGs が開発途上国のための目標で
あったのに対し、 SDGs は先進国が自らの国内で取り組む課題を含む、
すべての国に適用される普遍的な目標となったことも特徴的である。
また、国連と企業の自主的な盟約の枠組である国連グローバル・コン
パクトと UN Women３が、2010 年に「女性のエンパワーメント原則 (WEPs)」
を共同で作成し、企業による活用を推進する等、企業経営やビジネス
活動の核としても、女性のエンパワーメントが推進されている ４。経済
社会の変化にともない、国際的には、女性のエンパワーメントの目標
が、あらゆる分野において広がっていることがわかる。  
これまでに述べた北京行動綱領、 SDGs、 WEPs のいずれにおいても、
女性のエンパワーメントの目標に向けて、教育が重要課題の 1 つとし
て位置づけられている。北京行動綱領では、教育について「女性は、
若いときに習得したものにとどまらず、その後も継続して知識及び技
術を習得することから恩恵を得られるべきである。このような生涯学
習の概念には、フォーマル教育及び訓練において得る知識及び技術と
ともに、ボランティア活動、無償労働及び伝統的な知識などのインフ
ォーマルな方法で行われる学習が含まれる」 (第Ⅳ章  戦略的目標及び
行動  B 女性の教育と訓練 73)と示している５。 SDGs では、 17 の目標の
うち、目標 4 を教育 (すべての人々に包摂的かつ公平で質の高い教育を
提供し、生涯学習の機会を促進する )、目標 5 をジェンダー (ジェンダ
ーの平等を達成し、すべての女性と女児のエンパワーメントを図る )と
定めている ６。また、WEPs では、7 原則のうち第 4 原則を「教育と研修
(Promote education、  training and professional development for 
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women)」とし、ビジネス分野における教育や研修、ネットワークやメ
ンタリングの機会提供を推進することを提示している ７。これらの目標
項目を見ると、あらゆる分野における女性のエンパワーメントを進め
るためには、教育が不可分であること、またその教育は、学校教育に
とどまらず、ノンフォーマル、インフォーマルを含めた生涯を通した
教育を推進することを重視していることが確認できる。  
 
2.2.3  開発分野における女性のエンパワーメント概念  
女性のエンパワーメント概念については、経済的側面を中心に、国
際機関等による途上国支援において、その定義や要素、支援の際の手
法や評価のあり方が様々に検討されているため、これらについても概
観しておく必要があろう。  
これらの議論に共通しているのは、女性の経済的エンパワーメント
の要素の 1 つとして、エージェンシー (agency)が含まれること、また、
単に経済的な成功やスキルの向上といった直接的、表面的な要素だけ
でなく、エージェンシーや意思決定、規範等の環境要因を含め、多面
的に現状を捉える必要があるということである。    
エージェンシーは「意思決定する力、またそれらの意思決定を望ま
し い 行 動 や 成 果 に つ な げ る 力 」 (The International Bank for 
Reconstruction and Development/The World Bank 2011: 6)であり、
女性のエンパワーメントやジェンダー平等の基礎となるものである。
つまり、経済的エンパワーメントは、経済的側面のみを切り取ったエ
ンパワーメントを意味するのではなく、前項までに議論したような包
括的な「女性のエンパワーメント」と結びつきの強い、あるいはこれ
が基礎にある上でのものであるといえる。また、エンパワーメントが
「個人の行動や選択だけでなく、より自由な選択が可能になるような
変化のプロセスを含む」 (Sida 2015： 8)ように、経済的エンパワーメ
ントも、結果と同様にその過程が大切であるとされる。    
Diana Wu(2013)は、 SDGs に基づいた民間セクター開発のための国際
機 関 DCED ８ の 内 部 組 織 で あ る 女 性 起 業 家 開 発 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ
（ WEDWG: the Women’ s Entrepreneurship Development Working Group）
において、先行する研究や実践のプロジェクトを踏まえた上で、女性
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の経済的エンパワーメントを評価する際の要素を検討し、図 2-1 のよ
うな 4 つの領域に分けた枠組を提示している。これら 4 つの領域の内
容を簡単に示すと表 2-1 のようになる。 Wu は、女性起業家の経済的エ
ンパワーメントを分析する際には、単にビジネスにおける成長やスキ
ルの向上等だけでなく、個人的あるいは私的な側面も含めた女性の多
様な役割や人間関係等、生活全体を多面的に捉えることが重要である
としている。また女性の起業をこのように多面的に捉えない支援プロ
ジェクトは、脆弱であり成功しているとは言い難いと述べている。「フ
レームワーク」に示された領域は、この多面的な要素を考慮したもの
といえ、図の形と矢印が示すように、各領域は相互に関連しており、
女性が起業する過程において複合的に影響し合っていると捉える点は
評価できる。  
一方で、この「フレームワーク」の 4 つの領域の相互関係、つまり
図 2-1の三角形の各位置づけ等については、検討の余地があるだろう。
例えば、 Anne Marie Golla らの先行する研究では、女性の経済的エン
パワーメントの相関する 2 つの要素として、「パワーとエージェンシー
（ Power and Agency）」と「経済性の向上（ Economic Advancement）」
を提示し、それらに影響を与える環境要因として、「資源（ Resources）」
と「規範、制度（ Norms and Institution）」の 2 つを挙げている (Golla 
et al. 2011)。このように要素と環境要因を区別した点では、 Wu らの
整理より各領域同士の関係性が捉えやすいといえよう。 Golla らや Wu
らの整理は、これらのフレームワークや領域に、学習や教育がどのよ
うに介在するかについては触れていないが、ジェンダーにかかわる
様々な課題を多面的に捉えることが不可欠であるという共通した捉え
方は、本研究の分析枠組にも応用できるものといえる。  
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表 2-1 女性の経済的エンパワーメントの 4 つの領域  
①行為主体性（ Agency）  関心のあることを実行し、そのため
の資本やサービス、支援にアクセス
する能力、知識、意志、スキル、自
信  
②制度、環境、規範、意識、
立場（ Institutional、  
environment、  norms、  
recognition and status）  
経済的・社会的環境や個人の選択を
形づくる意識、規範、慣習、政策  
③社会関係、アカウンタビ
リティ、ネットワーク、影
響（ Social relations、  
accountability、  
networks、  influence）  
交渉や意思決定、協働等を通して、
能力を発揮し、やりたいことを実現
するための人間関係、ネットワーク  
④経済的状況（ Economic 
Advancement）  
収入、資産、労働の対価  
出所：  Wu（ 2013）より作成（筆者訳）  
 
 
2.3  社会教育研究における女性の学習研究 ９  
2.3.1  女性のエンパワーメントと社会教育研究  
 前節までに、女性のエンパワーメント概念の提起の経緯および教育
との関連、および開発分野におけるエンパワーメント概念を整理した。
次に、これらを踏まえ、本節では、日本の社会教育研究において、女
性のエンパワーメントおよび女性の学習がどのように捉えられてきた
かを考察する。  
 女性のエンパワーメントが重要な柱となった第 4 回世界女性会議で
③Soc ia l  
re lat ions,
Accountabi l i ty,
Networks ,
inf luence
②Inst i tut ional  
Environment,
Norms,  status ,
recognit ion
①Agency
④Economic
Advancement
図 2-1 女性の経済的エンパワーメントフレームワーク  
出所： Wu(2013)より作成  
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は、政府間会議と並行して開催された NGO フォーラムに、日本からも
約 6,000 人が参加した １０ 。当時、1975 年の国際婦人以降の国際的な動
きは、国内で「女性問題学習」や女性学を学ぶ女性たち、あるいは女
性 解 放 運 動 に か か わ る 女 性 た ち に も 大 き な 影 響 を も た ら し て い た
(野々村 1997)。野々村恵子・中藤洋子 (1997)は、社会教育の実践にか
かわる女性たちの学習と学習をもとにした活動の経験をまとめた著書
のなかで、第 4 回世界女性会議で提起された女性のエンパワーメント
について、以下のように述べている。  
  
  私たち編者は、これまでの自治体の社会教育にかかわって、社会教
育における「学び」は一人ひとりが自分の問題に気づき、人とつなが
って豊かな人間関係を築きながら、自分の生き方を変え、問題を乗り
越える力をつけていく過程であると考えてきた。エンパワーメントの
概念を得て、まさにこれは社会教育の中で女性たちが行ってきた営み
そのものであり、こうした学習と実践によってエンパワーメントは可
能になると確信を深めるようになった。 (p.3) 
 
つまり、社会教育における女性たちの学びと、学びをもとにした活
動の実践が、国際的な動きのなかで提起された女性のエンパワーメン
トの概念に直接的に結びつくと捉えていると考えられる。しかしなが
ら、上述の「学び」の定義には、前項までに見てきた要素のうちの意
思決定過程への参画や自己決定、エージェンシーとパワーといった観
点が十分に含まれているかは疑問が残る。  
 この点について、日本の社会教育における女性の学習と、国際的な
動きのなかで捉える女性のエンパワーメントとの隔たりを指摘する論
考も見られる。例えば、金井淑子は、ユネスコの生涯学習推進の文脈
に日本の社会教育の展開を照らし合わせた上で、「『女性問題学習』と
いう一つの学習モデル」 (金井  1999: 2)および当時の女性の教育や学
習に対し、主に 2 点の疑問を呈している。 1 点目は、「それまで『女性
問題学習』がジェンダー概念に先行して『性別役割分業の克服』や『女
性の自立』のテーマの中で追求してきた課題とほぼ重ね合わせてそれ
と同義にジェンダーがうけとめられて」 (p.2)いること、 2 点目は、ジ
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ェンダーの視点を欠いた生涯学習やボランティア活動の推進が「地域
の嫁」を産出し、「女性たちの学習意欲や社会参画への熱意が、思いと
は逆に、否定すべきシステムを新たな形で補完再生産していくことに
なりかねない」(p.8)ことに対する懸念である。そして、北京行動綱領
を踏まえた「エンパワーメント」を「『問題解決能力をつけること』や
『自己決定力をつける』といった含意において『力をつけること』と
すべき」(p.5)と位置づける。つまり、当時の女性の学習が「女性がパ
ターナリズム的支配から自立し自助・自己決定の主体へ、当事者とし
てのエンパワーメントを第一義的とする教育／学習」(p.7)とは必ずし
も同じ方向性に向かっていないと捉えていると考えられる。  
このように、国際的な動きに即した女性のエンパワーメント概念と
日本の社会教育における女性の学習の関係性については、様々な捉え
方がある１１ 。これらは、見解の違いということに加え、多様に展開さ
れる女性たちの学習のどれをもって「女性の学習」としているのかに
よっても異なっているとも考えられる。そこで次項では、社会教育に
おける女性の学習について多くの議論がなされた 2000年代半ばまでの
「女性問題学習」に焦点をあて、先行研究の議論を検討する。  
 
2.3.2 「女性問題学習」研究と批判の論点  
日本社会における女性の学習は、前項までに示したような国際的な
動向の影響を受ける一方、独自の実践と研究を積み重ねている。ここ
では、 1980 年代以降、それまでの「婦人問題学習」に代わって女性の
社会教育活動の主流となった「女性問題学習」とそれにかかわる議論
に着目し、女性のエンパワーメント概念との関係性を検討する。  
 志熊敦子 (1997)は、1975 年の国際婦人年を契機とし、一般に「婦人」
を「女性」に言い換える傾向が強まったとしている。矢口悦子 (2001)
によれば、この言い換えの動きのなかで、「女性問題学習」という用語
は、 1980 年代後半に「婦人問題学習」に代わるものとして登場した。
当時の国立市公民館職員であった伊藤雅子は、「女性問題学習」を「女
自身が主体となって女性差別を克服・解決していく力量を養うことを
めざす視点に立った学習」 (伊藤  1993: 19)と位置づけている。同様に
木村涼子は、「女性問題学習」において欠かせない視点である主体形成
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は、「女性に対する差別や抑圧と闘い、女性のおかれた現状を打破する
主体を形成することを意味する」 (木村  2000: 36)としている。  
また、村田晶子（ 1988、2006）は、「女性問題学習」という表現を「主
体を表すことばとしての『女』『女性』が意味すること、すなわち女性
問題認識の転換を表すための明確な表明」 (村田  2006: 26)とする。村
田によれば、女性問題の学習講座の実施を重ねてきた国立市公民館 １２
では、「女性問題学習」を次のように規定している。「１女性問題を性
差別・人権侵害の問題ととらえる。２『婦人教育』を女性問題解決の
ための学習ととらえて事業を行う。３自他の人格を尊重し、対等な関
係をむすび、互いの成長を支え合いながら生きていく人間的力量を養
うための学習ととらえる」(村田  2006: 26)。村田はこの規定について、
「ここでは、女性問題を、人権侵害 (公権力によつ人権の侵害 )、性差
別、性別役割分業の問題としてとらえていること、その克服を人格形
成、人間性の回復の問題としてとらえていること、その視点において
社会教育、公民館学習における『女性問題学習』として大変重要であ
り、かつ基本的な定義である」とし、また、「『ジェンダー』や『男女
共同参画』といった表現が使われていない」ことについて、「性差別を
見えにくくし、問題を曖昧にしていくそれらのことばへの拒否の意志
を明確に読み取ることができよう」 (p.26)と高く評価する。村田はま
た、「実質的に日本における女性学研究元年」 (江原  1990: 8)である
1978 年以降広がった女性学研究、女性学教育・学習についても、「女性
問題認識の転換を不明確なままにする概念」(村田 2006:28)である女性
行政と親和的であり、依拠する学習観が「近代の学校教育モデルを脱
していない」 (p.29)ことから否定的に捉えている。  
これらの村田による学習に対する評価、考え方は、先の金井らが、
女性の学習を女性のエンパワーメントの国際的な動向と並行して捉え
る立場とは、少なくとも 2 点において、明らかに異なっていることが
読み取れる。1 点目は、ジェンダーの視点についての見方である。つま
り、金井は女性の学習がジェンダーの視点に立つことの重要性を指摘
しているのに対して、村田は「『ジェンダー』概念が、今日、女性差別、
人権侵害としての女性問題を不鮮明にする役割を果たし、主に女性行
政から発せられている」 (村田  2006: 23)として、ことばの使用も避け
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ている。2 点目に、金井や野々村・中藤が、学習を活動の実践と結びつ
きの強いものであることを前提とし、問題解決能力や自己決定力とい
った活動の実践に必要な力量形成を重視するのに対して、村田が評価
する「人格形成、人間性の回復の問題」は、「共同学習」「話し合い学
習」という集団的な学習方法をとりながらも、個人的、心理的な成果
を指向していることである。  
「女性問題学習」にかかわる社会教育研究については、これまでに
も複数の研究者から批判がなされている。これらの論点は、主に以下
の 4 点に分けられよう。第 1 に、高橋満が「学習する主体の社会・経
済的定在は意識化されることなく教室での学びをめぐり実践と理論構
築が重ねられてきた」 (高橋 2005: 11)と指摘するように、教室での学
習と活動実践を結びつける学びと理論には関心が払われなかったこと
である  (千葉  1996; 高橋  2005)。これについて村田は、「社会教育実
践を描き出すことにおいて女性問題学習の『外』なる社会的な諸関係
をとらえる眼差しを欠いているとは考えていない」 (村田  2006: 33)と
反論しながらも、「次への課題としたい」 (p.34)、「実践研究としては
改めて取り組みたい」 (p.98)というに留まっている。  
第 2 に、研究の焦点となる学習主体および取り上げるテーマについ
てである。つまり、学習主体が中産階級の専業主婦に限られているこ
と、またジェンダー格差の重要な側面である労働についてほとんど課
題としていないことが指摘されている (廣森 2001、野依 2009、朴木
2010)。この点について村田は、「なぜ『都市』や『家庭婦人』であっ
たことが、問題視されなくてはならないのだろうか。これらは、大状
況の変革に意味のない、社会教育の対象でないという認識が前提にさ
れてはいないだろうか。また、こうした指摘がなされても、依然そこ
で実現した学習の構造についての解明はなされておらず、課題のまま
である」 (村田  2005: 33)と反論している。  
第 3 に、社会教育職員が学習者の一員であるかのようなあいまいな
捉え方がなされており、学習の主体である主婦に対し、その学習にか
かわる社会教育職員の役割や専門性が不明確なことである (槇石 2005)。
学習の場において、女性という立場を学習者と共有しながらも、社会
教育職員や研究者は、支援者／学習者の関係性やパワーの問題がどの
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ように存在しているかについて自覚的でなければならない。  
第 4 に、女性学・ジェンダー研究から知識を得ることを拒絶する姿
勢に対する批判である (朴木 1996)。この点について村田は、「学習者に
とって外在的な学習課題設定ではたして学習者の意識変革、社会の形
成主体を育てる学習は可能であろうか」、「女性学研究が、真に女性の
ため、市民のための糧になり得たという検証は済んでいるのだろうか」、
また、知識を得ることは個人的であり、「社会教育や公民館で追究され
る女性問題学習は『個』的な学びではなく、共同で行われ、社会を規
定する価値観を共同で問い、創りかえていくこと」 (2006:29-30)と、
改めて強固に線を引き、反論している。この点は、「社会教育における
『婦人問題学習』からの発展としての『女性問題学習』と、女性学の
学習という意味でも使われるようになった『女性問題学習』とが同じ
言葉でありながら意味するところに若干の違いを残しつつ今日に至っ
ている」 (矢口  2001: 11)という「女性問題学習」に対する理解の違い
を示している。  
これらの批判はいずれも的確であるといえよう。しかし一方で、国
立市公民館の実践を中心とした少数の学習実践のケースを社会教育研
究が対象とする実践と捉えてしまい、女性による学習を広く包括して
捉えて議論してこなかったこと自体に問題があるのではないだろうか。
狭く捉えた学習実践が、教室の中だけでの実践や、主婦に限られた学
習主体であること、労働等の分野の多様性を持ち合わせていないこと
はいわば当然である。社会教育研究が概念として共有する狭義の「女
性問題学習」の枠の中で議論を繰り返すことに大きな意義は見出せな
い。女性の学習のもっと多様な主体、多様なテーマを女性の学習研究
の議論の範囲とし、それら全体をジェンダーの視点から批判的に検討
していくことが必要であろう。  
社会教育研究における女性の学習研究は、「婦人教育」、「婦人問題学
習」、および「女性問題学習」を主たる着眼の変遷として、社会教育施
設を学びの場とする主婦を中心とした女性たちの主体形成の実践を明
らかにしてきた。しかしながら、前節で見たようなエンパワーメント
概念を照らし合わせると、社会との関係性において参画する力をつけ
ることや、問題解決を図ること、政策・方針決定過程への参画して社
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会基盤を変えていくこと等への着目は十分ではなかったといえるので
はないだろうか。  
日本社会教育学会では、1982 年に年報『婦人問題と社会教育』(日本
社会教育学会編 1982)、2001 年に年報『ジェンダーと社会教育』(日本
社会教育学会編 2001)を、それぞれ 2 年間にわたる学会の「宿題研究」
を経て刊行し、社会教育における「婦人問題学習」や「女性問題学習」
の展開について、様々な視角から議論している。これらの年報も含め、
社会教育研究における女性の学習研究は、 2000 年半ば頃までに集中し
ている。様々な分野において、ジェンダー格差に向けた課題は多く残
されており、また、女性関連施設等では女性たちが学び、地域では多
様な社会的課題の解決に向けた女性たちの活動が行われているが、近
年の社会教育研究では、ジェンダーに焦点をあてた学習研究や方法論
等についての議論が少なくなっている。  
上述の年報『ジェンダーと社会教育』の序章では、「日本社会教育学
会における『ジェンダー』視点に連なる研究は、長い間『婦人教育』、
『婦人問題学習』、『女性問題学習』という用語を問題把握の基軸とし、
そして実践分析の鍵概念として蓄積されてきた」(矢口 2001:10)と整理
されている。1999 年の男女共同参画社会基本法の施行から 20 年近い年
月を経て、社会教育研究として、この「問題把握の基軸」の延長線上
にある女性の学習をどのように捉え得るかについての議論はほとんど
なされていない。  
「女性問題学習」の研究以降は、労働、貧困、震災・復興等、いく
つかの分野、テーマにおいて、学習や活動の実践を個々に検討したも
のは散見される １３ 。しかしそれらは分断されていて、多様な女性の学
習と活動の実践を、ジェンダーの視点や女性のエンパワーメントの視
点を基軸とした女性の学習という研究の領域として、方法論や課題等
を包括的に批評し合い議論を深めるような分野、テーマ間の横断的な
議論が不足している。女性の学習をもっと広義に捉えて様々な検討を
行うことをしなければ、社会教育研究自体がジェンダーの視点や学際
的視点の乏しいものになりかねない。  
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2.4  経験としての学習に関する研究  
2.4.1  学習論の転換  
「女性問題学習」の研究では、公民館での不定型な学習状況におい
て、教室の中で学習支援者と学習者が協働で学習活動を組織化するノ
ンフォーマルな学習の領域に議論が限られた。これに対し、近年の社
会教育研究では、学習者間の学習活動や実践活動のなかでの学習活動、
企業等の諸組織を学習組織として捉える教育的活動等、多様なインフ
ォーマルな学習が注目されている １４ 。前節において女性の学習研究の
課題とした女性や活動実践の多様性を重視しつつ、エンパワーメント
のプロセスを捉える上では、このようなインフォーマルな状況での経
験を通した学習に関する学習論の蓄積との関連や応用性を検討するこ
とは有効であろう。  
 学習論は、 1990 年代後半以降、パラダイム転換の議論がなされてい
る（高橋 2015）。つまり、「標準的な学習パラダイム」(Standard Paradigm 
of Learning)である「獲得としての学習」 (Learning as Acquisition)
から、「新興の学習パラダイム」 (Emerging Paradigm of Learning)で
ある「参加としての学習」 (Learning as Participation)への移行であ
る (Hager 2004; Lee et al.2004)。同様に Anna Sfard (1998)は、前者
を「獲得メタファー」 (Acquisition Metaphor)、後者を「参加メタフ
ァー」 (Participation Metaphor)として整理し、メタファー論を展開
している。このなかで、学習をめぐる 2 つのメタファーは、表 2-2 の
ようにマッピングされ、比較的古い研究では「獲得メタファー」、新し
い研究では「参加メタファー」が占めているが、双方のメタファーと
もに重要な側面を持つと分析している。  
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表 2-2 Sfard による学習をめぐる 2 つのメタファーの整理  
獲得メタファー   参加メタファー  
個人の力量形成  学習の目的  コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ビ ル デ ィ
ング  
獲得  学習  参加  
受益者 (消費者 )、コンス
トラクター  
学習者  周辺参加、見習い  
提供者、ファシリテータ
ー、仲介者  
教師  熟練した参加者、実践 /デ
ィスコースの管理者  
財産、所有物、商品  
(個人、公共 ) 
知識 (Knowledge) 
概念 (Concept) 
実 践 /デ ィ ス コ ー ス /活 動
の局面  
所有すること  知ること
(Knowing) 
所 属 す る こ と 、 参 加 す る
こと、対話すること  
 出典： Sfard (1998: 7)、  筆者訳  
 
 Tracey Lee ら (2004)は、 Sfard(1998)や Harger(2004)のこのような
議論を踏まえながら、職場における学習において、認知心理学や行動
主義心理学の影響を受ける「獲得としての学習」に共通する特徴を、
①個人の学習者を中心に置くこと、②仕事の遂行にあたっての合理的、
認知的側面に焦点をあてること、③仕事の遂行を思考と省察の反復と
して捉える傾向にあること、④学習自体を当然のこととし、職場学習
もフォーマル学習と同様のものとして特に注目しないこと、⑤職場に
おける学習や遂行にかかわる社会的、組織的、文化的要因を重視しな
いことの 5 点に整理する (Lee et al.2004: 7)。これに対して、「参加
としての学習」の視点は、実践コミュニティへの参加や個人の社会に
おける関係性といった学習を社会的に理解しようとするものと捉える。
「知識」 (Knowledge)よりも「知ること」 (Knowing)、また「所有する
こと」(having)よりも絶え間なく「行動すること」(Doing)が重視され
る (Sfard 1988:6)。専門的知識は、職場における実践への参加を通し
た相互作用的で解釈的に「知ること」(Knowing)によって生み出される
ものとされる (Billett 2001)。  
 この「参加としての学習」の学習論に大きな影響を与えているのは、
1991 年に提起されたレイブとウェンガー (1993)による状況的学習論
(Situated Learning Theory) あ る い は 正 統 的 周 辺 参 加 (Legitimate 
Peripheral Participation)、および、この状況的学習論で展開した実
践コミュニティの概念をビジネスにおける組織に応用し、自発的でイ
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ンフォーマルな関係性が組織を変革に導くことを示したウェンガーら
のナレッジ・マネジメント研究 (ウェンガーほか  2002)、そして 1990
年代後半以降のエンゲストロームによる「拡張的学習論」(エンゲスト
ローム  1999、  2008; 山住  2004)の展開である (Lee et al.2004)。ま
た、「参加としての学習」は、学習者と社会の相互作用や経験の再構成
を重視する点において、 John Dewey(1938)らの研究に大きな影響を受
け、 David Kolb(1984)が主張した経験学習論 (Experiential Learning 
Theory)とも同じ立場を志向するものといってよいだろう。近年では、
国内でも、特に企業経営等の分野において、職場での人材育成をめぐ
る経験を通した学習についての議論がなされている (松尾  2006；中原
2010、 2012a、 2012b、 2013)１５ 。  
このような学習論のパラダイム転換による新たな学習論、つまり経
験を通した学習や、実践コミュニティにおける関係性を捉える学習論
は、本論文のテーマである女性のエンパワーメントと学習の実情を分
析するにあたり、主に次の 2 点を理由として、基本的な枠組として依
拠し得ると考えられる。第 1 に、女性のエンパワーメントをめざす女
性の学習は、先にみたエンパワーメント概念を踏まえると明らかなと
おり、実践活動と強くむすびついており、関係性のなかで力量形成が
なされることにある。第 2 に、第 3 章において指摘するように、女性
の学習と関連施策の大きな転換や経済社会の動向が、この学習論のシ
フトの方向性と重なることがある。女性の学習は、より多様に、より
実践活動と結びつきつつ、またジェンダー平等をめざす実践は、社会
の課題解決によりつながるものとして位置づけられる必要がある。  
女性の学びを多様な活動や経験を通した関係性のなかで捉え、それ
らを女性の学習研究として蓄積していくことで、従来の「女性問題学
習」研究を乗り越え、ジェンダーの視点に立った学習研究の豊かな議
論を進めることが可能になる。このような立場から、第 4 章から第 6
章において、具体的な事例を通した学習のプロセスを考察する。  
次節では、経験学習論および「参加としての学習」にかかわる学習
論について概観し、本論文の分析枠組から見た課題等について検討す
る。  
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2.4.2  経験学習  
成人期の学習における経験の役割の重要性については、多くの研究
者が強調している (メリアム・カファレラ 2005)。ここでは、そのルー
ツともいえるジョン  デューイらの研究に影響を受け、経験学習モデル
の概念を提示したディビット  コルブ、および「省察的実践家」の概念
を提示し、省察にかかわる社会教育研究に大きな影響を与えたドナル
ド  ショーンの経験学習論、および日本におけるこれらと関連する研究
について検討する。  
Dewey(1938)は、教育は社会的過程 (social process)であり、すべて
経験をとおして生じるもとと定義する。しかし、経験のすべてが教育
的であるとはみなしておらず、教育的経験と非教育的・反教育的経験
を区別し、経験の価値をはかる基準として、「相互作用」と「連続性」
の 2 つを基本的な原理として示している。生徒や教師からなる共同体
のなかでの相互作用から経験の発達が生じ、教育的経験の連続性が成
長を促していくとする。教育を経験に基づくものとし、また教育的経
験を社会的過程とみると、教育者である教師は、よそ者としてのボス
や独裁者ではなく、共同体のなかで最も成熟したリーダーと位置づけ
られる。  
このデューイらに大きな影響を受けたコルブは、学習を「経験の変
容を通して知識が創造されるプロセス」 (Kolb 1984:38)と定義する。
ここでは学習の内容や結果よりもプロセスが重視され、知識は連続的
に創造され、再構成される。そして、次の 4 つの学習モードを含む経
験学習のサイクルを提示した。  
具体的経験   (Concrete Experience) 
省察的観察   (Reflective Observation) 
抽象的概念化  (Abstract Conceptualization) 
能動的実験    (Active Experimentation) 
コルブの経験学習論は、多様な分野において応用される一方、単純化
されすぎていることや、抽象的であること、学習が認知的領域に限定
されていること、社会的要因についての考慮がないことなどが批判点
として既に指摘されている (kayes 2002、山川  2004、中原 2012、松尾  
2006)。  
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コルブのこの経験学習のサイクルの理論展開と同時期に「省察的実
践家 (reflective practitioner)」の概念を提起した Schon(1983)もま
た、デューイに大きな影響を受け、様々な専門職の実践の認識論を展
開した。知的な実践とは知を道具的な決定に適用することと考える「技
術 的 合 理 性  (technical rationality)」 に 対 し て 、「 状 況 と の 対 話  
(conversation with situation) 」 に 基 づ く 「 行 為 の 中 の 省 察  
(reflection in action) 」 の 概 念 を 提 起 す る 。「 行 為 の 中 の 省 察
(reflection in action)というプロセス全体が、実践者が状況のもつ
不確実性や不安定さ、独自性、状況における価値観の葛藤に対する際
に用いる〈わざ〉(art)の中心部分を占めて」(Schon 1983: 50=2007: 51)
おり、実践者は実践の中で (reflection in practice)あるいは実践に
ついて (reflection on practice)省察することで、多様な実践に対応
することができるとしている。Schon の学習論は、個体主義的、心理主
義的な「獲得としての学習」として、比較的古い学習論として分類さ
れる。本研究の焦点も個人と社会との関係性、相互作用にあるが、一
方で、「参加としての学習」においても、参加する個人の内面に着目す
れば、特に実践の中での省察  (reflection in practice) は、経験や
関係性のなかで培った資本を内面に取り込んで解釈し、〈わざ〉を生み
出すためには、必要な過程として捉えることができるだろう。  
このような経験や省察を通した学習の理論を踏まえつつ、上述の批
判を乗り越えようとする研究も散見される。例えば、松尾睦 (2006)は、
営業担当者等への質問紙調査およびインタビューを行い、企業組織に
おいて知的資源が形成されていくプロセスを経験学習の観点から分析
し、仮説的モデルを提示している。このモデルでは、「組織特性」「仕
事の信念」「経験学習プロセス」を 3 つの要素とすることで、「個人を
取り巻く組織的環境や、信念といったメタ認知的な要因を取り込んで」
(松尾  2006: 188)、コルブのモデルの欠点を補うことを試みている。「仕
事の信念」は、「より高次の認知特性として、人間の態度・行動を方向
づける役割を持つ」(p.125)とする。この「メタ認知」としての「仕事
の信念」の位置づけは、本章で後述する「非認知的要素」と親和性の
高いものと考えられよう。しかしながら、自身も指摘するように、質
問紙調査の分析として「信念」が経験学習に及ぼす影響は明らかにし
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ているが、反対に、経験が信念の形成に与える影響については明らか
にしていない。  
中原淳 (2010)は、経験学習論の立場から、学習を「経験によって、
比較的永続的な認知変化・行動変化・情動変化が起こること」と定義
し、「信念や価値観の変化といったものも、この中に含まれる」（中原  
2010: 8）とし、ここでも情動変化や信念等、非認知的な変化を要素に
挙げている。その上で、企業で働く若手中堅社員を対象とした質問紙
調査の実施・分析にあたり、職場学習を「職場の他者からの支援、お
よび他者との相互作用を媒介として生起する学習」と位置づけて、「管
理」から「支援」への組織運営の転換に着眼している。因子分析にお
いては、職場において他者から受けている支援を「業務支援」「内省支
援」「精神支援」の 3 つに分け、また能力向上に「自己理解促進」や「タ
フネス向上」を含む等、知識や業務スキルの獲得だけではなく、非認
知的な側面の変化も測ることを試みている。  
 
2.4.3 参加としての学習  
 以上のような経験学習が、経験という行為を通した学習に着目した
のに対して、レイブとウェンガーは、1991 年に、状況的学習論 (Situated 
Learning Theory)あ る い は 正 統 的 周 辺 参 加 (Legitimate Peripheral 
Participation)の概念を提起し (レイブ・ウェンガー  1993)、コミュニ
ティへの参加を通した学習という観点に着目した。この概念では、学
習とは社会的で関係論的なものであり、実践コミュニティ (community 
of practice)への参加の度合の増加として位置づけられる。つまり、
「『学習』という行為は特定の目的性を持った活動であり、それは、そ
の活動の根ざす状況に埋め込まれたもの (situated)」(田中  2004:174)
とされる。知識や技能の修得は、新参者が、他の成員との共同体の社
会 文 化 的 実 践 に お け る 周 辺 的 活 動 か ら 十 全 的 参 加 (full 
participation)への移行によって可能となる。「徒弟制のもとでは、新
参者が古参者たちの行っている文化や社会に参加していくことが大き
な動機であり、学習と『参加』は切り離せないもの」(田中  2004:174)
と捉えられるのである。  
 レイブ・ウェンガー (1993)は著書の中で、産婆、仕立屋、操舵手、
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肉屋、アルコール依存症者の 5 つの民俗学的記述を示しつつ徒弟制の
状況的学習を説明する。このうち 5 つ目のアルコール依存症者たちの
記述は、主に知識や技能の学習にかかわる関係性を示した他の 4 つと
は性質が異なっている。この事例は、アルコホリックス・アノニマス
(AA)での語りを中心的な媒体として、アルコール依存症者から断酒中
のアルコール依存症者となる過程であり、アイデンティティの変容、
あるいは再構築、再解釈を中心に説明がなされている。ここでアイデ
ンティティは「人が自分を理解する仕方であり自分を見る見方、また
他者からの見られ方、すなわち、自己についてのかなり安定した知覚
である」(レイブ・ウェンガー  1993:62)と定義づけられ、「アイデンテ
ィティ、知るということ、および社会的成員性は、互いに他を規程す
るもの」 (レイブ・ウェンガー  1993:30)とされる。ジェンダーにかか
わる自己認識の変容はアイデンティティと深くつながっていると考え
られることから、学習はアイデンティティの形成を含んでいるとする
この視点は注目すべきであろう。  
さらにレイブ・ウェンガーは、正統的周辺参加の鍵は、古参者や実
践コミュニティの他の成員、情報、資源、参加の機会等へのアクセス
とその透明性 (transparency)であるとしている。これは、学習を関係
性のなかで捉える限り、非常に重要な観点といえる。しかしながら、
彼らも認めるように、アクセスのコンフリクト、つまりパワーの問題
についてはほとんど考慮されていない。女性の学習では、彼らが考慮
していないこのパワーの問題が重要な視点となる。  
1990 年代は、ビジネス界においても組織における有効な経営資源と
しての「知識」がキーワードとなり、ピーター  ドラッガーやダニエル  
ベル、アルビン  トフラー等によって、新しい経営論が米国を中心に展
開された (野中 2002)。ウェンガーらは、状況的学習論において展開し
た実践コミュニティの概念をビジネスにおけるナレッジ・マネジメン
ト研究に応用し、自発的でインフォーマルな関係性が組織を変革に導
くことを示した (ウェンガー他  2002)。経営組織における実践コミュニ
ティとは、領域、コミュニティ、実践の 3 要素から成る「あるテーマ
に関する関心や問題、熱意などを共有し、その分野の知識や技能を、
持続的な相互交流を通じて深めていく人々の集団」 (ウェンガー他  
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2002:33)と定義される。先述した徒弟制のコミュニティとは異なり、
対等な協力関係を基礎としたつながりであり、参加の度合は、新参者
の周辺参加から十全参加への移行ではなく、コミュニティへの関与の
レベルによってコア・グループやアクティブ・グループ、周辺グルー
プに分けられる。また、コミュニティを成功させる最も重要な要因と
して、「メンバーの中で、コミュニティの領域に焦点を当て、さまざま
な関係を維持し、実践を開発することができるように手助けをする人」
(ウェンガー他  2002:131)であるコーディネーターの役割を位置づけ
る。コミュニティにおける成員同士の対等な関係性のなかでのコーデ
ィネーターの役割は、社会教育施設や行政の職員と見立てることもで
きるだろう。しかしながら、ここでもウェンガーらはパワーの問題を
十分に考慮しておらず、実践コミュニティのマイナス面として、組織
の意思決定権限から締め出される周辺的な存在や派閥の問題にわずか
に触れるに留まっている。  
 以上のように、学習をコミュニティへの参加として捉え、コミュニ
ティ内外の関係性のなかで構築するものとする概念は、女性の活動の
なかに学びのプロセスを見る際の方向性を提示するものといえる。一
方で、社会のなかの関係性を見る上では無視できないパワーの問題を
捉える視点が欠けており、コミュニティへの参加や資源へのアクセス
にパワーがどのようにかかわるのか、本研究において、ジェンダーの
視点から議論を深めていく必要があるだろう。多様な女性たちの参加
の過程をたどることは、ナンシー  フレイザー  (2003)が問題提起する
文化的多様性を評価する「承認」としての正義を求める学びを扱うこ
とでもあり得る。また、宮本太郎 (2013)が提示するように、社会保障
の政策も含め、そこに帰属することで周囲から認められ、自己肯定的
な感情を持つことができる場として「承認」や「包摂」を捉えるなら
ば、女性たちの学びと承認の場、すなわちコミュニティの形成との関
係性を見ることが、パワーやジェンダーの課題を明らかにすることに
つながることになるといえるだろう。  
 レイブやウェンガーが描く実践コミュニティは、何らかの目的を共
有した組織である。このこともまた、本論文で対象とする女性の中長
期的なキャリア形成のプロセスを学習と捉える場合とは状況が異なる。
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本論文におけるコミュニティは、小規模な「地域」のような意味合い
を持つものとして想定される。したがって、経営組織のように成員が
同じ目標や関心を共有しているのではなく、また、個々の成員は最初
から定まっている目的に向かって経験を積んでいるのでもない。この
ようなコミュニティやその成員の捉え方の違いによって分析の視点は
異なるのか、また経験としての学習にどのように異なる影響を与える
のかに考慮する必要性を指摘しておく。次項と次々項では、このよう
な観点から分析の視点にかかわる領域を広げ、先行研究を整理する。  
 
2.4.4  ライフコースにおける変容の内的・外的要因  
本論文では、エンパワーメントのプロセスを、女性のキャリア形成
という中長期的な経験の軌跡として捉える。第 1 章において示したよ
うに、ここでいう「キャリア」は、職業上の経験のみを指すのではな
く、生活全体を含めた人生におけるさまざまな経験の積み重ねを意味
する。  
 ライフストーリーをもとに、個人の日々の生活のなかでの暮らし方、
働き方生き方の変容のプロセスをたどるにあたっては、「個人がたどる、
生涯にわたる各種役割経歴の束としての軌跡」（岩上 2013：36）として
のライフコースの概念も強く関連することから、エンパワーメントに
影響を与える環境要因を考える際には、このライフコースにかかわる
理論も概観しておく必要があろう。  
ライフコース理論では、個人の行動システムを形成する 4 つの重要
な要素として「時空間上の位置 (文化的背景）」「結び合わされる人生 (社
会関係）」「人間行為力 (個人の目標志向性）」「人生のタイミング (戦略
的適応）」を挙げている (エルダー・ジール編 2003)。先述した女性の経
済的エンパワーメントにかかわる要素として捉えるべきエージェンシ
ーや資源といった観点との重なりに加え、社会的・歴史的位置づけや
個人的な戦略・成果という要素がライフコースに影響することを示し
ているといえる。また、臨床心理の分野におけるシュロスバーグのト
ランジション (転機 )理論では、個人の転機を乗り越える能力に影響を
及ぼす要素として、「状況 (Situation)」「自己 (Self)」「周囲の援助
(Support)」「戦略 (Strategies)」を挙げている (青島 2009、黒川 2007)。
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これらも内的および外的な環境要因およびそれらへの対処を示してお
り、ライフコース理論や女性の経済的エンパワーメントの枠組と重な
る概念といえる。  
 一方、レジリエンス概念も、マイナスの転機としての逆境を乗り越
える力を示すものとして、トランジション理論と似た概念を含む。レ
ジリエンスとは、研究領域によって様々な定義があるが、発達心理学
者の Edith Grotberg (1995)によると、「個人やグループ、あるいはコ
ミュニティが、逆境によるダメージを防ぎ、最少にし、乗り越えるた
めの普遍的な力」(Grotberg 1995: 3)として定義される。Grotberg は、
逆境を乗り越える過程でレジリエンスを促進する要因を「 I HAVE」 (支
えてくれる、味方してくれる人がいる等 )、「 I AM」  (自己肯定感、自
尊心を持てる、他者から尊重される、物事がうまくいくと思える等 )、
「 I CAN」  (恐怖や悩みについて他者と話せる、問題の解決策を見つけ
られる、助けてくれる人を見つけることができる等 )の 3 つに分類して
いる。その上で、人生において家族や社会にかかわる出来事や災害等
によって直面する逆境を乗り越えるレジリエンスは、人間に本来備わ
っている力であり、周囲の声がけや行動、環境によって促進すること
ができるとしている。予期できない危機が数多く待ち受ける現状にお
いては、レジリエンスは重要な「自己資産」 (深谷  2014: 6)として捉
えることができる。このようなレジリエンスの議論は、子供や若者の
発達段階における研究が多いが、自尊感情やパワーとの関連が強いレ
ジリエンスは、女性のエンパワーメントのプロセスを検討する際にも
有効な概念といえるだろう。  
 
2.4.5  学習における「感情」「情動」  
ジェンダーにかかわる社会的規範や性別役割分担意識が根強い日本
社会においては、女性が活動を始める際や継続していくにあたって、
家族や周囲とのジェンダーにかかわる意識／無意識の期待や声がけ等
が、行動の動機づけや自尊感情、精神的健康等にかかわる非認知的な
力の維持や向上に大きく影響する可能性がある。これらがエンパワー
メント、またディスエンパワーメントに不可欠な要素と考えられる。
これらの非認知的な変化は、活動実践を通した社会における関係性の
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なかで築かれていくものであるため、ここで非認知的な能力 (感情 )に
かかわる先行研究について触れておきたい。  
上述のような「参加としての学習」の議論では、「感情」については
触れていない。しかしながら、既に触れたように、レイブ・ウェンガ
ー (1993)は、徒弟制の状況的学習過程について、アルコホリックス・
アノニマス (AA)でのアルコール依存症者の事例を取り上げ、アイデン
ティティの変容、あるいは再構築、再解釈を中心に説明していること
は、「感情」にも関連が強く興味深い。また、中原 (2010)は、先述のよ
うに、学習に情動変化を含めた上で、民間企業の正社員を対象とした
調査をもとに、他者から受けている支援を「業務支援」「内省支援」「精
神支援」の 3 つに分けて分析している。しかしながら、職場において
他者から受ける「精神支援」は、安らぎや息抜き、心の支えといった
内容の項目を立て統計的に分析しているに留まっている。  
 社会学の分野では、感情は社会関係から生起するという立場から、
「感情の社会性」を着想とする感情社会学が、 1970 年代に米国で成立
し て い る ( 岡 原  1997) 。 Hockschild(1983) が 感 情 管 理 (emotion 
management)を労働者に強制する「感情労働」を問題として明確化した
ように、特に女性はケアやサービスを提供する感情労働者の役割を担
ってきた。その一方で、感情には、岡原正幸 (2013)が文化資本の 1 つ
として「感情資本」と呼ぶような、非認知的な能力としての側面があ
る。  
近年、認知的能力の向上に偏った教育を見直し、非認知的能力の重
要性に注目する研究が散見されるようになっている (Heckman 2006; 
OECD 2015a、 2015b; 国立教育政策研究所 2017)。OECD(2015a、 2015b)
は、非認知的能力の「 Social and Emotional Skills(社会情動的スキ
ル )」に着目し、個人のウェル・ビーイングや経済社会の発展のために
は、認知的スキルとの調和とれた育成が重要としている。これらの OECD
を中心とした社会情動的スキルに関しては、主に子どもを対象とした
学校教育のなかでの議論が多い。学校教育を前提としたスキル養成の
議論は基本的には個体主義的であり、結果として個々人に非認知的能
力を身につけることを要求することにもなりかねない。本田由紀は、
「非認知的で非標準的な、感情操作能力とでも呼ぶべきもの (いわゆる
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『人間力』)が、個人の評価や地位配分の基準として重要化した社会状
態」(本田  2008: 53)を「ハイパー・メリトクラシー」として批判する。  
一方で、学校教育でのスキル養成とは異なり、「参加としての学習」
における「感情資本」は、日常的な協働の実践のなかで培われるもの
であり、より緩やかで豊かにコミュニティの構成員を変化させる可能
性がある。またこれらの感情、情動にかかわる議論を女性の活動実践
を継続、発展させる要因とむすびつけて捉えることで、新たな示唆を
提示できるのではないだろうか。  
 
2.5  学習とコミュニティ形成に関する研究  
2.5.1  再考される社会教育研究  
 前節でみた学習論のパラダイム転換は、日本の社会教育研究におけ
る学習論においても、全体的ではないとしても同様の傾向が見られる。
高橋満 (2009)は、 2000 年代後半に、省察による意識変容を中心とした
学習論の主流化に対して、以下のように批判する。  
 
  近年、学会では心理学の立場からの『変容理論』などの研究がすす
められている。『ふり返り』をとおした『準拠枠』の批判的吟味と転
換を重視する研究は、一見、社会教育・生涯学習の実践に生かしやす
く、学びを社会過程としてとらえる魅力的な理論としてあらわれる。
しかも意識変容が社会変革と結びつく、という主張に期待が寄せられ
る。しかし、学びを個人的プロセスとしてとらえることは心理学主義
であり、自由主義を支えるイデオロギーである。彼らの意図にもかか
わらず、私の評価では、その理論は固体主義的学習観を引きずるとい
う問題にとどまらない。ファシリテーターや研究者を超越的判定者と
してとらえ、学習者を『啓蒙・啓発』する権力的操作に帰着する理論
である。 (p.8) 
 
このような「獲得としての学習」に批判的な立場から、学習論とガ
バナンス論の検討の必要性を主張する。  
これに対して松田武雄 (2014)も、このような「学びを個人的プロセ
スとしてとらえる」(p.32)学習論は、「今、日本の現代社会が直面して
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いる深刻な状況に応答できる学習論」(p.33)とは距離があり、「ますま
す深刻化している社会の不安定性、リスク社会に抗する社会教育・生
涯学習の創造」 (p.33)が求められているとする。また、牧野篤 (2018)
は、「社会の当事者となる」ために課題化されるのが学びのあり方であ
り、「すべての人々が人生を謳歌できるような社会の仕組みをつくりだ
していくことを考え、そのためにも、人々が学び、自治的にこの社会
を治めていく方途が検討されなければならない」 (p.ⅶ )としながら、
学びを次のように定義する。  
 
〈学び〉とは、人が、人とのかかわりの中で、人との関係態として
自分が立ち上がってくることを認識し、かつ自己を常に新たにしてい
く、自己生成と変容のプロセスのことである。つまり、他者との関係
において、知が獲得されることで、自らの変化が引き起こされ、学ん
だ事後においてそれを確認することで、自分へのドライブがかかり、
さらに自分を他者との関係において開き、自分をより深めていこうと
する過剰な循環が引き起こされること、これが〈学び〉の基本的なメ
カニズムである。 (p.42) 
 
ここでの〈学び〉は、前節で見た「参加としての学習」における学
びと同じ、自分と他者との相互作用、社会のなかでの関係性として捉
える流動的なものである。  
 従来の社会教育研究の視角に対するこのような批判的あるいは懐疑
的な議論の背景としては、1 つには、先の松田 (2014)の引用に見られる
ような社会的な不安定性、リスクの増大があろう。新自由主義的な政
策の推進や少子高齢化等による地域の衰退、貧困問題の拡大等、経済
社会の大きな変化は、社会教育とその研究のあり方に対する根本から
の再考を迫っているとする見方である。  
 
  社会教育・生涯学習の現場では、社会教育行政の危機と言えるよう
な再編成が進行しており、それに抗して社会教育行政を守るためにも
っぱらエネルギーを注がざるを得ないという事情が存在している。し
かし、現在の資本主義の不安定性のもとで、危機に立たされているの
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は社会教育の領域だけでなく、多様な分野で同様の事態が生じている。
現在、私達が直面している社会的危機に社会教育・生涯学習はいかに
接続可能なのかを考える必要がある。 (松田  2014:20)。  
 
 社会教育と社会教育研究の従来のあり方に対する疑念と新たな方向
性に対する模索にかかわるもう１つの背景としては、東日本大震災に
よる被災と復興があろう。近年の多くの論考において、研究の動機や
問題提起の焦点に影響を与えている (牧野  2012; 松田  2014; 日本社
会教育学会 60 周年記念出版部会編  2013; 佐藤編  2015; 手打・上田編
著 2017)。例えば、日本社会教育学会では、学会創設 60 周年を記念し
て 2013 年に出版した書籍の題目を『希望への社会教育―― 3.11 後社会
のために』とし、「現代社会が直面している危機に社会教育がいかに応
えることができるか」(手打  2013:1)を基本コンセプトとしている。こ
こには、「地域社会のくらし、健康、生業が直面している課題に向き合
う社会教育職員集団によって、地域住民を孤立させず、人と人がつな
がり、人と人をつなげ、希望へつなげる社会教育実践の取り組み」(手
打 2013:17)の動向が示されているとする。つまり、社会教育実践のな
かの関係性の形成が重視され、社会教育・生涯学習を「人々の活動を
支援し人々の〈つながり〉の形成を目指す教育的行為」(手打 2017:ⅲ )
と捉える立場である。  
 このように、近年の社会教育研究は、社会の大きな変化にともない、
国際的な流れと同様の学習論の転換と模索がなされており、関係性を
通して学ぶことや、社会教育の人と人をつなぐ役割が着目されてきて
いるといえよう。  
 
2.5.2  社会教育研究におけるコミュニティ形成の視角  
前項では、社会教育研究の学習論において、近年の経済社会の大き
な変化とおよび東日本大震災の影響を主な背景として、社会教育・生
涯学習の意味や役割を再考する動きがあることを述べた。  
他者との関係性のなかでの学びや人と人とのつながりを重視するこ
とは、社会教育研究においては、コミュニティや地域への着目に結び
つく。社会教育研究におけるコミュニティや地域への着目は、新しい
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ものではないが １６ 、戦後の自己教育としての系譜や、趣味・教養を学
ぶ成人教育としての社会教育が主流となり発展していった (松田 2014)。
それが近年になって、上述のようなことを社会的背景として再び注目
されるようになっている。  
 本論文でも、個人の経験を通した学びが、どのようにコミュニティ
形成につながっているかに焦点をあてる。それは、女性のエンパワー
メントは、学びによって個人の内的変容が促されることだけでなく、
その個人が環境に働きかける存在となり、コミュニティや社会を変え
たり、自らつくっていくことを含むからである。  
 人と人とのつながりやネットワークを資本と捉えた社会関係資本
(ソーシャル・キャピタル )の教育の成果としての重要性は、主に学校
教育に関する検討がなされてきた (稲葉 2011、2017；パットナム 2006)。
また Field(2005)は、生涯学習 (lifelong learning)と社会関係資本の
関係について検討し、これらが相互に影響を与えていると述べている。 
2000 年代後半には、経済協力開発機構 (OECD)による「エビデンスに
基づく政策」が提言されると、「エビデンスに基づく教育」についての
議論がなされるようになった (岩崎  2010)。文部科学省が委託事業とし
て実施した教育投資の社会的インパクト評価の試算の 1 つでは、教育
の社会的効果の一要素である社会関係資本に注目し、 30～ 40 歳代男女
の量的調査をもとに、教育が社会関係資本に影響を分析している (三菱
総合研究所  2008、2009、2010、2011; 野村総合研究所 2009; 社会的イ
ンパクト評価検討ワーキング・グループ  2016)。学校教育への投資の
効果を量的に測定するもので、個人の学びのプロセスにおける関係性
をみる本論文とは観点は異なるが、貨幣換算による評価とは異なり、
社会関係資本の広がりを教育のアウトプットであることを前提として
効果を試算している点で興味深い。  
 先述したように、社会教育の役割を人のつながりをつくることに見
出そうとする近年の研究は、学習の成果としてコミュニティに社会関
係資本を築いていく過程を重視するものであるといえる。その際に重
要なのは、どのようなつながりを築いていくかという点であり、高橋
(2009)や松田 (2012、 2014)が主張するように、コミュニティのガバナ
ンスを教育的な視点から検討することである。  
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 ガバナンス論について、日本社会教育学会では、 2009 年に『自治体
改革と社会教育ガバナンス』と題する年報を発行している (日本社会教
育学会編  2009)。ここでは「社会教育ガバナンス」ということばをあ
えて用い、「自治体社会教育が、それの縮小・解体の危険性を含む再編
期を迎え、社会教育における住民参加・市民参加が蔑ろにされるだけ
でなく社会参加が困難になるのではないかという認識の下、これから
の民主主義・地方自治の発展に資する社会教育の在り様を示すには有
効性をもつのでないかと考えられる」 (上野  2009:10-11)とし、「従来
の伝統的な地方自治体単独統治」 (p.10)のイメージとして提示してい
る。ガバナンスの概念は多義的ではあるが、元来、中央政府の統治能
力が低下し、それに代わって政府組織と他の民間組織の多様なアクタ
ーによるネットワークがうまれるなかで用いられるようになった概念
である (宮本  2013)。コミュニティの多様な構成員が様々な関係性のな
かで学び、エンパワーメントし、山積する多領域にわたる課題に主体
的にかかわっていけるようなコミュニティを形成するには、コミュニ
ティ全体のガバナンスのなかで「社会教育の在り様」を検討すること
が重要ではないだろうか。  
 コミュニティの構成員が関係性のなかで学び、エンパワーメントし、
包摂的なコミュニティ形成に寄与する過程において、公的機関の職員
等の支援者による教育的アプローチとはどのようなものであり得るの
か。現在、社会教育主事講習および社会教育主事養成課程の変更や、
文科省の改組による社会教育の位置づけの変更等、社会教育職員のあ
り方が大きく揺れるなか、日本社会教育学会では、社会教育職員の役
割や力量形成等について、様々な社会教育実践や大学による職員養成
等の取組が示されながら議論がなされている (日本社会教育学会編  
2015、2018)。基本的ではあるが大事だと思われるのは、末本誠 (2015)
が終章で繰り返すように、「多様な職員群の共通性を成り立たせるもの
として措定されているのは、『学習支援』という理解ないしは機能であ
る」 (末本  2015: 247)として、題目にも含まれる概念である。そして
「学習支援」が何なのかを深める上では、「この観点が、教育学や成人
教育学だけでなく心理学や社会福祉、社会学、人類学など、多様な学
問の相互交流から生まれる、新たな総合知であることが明らかになる
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はず」とし、「今日求められる専門性とは、社会教育研究者や社会教育
実践者が単独で構築するものではない。それは、こうした総合知によ
って支えらえるものと考えるべきである」(p.254)と、学際的あるいは
多分野横断的なものとして捉えている。この立場は、コミュニティに
おけるガバナンスのなかに女性の学習を支援する教育的アプローチの
役割を位置づける際にも重要であるといえる。  
 
2.6  小括  
本章では、本論文に関連する先行研究を、①女性のエンパワーメン
ト概念に関する政策的背景と研究、②社会教育研究における女性の学
習研究、③経験としての学習に関する研究、④学習とコミュニティ形
成に関する研究の 4つの領域に分けて概観しつつ、批判的に検討した。  
 女性のエンパワーメント概念は、政策的・社会的な経緯として、「主
体性」や「自己決定」「意思決定過程への参画」等が鍵となり、そのた
めの力量形成であること、女性の多様性や社会における関係性が重視
されることが確認された。現在では、女性のエンパワーメントに向け
て、学校教育だけでなく、ボランティア活動やビジネス分野での教育
等、様々な学習・教育が、国内外の政策の重要課題として位置づけら
れている。また、開発分野における女性の経済的エンパワーメント概
念では、エージェンシーとパワーが基礎的な概念であり、規範、制度、
資源等の環境要因がこれらに影響すると捉えられていることを確認し
た。  
社会教育研究における 1980 年代以降の女性の学習研究は、公民館で
の学習実践を主とした「女性問題学習」に焦点があてられ、議論が重
ねられてきた。「女性問題学習」の学習実践の記録や分析は、研究対象
となった女性たち＝都市部の主婦の学習を通した主体形成の過程や支
援者による学習の意味づけを明らかにした一方で、多様な女性を捉え
る視角や、多様な活動実践を捉える視角が不足していた。また、先に
確認したような女性のエンパワーメント概念と照らし合わせると、社
会のなかに参画していく主体、意思決定過程に参画する主体として女
性を位置づけるといった視点が十分ではないことが明らかになった。  
 このような課題に対して、「参加としての学習」の中心的な概念であ
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る状況的学習論は、学習を実践コミュニティへの参加による状況的、
相互作用的なものとして捉えており、多様な女性の多様な活動実践を
通した学習にも有用な分析枠を提示しているといえる。しかしながら、
女性のキャリア形成の過程において、学習がいかに行われるかをジェ
ンダーの視点に立ってたどるにあたっては、パワーの問題がどのよう
に作用しているかや、実践コミュニティをどのように捉えるか、個人
はコミュニティへどのように影響を与えているかという点は、さらに
検討が必要であることが示された。  
 経済社会の大きな変化や東日本大震災を契機として、社会教育研究
においても、社会的リスクに対抗するための社会教育の役割を模索す
る動きが見られる。これらは、コミュニティや社会における関係性の
構築に、教育・学習がどのようにかかわることが可能であるか、さら
には、福祉等の領域と教育・学習の領域が連帯しつつコミュニティを
形成していく方策を検討するものである。これらはまた、行政や公的
機関の支援者の教育を通した役割の再考を迫るものである。  
 このような議論を踏まえ、本論文で検討する女性のエンパワーメン
トの要素および経験を通した学習のプロセスにかかわる環境要因の枠
組を図 2-3 のように捉える。ここでは、環境要因  を「個人的背景」「社
会的背景」「制度」「規範」「経済的資源」「物理的資源」として捉えて
いる。これらの環境要因および「感情」「信念」「アイデンティティ」「レ
ジリエンス」といった「非認知的要素」は、基盤となる社会関係資本、
つまり人やコミュニティ、社会との関係性や相互作用のなかで変化し、
エンパワーメントに影響する。この枠組を適用して、第 4 章・第 5 章・
第 6 章の事例における女性のキャリア形成のプロセスを検討する。  
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図 2-3 経験としての女性の学習とエンパワーメントのプロセスのイメージ  
 
 
【注】
                                                   
１  UNESCO Institute for Lifelong Learning 
http://uil.unesco.org/adult-education/confintea/5th-international
-conference-adult-education-hamburg-germany-1997-final 参照  
２  例えば、以下 URL 参照  
国際連合広報センター「ジェンダー平等と女性のエンパワーメント」
http://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/soci
al_development/gender_empowerment/ 
外務省「 ODA（政府開発援助）：ミレニアム開発目標（ MDGs）」
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs.html   
外務省「 SDGs(持続可能な開発目標 )持続可能な開発のための 2030 アジェ
ンダ」
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/about/doukou/page23_000779.
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html 
３  UN Women(United Nations Entity for Gender Equality and the 
Empowerment of Women、ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのため
の国連機関 )は、国連改革の課題の一環として、より大きな効果をもたら
すために、ジェンダー関連の 4 機関 (ジェンダー問題事務総長特別顧問室
(OSAGI)、女性の地位向上部 (DAW)、国連婦人開発基金 (UNIFEM)、国際婦人
調査訓練研修所 (INSTRAW))の財源と権限を統合し、 2011 年に発足した。  
４  7 原則とは、①トップのリーダーシップによるジェンダー平等の促進、②
機会の均等、インクルージョン、差別の撤廃、③健康、安全、暴力の撤廃、
④教育と研修、⑤事業開発、サプライチェーン、マーケティング活動、⑥
地域におけるリーダーシップと参画、⑦透明性、成果の測定、報告である。
内閣府男女共同参画局ホームページ「女性のエンパワーメント原則 (WEPs)」
http://www.gender.go.jp/international/int_un_kaigi/int_weps/index
.html 
UN Women ホームページ「 WOMEN’ S EMPOWERMENT PRINCIPLES」  
http://www.weprinciples.org/Site/ 参照  
５  内閣府男女共同参画局「第 4 回世界女性会議行動綱領」  
http://www.gender.go.jp/international/int_standard/int_4th_kodo/i
ndex.html 参照  
６  UN WOMEN 日本事務所「女性と持続可能な開発目標 (SDGs) 
http://japan.unwomen.org/ja/news-and-events/in-focus/sdgs 参照  
７  内閣府男女共同参画局「女性のエンパワーメント原則 (WEPs)」
http://www.gender.go.jp/international/int_un_kaigi/int_weps/index
.html 参照  
８  DCED(The Donor Committee for Enterprise Development)は、開発途上国
等のプライベートセクター開発のために ILO などの国連関連機関等がか
かわって組織された機関である。  
９  本節は、飯島 (2018)に大幅な加筆修正を加えて執筆した。  
１０  内閣府男女共同参画局「第 4 回世界女性会議における首席代表演説」
http://www.gender.go.jp/international/int_kaigi/int_women_kaigi/n
osaka.html 
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１１  また池田和嘉子は、執筆当時の成人女性を対象とした学習の展開につい
て、「『エンパワーメントをめざす』ことを目標に掲げている学習において
は、依然として教師主導型の学習、つまり女性学の知識の一方的な提供や
意識の啓発型学習が多い」 (池田  2004: 116)ことを指摘し、「学習者が自
らのジェンダー意識に気づき、問い直しをする」 (p.121)意識変容の学習
が必要だと述べている。  
１２  1971 年 12 月から 1972 年 3 月までに行われた国立市公民館の市民大学セ
ミナー「私にとっての婦人問題」の参加者と職員による記録については、
国立市公民館市民大学セミナー (1973)参照  
１３  『ジェンダーと社会教育』の年報 (日本社会教育学会編 2001)においても、
「新しい視点・グローバルな視点に立った学習・運動の展開」として、労
働、地域ネットワーク、セクシュアリティ、障害、国際的組織のテーマを
取り上げている。  
１４  ノンフォーマル教育、インフォーマル教育の分類および概念については、
社会教育・生涯学習辞典編集委員会編 (2012)参照  
１５  ただし、 Lee ら (Lee et al. 2004)は、 1983 年に提起された Schon によ
る「省察的実践家」の概念について、個的な「獲得としての学習」に焦点
があてられていると分類している。経営分野の経験学習モデル論では、
Kolb も「内省的観察」を循環型サイクルの一環としているため、経験学
習論の概念が、「参加としての学習」の概念と必ずしも一致しているわけ
ではない。  
１６  例えば、佐藤一子編 (2015)では、地域教育運動や公害教育を地域学習の
歴史的水脈の 2 つの系譜として取り上げている (宮崎  2015; 安藤  2015)。
また、松田武雄 (2014)は、 1880 年代後半以降の地域振興を牽引する機能
を担う社会教育の系譜を挙げ、戦後の公民館において地域づくりの社会
教育として継承されたと述べている。  
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第 3 章 女性の学習の転換と社会的・政策的動向  
 
 
3.1 女性の学習と関連する政策のパラダイム転換  
本論文において女性の学習を焦点とするにあたり、第 2 章では、女
性の学習に関する先行研究について、国際婦人年以降の社会教育研究
の中心的な着眼点である「女性問題学習」研究を批判的に検討し、課
題を指摘した。これに関連して検討が必要なもう 1 つの側面として、
本論文が対象とする今日の女性の学習についての時代的・社会的な位
置づけがあろう。「女性問題学習」研究の議論がなされた 2000 年頃ま
でと現在とでは、女性の学習を取り巻く社会的状況は大きく変わって
いる。ジェンダーにかかわる女性の学習のあり方は、その時代の社会、
経済、文化等の状況により変化する。なかでも社会教育研究における
主な研究対象となる公共の学習施設で行われる学習は、政策的な動向
に大きな影響を受ける。したがって本章では、学習の変遷を関連する
社会的・政策的動向と照らし合わせながら整理する。  
ここでは、女性の学習の変遷を、関連する施策とのかかわりから、
戦後の「婦人教育」および 1960 年代以降に広がった「婦人問題学習」
から国際婦人年を経た 1980 年代以降の「女性問題学習」へ、「女性問
題学習」から 1999 年の男女共同参画社会基本法施行以降の「男女共同
参画学習」へ、そして 2000 年代後半頃から現在に至る持続可能な社会
に向けた「新しい男女共同参画学習」への 3 つの時期に分けて捉える
こととする。  
第 2 章の先行研究の検討では、「獲得としての学習」から「参加とし
ての学習」への学習論の転換や、社会教育研究の役割の再考等、学習
論や学習研究の議論が移行してきていることを確認したが、本章にお
いては、ジェンダーにかかわる政策とともに、女性の学習がどのよう
に移行してきたかを把握する。第 4 章から第 6 章で取り上げる事例は、
上述の区分の 3 つ目にあたる現在における学習であるが、近年では特
に、女性活躍推進法やグローバル化による国際的な流れ等、女性の学
習の周辺の大きな動きがある。事例研究では、この動きのなかでの時
代性も踏まえた上で、女性の学習および教育的な支援の役割を探る。  
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3.2  「婦人教育」「婦人問題学習」から「女性問題学習」へ  
「婦人教育」は、1945 年の終戦を機に社会教育行政に特定され、婦人
教育施策の起点となった。 1952 年には、文部省主催の第一回全国婦人
教育指導者会議が東京で開催され、「婦人学級」の強化が一致した結論
として出された (宮原  1990)。文部省 (当時 )の指定研究社会学級の一環
として、 1955 年前後に静岡県および山梨県で婦人を対象にした共同学
習形態の学級が実施され、その後、新たな学習形態としての「婦人学
級」が全国に波及した (志熊 1997)。1961 年には文部省に婦人教育課が
設置されたが、西村由美子 (1982)によれば、これによって、婦人教育
と純潔教育、家庭教育を統合する政策が進められることになり、 1950
年代初めに掲げられていた婦人問題解決のための婦人教育という理念
が取り下げられ、女性の特性教育を強調する傾向になったという。  
「婦人学級」の学習内容をみると、1965 年には「家庭生活 (家庭の生
活設計 )」 (42.1％ )の割合が最も高く、次いで「こどもの教育 (家庭教
育 )」(19.5％ )であったが、1978 年には、「趣味」(22.2％、1965 年 8.5％ )
が最も高く、次いで「健康・安全 (健康管理・体育・リクリエーション )」
(18.6％、 1965 年 6.0％ )、「社会生活 (市民生活、郷土史・文化財、ボ
ランティア活動、婦人会活動 )」 (18.2％、 1965 年 13.7％ )」、「家庭生
活」は 13.6％となっており、比率としては、 1960 年代半ばから 1970
年代後半の 10 年余りの間に、家庭や子供に関する内容から、趣味や健
康へ内容が変化している。1965 年でも 10.2％と低い割合であった「生
産・職業生活 (職業生活 )」は、 1978 年には 0.4％とさらに低くなって
いる１。  
 一方、高度経済成長期には、多様化する生活課題に合わせて新たな
婦人団体やグループが結成され、学習と実践活動が展開された (神田・
女子教育問題研究会編  1981)。深井耀子 (1982)は、「婦人問題学習」を
「婦人解放の主体としての自己形成にとって必要な知識と実践的能力
を身につけるための教育学習活動」 (深井  1982: 27)定義した上で、こ
のような学習は、 1960 年代半ば以降に、安保反対運動や、家庭や保育
等にかかわる問題が家庭教育学級を通して自覚されたこと等を背景と
して、複数の地域で始まったとしている (深井  1982)。  
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女性の学習と教育施策は、 1975 年の国際婦人年とそれに続く国連婦
人の 10 年を契機として大きく変化した。神田道子ら (1982)は、国際婦
人年以前の生活課題解決のための学習と以後の婦人問題解決のための
学習を区分し、前者は「性別役割分業を前提にし、その枠内での解決
に重点がおかれがちである」が、後者は「基底に性別役割分業の変革
を置いている」(神田・木村・野口  1982: 12)と述べている。1977 年策
定の「国内行動計画」政策においても、「性別役割分業からの脱皮」「個
性と能力の伸長」「あらゆる領域への男女の共同参加」「機会と責任の
平等」等が盛り込まれている (山本  1982)。女性の学習が、趣味やレク
リエーションを含めた多様な領域に広がるとともに、ジェンダーにか
かわる教育・学習に関しては、政策と並行して、性別役割分担そのも
のを問い、女性の社会参画に向けたものに変わってきたことがうかが
える。  
一方で、美土路達雄ら (1982)は、婦人教育研究は、高度成長期に婦
人教育行政施策が農村婦人から都市の過程婦人へ移ったことによって、
農家婦人や働く婦人の位置づけが弱くなっていることを指摘している。
また木全力夫 (1982)は、婦人問題学習の参加者のほとんどが主婦であ
り、公民館での講座の観察から、多くの学習者が経済的自立に対する
抵抗を示していることを示している。これらは、先に示した婦人教育
の学習内容の比率でも同様の傾向にあり、都心の主婦を中心とした婦
人学級や婦人問題学習は、本来は女性のエンパワーメントに不可欠と
いえる経済性について重視してこなかったといわざるを得ない。また
美土路らの指摘のように、教育・学習の現状だけでなく、研究におい
ても、働く婦人や労働のテーマについて、十分に取り上げてこなかっ
たことが課題として挙げられる。  
国際婦人年と続く国際婦人の 10 年を契機として、「婦人」を「女性」
に言い換える傾向が強まり (志熊 1997)、女性の学習活動も、1980 年代
後半から、「婦人問題学習」に代わって「女性問題学習」へと移行した。
村田 (2006)は、この「女性問題学習」を「第二波フェミニズムや国際
女性年以降のさまざまな理論や実践を背景としており、良妻賢母主義
教育の要素をもつ婦人教育に代わる概念として意識的に提起された側
面が強い」と位置づけている。  
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 1970 年代初めには、米国の Women’ s Studies に触発されながら、日
本独自の学問領域「女性学」が誕生した。女性学を名づけた井上輝子
(1994)は、「女性学」の直接の源流である「婦人問題研究」と一線を画
する理由を次のように説明する。  
 
語源はともかくとしても、「婦人」の語は独特の意味合いをもって、
独特の文脈において使用されてきた歴史を有していて、女の存在全体を
表現する言葉ではなかった。近代市民社会の充全なメンバーというもの
を想定し、それと比べて「遅れて」いたり「劣って」いたり、あるいは
権利を制限されてりする女たちが「婦人」である。…これにたいして、
女性学が関心をもつのは「婦人問題」ではなく「女性である」。 (井上  
1994: 34) 
 
 この記述からは、「女性学」や「女性問題学習」が、従来の対象であ
った「婦人」とは異なる主体としての「女性」に焦点をあてようとし
た意思を知ることができる。 1977 年に文部省の付属機関として設立さ
れた国立婦人教育会館 (現独立行政法人国立女性教育会館 )では、 1980
年から、女性学の理論と実践をつなぐ機会の提供を目的として「女性
学講座」開始され、1995 年の事業終了までに延べ 4,466 人が参加した。
この時期には、全国の大学や社会教育施設においても、多くの女性学
関連科目・講座が開講された (上村  1997)。一方で、第 2 章で提示した
ように、社会教育研究における「女性学習問題」研究では、社会教育
実践としての女性学講座の普及を批判的に捉える見方があり、「女性」
に焦点をあてる学習も、その視点や方法、内容によって必ずしも同調
的ではなかったといえる。また、先述の井上 (1994)が、命名当時、女
性学を「女性の女性による女性のための学問」と定義づけたように、
男性を含めた社会構造を変革するよりも、まずは差別からの解放に向
けた女性の連帯という視点が強調された時代であったことがうかがえ
る。  
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3.3  「女性問題学習」から「男女共同参画学習」へ  
1999 年の男女共同参画社会基本法の施行前後に関連する施策が大き
く変わったことに伴って、女性の学習のあり方も新たなフェーズに入
ったといえる。  
中央省庁等改革における内閣機能強化の一環として、 2001 年には内
閣府が設置され、内閣府に男女共同参画会議と男女共同参画局が置か
れた。男女共同参画局は、男女共同参画会議の事務局としての機能も
担いつつ、男女参画社会の形成の促進に関する事項についての企画立
案、総合調整を行うほか、男女共同参画社会基本法及び男女共同参画
基本計画に基づき施策を推進する役割を持つ。この動きに伴い、各自
治体には、男女共同参画・女性問題の担当が首長部局に置かれるよう
になった。この前後に、この首長部局の担当が所管する公設公営もし
くは公設民営の男女共同参画センターあるいは女性センターが多くの
自治体に設置され、地域の女性たちが学習、交流する拠点となった ２。
このような経緯から、公共の施設における女性の学習にかかわる事業
は、ほとんどの自治体において、教育委員会から首長部局に移管され
ていった３。  
この時期の学習研究のなかでは、これらの大きな政策上の変化をと
もなう動きは、学習・活動実践を行う女性たちや研究者に少なからず
不安や混乱を与えるものとして示されている。これらの不安や混乱は、
1 つには、「自治体における論理は、『婦人教育』を含め女性のことは女
性行政で、さらには男女共同参画の時代だから女性だけの学習は不要
というもの」 (中藤 2005:163)、「『男女共同参画』なのだから、もう女
性だけを対象とする『女性問題学習』でもない、男性を巻き込むべき
として、女性のエンパワーメントのための学習支援や活動支援の要求
を出しにくくなっている状況が進んでいる」 (金井  1999: 2)と捉えて
いるように、戦後からの女性の学習の蓄積が、所管部局の移管によっ
て、あるいは「男女」を対象とすることによって、奪い取られると認
識されたことに起因されよう。 2 つ目として、「あまりに強力に『トッ
プダウン』の形で政策が展開されることに対する危惧」(矢口  2005: 11)
に因るものがある。自治体や女性関連施設等の学習の現場では、基本
法施行以降、徹底的なジェンダーバッシングが展開され、5 年余りの間
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に当時多用される傾向にあった「ジェンダーフリー」「ジェンダー」の
ことばが、公的な学習の場で使われなくなったことも、大きな混乱を
招いた。このように、公共施設を拠点とした女性の学習は、政策の転
換による混乱と、教育行政の所管外となったことが主因となり社会教
育研究の範疇外となってきた。  
しかしながら、実際には女性の学習にかかわる事業は学習の拠点が
首長部局の所管になった後も引き継がれ、加えて、男女共同参画セン
ターは、女性の学習の拠点というだけでなく、男女共同参画の地域づ
くり、社会づくりの拠点という大きな役割を持つことによって、女性
の学習拠点の機能が大きく変更された。また、学習の対象に男性を含
むことは、実際には女性のみを対象とした学習を不要とするものでは
ない。女性だけが学習するのでは男女格差は是正されないという考え
のもと、性別役割分担意識の解消や社会構造の変革をめざした学習の
機会を男性にも拡げるものであり、学習のテーマや内容によって、女
性だけの学習の場、男性だけの学習の場、男女共通の学習それぞれの
機会を持つものである。  
男女共同参画社会とは、「男女が、社会の対等な構成員として、自ら
の意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確
保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益
を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」（男女共同参
画社会基本法第 2 条）であり、基本法は、「男女の人権の尊重」「社会
における制度又は慣行についての配慮」「政策等の立案及び決定への共
同参画」「家庭生活における活動と他の活動の両立」「国際亭協力」の 5
つの基本理念を掲げている。固定的な性別役割分担や男女格差の解消、
人権の尊重、意思決定過程への参画等、女性の主体形成や意識醸成に
留まらず、社会の基盤自体を創り変えていこうとするものといえる。  
「男女共同参画学習」への変換期の女性の学習と政策の関連につい
ては、神田道子 (2011)が適切に説明している。神田は、基本法という
法的根拠を持つことは、女性に限定された「女性の社会参加」のため
の政策課題から男性の役割変更を含めた「男女共同参画」への移行と
いう画期をもたらしたとし、1960 年前後に始まった「女性の社会参加」
と男女平等の動きは、限界と矛盾にぶつかり、社会的基盤の変更が必
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要とされていたことを指摘している。そして男女共同参画社会を築い
ていくためには、特に女性の人材育成と力量形成に関する学習が必要
であり、社会教育が担う役割は重要かつ大きいとしている。  
また、内藤和美は「男女共同参画学習」を以下のように定義する。  
 
男女共同参画拠点施設で提供される学習は、女性のエンパワメント
と男女共同参画社会形成のための学習－社会や身近な生活の中にある
性別による分け隔てや不利益の実態、それらを発生させる大もとにあ
る社会構造、そうした社会と個人の主体形成の関係、それらを乗り越
えた社会と個人の在り方等を認識し、歴史的構造的に奪われてきた女
性の主体性を力の回復をはじめとする学習者の個人として・市民とし
ての力を培っていく学習－である (内藤  2005: 117)。  
 
これにつけ足すならば、その培った力をもって自らが社会づくりを
担っていく学習であろう。  
この時期の女性の学習および学びの拠点としての男女共同参画セン
ターに関する特色としてもう一点ふれておくべきことには、指定管理
者制度の導入による女性たちの施設運営があろう。 2000 年の地方自治
法一部改正にともない、多くの男女共同参画センターにおいても民間
の NPO 法人等が指定管理者として管理・運営を行うようになっている ４。
指定管理者制度の導入については、施設で働く職員の処遇等の点から
も問題を孕む一方、男女共同参画センターでは、地域で活動してきた
女性たちが NPO 法人や財団等をつくり指定管理者となっている場合も
多く、これらの場合には、自分たちが問題とする地域課題をテーマと
して設定する学習を提供したり、次世代リーダーを育成するといった
循環が生まれている。つまり、市民 (女性 )が課題を掘り起し、公共機
関において行政とともに学習を企画して人材を育成し、学習者である
と同時に支援者 (教育者 )ともなり、地域をつくる一端を担うようにな
っている５。  
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3.4  持続可能な社会に向けた「新しい男女共同参画学習」へ  
経済成長の長期停滞、少子高齢化の進展、環境破壊の進行等、経済
社会の大きな変化を背景として、日本社会は 2000 年代後半頃から、社
会構造を転換して持続可能な地域をどのようにつくっていくかが大き
な課題となり、このような経済社会の状況に伴って、男女共同参画関
連の政策にも大きな動きがみられる。  
近年では、経済や政策、教育等、さまざまな分野において、ほぼ共
通した方向性をもって、「地域コミュニティ」の再生が「持続可能な社
会」の鍵であり、「つながり」を重視しながら市民や NPO 等、多様な地
域の人材が主体となって地域をつくることの重要性が主張されるよう
になっている (例えば、広井 2009、奥野・栗田 2010、門脇 2010、神野・
高橋 2010、広井・小林 2011)。2009 年政権交代後の 2010 年には、新政
権が「新しい公共」宣言を提示し、政策の場で「ソーシャル・キャピ
タル」について盛んに議論された。また、 2011 年の東日本大震災後、
被災地の復興や今後の防災活動において、地域コミュニティの再生や
市民が主体となった活動は、一層注目されることとなった。  
 この時期に、前節に示したような男女共同参画学習の社会づくりを
担う役割は、さらに明確になっていった。第 3 次男女共同参画基本計
画 (2010 年閣議決定 )では、「持続可能な社会を築くには、地域における
男女共同参画が不可欠」とされ、固定的性別役割分担意識の解消をさ
らに進めるとともに、「課題解決型実践活動」への移行の必要性が示さ
れている (第 14 分野  地域、防災・環境その他の分野における男女共同
参画の推進 )。第 3 次男女共同参画基本計画は、男女共同参画社会基本
法の制定 (1999 年 )から 10 年経っても男女共同参画が十分に進んでい
ない反省を踏まえて策定されたものであり、意識啓発や気づき等、個
人の心理的な変容を促す教室の中での学習が多数を占める現状から、
教室の中と外をつなげ、様々な分野における地域活動のそれぞれをジ
ェンダーの視点で捉え直しつつ、ジェンダー平等の地域づくりの担い
手となることを促すものといえる。この「課題解決型実践活動」への
移行は、学習を個人の学び・気づきだけでなく、活動によって社会に
還元するという同時期の生涯学習政策における「知の循環型社会」の
位置づけと方向性を同じくするものといえる６。  
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2010 年代前半から推し進められてきた女性活躍に関する施策も、男
女共同参画施策や女性の学習に影響を与えている。2015 年 12 月に閣議
決定された「第 4 次男女共同参画基本計画」では、「男性中心型労働慣
行」の変革と女性の活躍推進が、改めて強調されている。 2015 年 8 月
には「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 (女性活躍推進
法）」が成立し、数値目標を含めた行動計画の策定・公表が事業主に義
務づけられた ７。また、2018 年 5 月には、「政治分野における男女共同
参画の推進に関する法律」が公布・施行され、衆議院、参議院、地方
議会の選挙において、男女の候補者の数ができる限り均等となること
をめざすことが基本原則とされた。このような政策は、経済や政治等
の分野の男女格差、意思決定過程への参画の格差を是正するしくみを
つくるものであり、「社会的基盤の変更」をさらに強化するものである。
しかも、このような動きは、第 2 章でも見たように、国連等における
ジェンダー平等に向けた政策の強化と伴う国際的な流れである。  
しかしながら、施策が取り組まれてきた経緯からすると、女性活躍
推進は経済政策であり、女性のエンパワーメントに基軸を置く男女共
同参画施策とはめざす目標が異なることには留意が必要である (飯島  
2017)。先行研究においても、女性活躍に関する施策については、「女
性の力を日本の経済活動にどう活用するかという視点で作られ、政策
へのジェンダー主流化ではなく、さらに人権の視点も弱い」 (橋本  
2016： 53-54)といった成長戦略の手段として取り組まれることに対す
る批判がある。一方で、女性活躍推進法におけるポジティブ・アクシ
ョンの義務づけや改善サイクルの確立等に対する評価 (皆川  2016; 黒
岩  2016)等、ジェンダー平等の視点から、批判と評価の両面の議論が
なされている。  
男女共同参画政策の推進は、社会教育研究における女性の学習研究
に混乱をもたらし、先にみたように、 2000 年以降、研究の範疇外とな
っている傾向にある。しかし、「社会的基盤の変更」が政策によって強
力に後押しされる状況にある今日であるからこそ、自らが社会を変え
ていく主体になる、社会に参画する主体になるための学習が必要なの
であり、このための実践と研究が必要となっているといえるのではな
いだろうか。ただしその学習のあり方は、包摂的なコミュニティの形
56 
 
成や多様な主体による意思決定過程への参画につながるものでなけれ
ばならない。政策や社会の変化は、女性の学習とその研究に、関係性
や社会づくりの視点を求めるものであり、本研究において、この視点
の重要性を主張する背景でもある。  
 
3.5  小括  
 本章では、女性の学習の変遷と関連する社会的・政策的動向を捉え
た上で、本論文の事例研究の対象である現在の時代性および女性の学
習をめぐる状況を確認した。ジェンダーにかかわる女性の学習は、女
性政策・男女共同参画施策の動向と強く結びついており、 1975 年の国
際婦人年および 1999 年の男女共同参画社会基本法の施行は、女性の学
習の転換の大きな契機になっている。このような転換は、女性のエン
パワーメントにかかわる国際的な動向や、社会全体の動向とも合致す
る流れといえる。  
 文部省の教育施策とともに 1960 年代に普及した「婦人教育」の学習
内容は、家庭や子供にかかわる事柄から、 1970 年代後半にかけて、趣
味やレクリエーションを含む多様な領域に広がっていった。「『趣味』
学習の増加はまさに家庭役割から離れた“自分”の楽しみのために学
習することが、生活基盤の面でも意識の面でも可能になった状況の反
映とみられる」 (神田・木村・野口  1982:19)とあるように、女性の生
活が、家庭のなかだけでなく、周辺の外の世界との関係性に広がって
いったことがうかがえる。一方、「婦人問題学習」は、国際婦人年を契
機として、性別役割分担を前提とし、家庭の役割を担う性としての女
性の立場を問わない学習から、性別役割分担の解消や女性の能力開発
をめざした学習へと移行していった。  
 国際婦人年を契機とした「婦人」から「女性」への政策等での言い
換えとともに、1980 年代後半ｎには「婦人問題学習」に代わり、「女性
問題学習」が女性の学習実践となり、社会教育研究における実践分析
の対象となった。「女性問題学習」では、女性問題を性差別、人権問題
として捉え、主体形成がめざされたが、「婦人学級」「婦人問題学習」
と同様、主婦を対象とした教室の中での学習実践と実践分析であり、
多様な女性のあり様への視点は十分ではなかった。  
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 国際婦人年以降の女性政策は、女子差別撤廃条約の批准等、国際的
な流れを受けて前進し、 1999 年の男女共同参画社会基本法の施行は、
女性の学習の転換のもう 1 つの契機となったといえる。男女共同参画
施策は、性別役割分担の解消を含め、社会基盤の変更をめざすもので
ある。そして近年の地方創生施策や女性活躍推進施策、 SDGs 等、女性
のエンパワーメントは、益々政策的な後押しがなされる状況にある。
このなかにあって、個々の女性が社会をつくる主体となることが必要
であり、生活のなかで女性がエンパワーメントしていくための学習の
実践と研究が意義を持つことになる。  
 
 
【注】
                                                   
１  神田・木村・野口 (1982: 20)の表 5(文部省社会教育局「婦人学級の現状」) 参
照。なお、各項目 ( )内は比較年の項目名称が異なる場合の 1978 年の項目名
となっている。  
２  国立女性教育会館「女性関連施設データベース」によると、女性／男女共同
参画センターとして登録されている 367 施設の「開館年」は、国連婦人年の
1975 年以前は 9 施設、国連婦人の 10 年の 1976～ 1985 年は 30 施設、 1986～
1995 年は 83 施設、 1996～ 2005 年は 172 施設、 2006 年以降は 45 施設となっ
ている (無回答あり。2018 年 12 月 24 日検索 )。男女共同参画社会基本法施行
の前後に開館が特に集中していることがわかる。  
３  国立女性教育会館「女性関連施設データベース」によると、女性／男女共同
参画センターとして登録されている 367 施設のうち、「教育委員会」が所管で
ある施設は 23、「首長部局」が所管である施設は 303 である (「その他」 11。
無回答あり。 2018 年 12 月 24 日検索 )。  
４  国立女性教育会館 (2012)による 2011 年の調査によると、指定管理者制度
を導入している施設は、 357 施設のうち 93 施設 (26.1％ )であった。都道
府県および政令市では半数以上が導入している。  
５  山本健慈 (2013)は、公民館の実践を取り上げ、民間団体が「このように社
会教育実践から生まれ、社会教育行政から離れて、自立的に事業展開する
NPO は、事業実践のなかで新たな地域課題を発見する。それらは、新たな
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公民館における「地域共同学習の課題」学習として位置づけられ、社会教
育行政の支援を受け社会教育実践として展開されるという循環が生まれ
る。社会教育行政のなかに位置づけられ、地域住民の学習は、より広く、
より深く展開され、さまざまな相違を越え、あるいは相違を承認しつつ、
強固な人間関係・絆が形成され、地域づくりは発展する」(山本  2013: 18)
と述べている。学習した女性たちが結成した NPO 法人等と男女共同参画セ
ンターとの関係においても同様の循環があるといえよう。  
６  2008 年 2 月の中央教育審議会答申では、持続可能な社会の構築のために
は「知の循環型社会」への転換が求められているとし、「各個人が、自ら
のニーズに基づき学習した成果を社会に還元し、社会全体持続的な教育力
の向上に貢献する」必要性を提示している (中央教委審議会『新しい時代
を切り拓く生涯学習の振興方策について～知の循環型社会の構築を目指
して～ (答申 )』平成 20 年 2 月 19 日 )。  
７  ただし、常時雇用する労働者が 300 人以下の民間企業等は努力義務。  
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第 4 章 事例研究 1: 女性の起業とコミュニティ形成  
 
 
4.1 問題の所在  
地方創生や経済社会の活性化の手立てとして、また女性たちのニー
ズの高まりとともに、近年、女性の起業とその支援が注目されている。
そのため、現在、関連省庁や地方公共団体を中心に、さまざまな関連
機関によって女性を対象とした起業支援が行われるようになっている。
また各地の男女共同参画センターにおいても、起業のための講座や相
談、交流の場の提供等の事業が展開されているところである。  
これらの起業支援の広がりは、自ら事業主となり、理念を形にし、
従来とは異なる働き方、暮らし方をつくる等、女性のキャリア形成に
新たな選択肢を提供し得るが、女性のエンパワーメントの観点からす
ると課題も多い。1 つには、新たに女性支援に参入する起業支援関連機
関の問題として、従来のターゲットの多くは男性であることから、ジ
ェンダーの視点を持った支援のノウハウは持ち合わせていないことが
ある。もう 1 つには、男女共同参画センターの取組として、多くの場
合、いわゆる「プチ起業」、つまり経済的自立には至らない起業の支援
に留まっているのが現状であり、ジェンダー格差の是正という点では
課題が残ることが挙げられる。現在、様々な機関がこれらの課題に取
り組む過渡期にある。  
女性の起業をテーマとした研究は、農業分野に多く散見され、主と
して、高齢化・過疎化の課題解決の糸口となっている女性たちの 6 次
産業化の事例を提示するもの（松永 2010；関満・松永 2012、2010；澤
野 2012）や農村女性の歴史的・社会的問題をジェンダーの視点から社
会学あるいは村落研究等の見地から分析するもの（日本村落研究学会
1995、 2012;秋津ほか 2007;藤井 2011;徳野・柏尾 2014）に分けられ、
農産物を活用した直売所や飲食店の経営事例等が多く紹介、分析され
ている。しかしながら、個人の女性の起業について、学習の側面から
の検討は十分ではない。  
起業は、起業する女性がこれまでの暮らし方、働き方を問い直し、
これからの人生を積み上げていく濃厚な経験の過程である。本章では、
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上述のような近年の女性の起業支援を概観し、女性のキャリア形成に
おける起業の位置づけについて検討する。その上で、男女共同参画セ
ンターで行われている起業講座を受講して起業した 1 人の女性の事例
を取り上げ、起業を通したキャリア形成の軌跡を女性の学習という観
点から考察するとともに、公共の学習施設において女性の起業を支援
することの今日的役割・意義を明らかにする １。  
 
4.2  女性の起業と支援の現状  
4.2.1  近年の政策における女性の起業支援  
女性の起業および起業支援は、国際的な政策の経緯をみると、主に
開発政策の一環として、開発途上国における農村等の女性への支援と
して取り組まれてきている。しかし、起業にかかわるジェンダー格差
は、開発途上国だけの問題ではない。OECD 加盟国や EU 諸国においても、
男性に比べ女性の起業家数は顕著に少なく、規模も小さいことから、
女 性 支 援 の 政 策 や ト レ ー ニ ン グ の 必 要 性 が 指 摘 さ れ て い る
(OECD/European Union 2015、 Piacenitini 2013)。  
女性の起業は、女性のエンパワーメントの文脈の中でも、特に経済
的エンパワーメントのための有効な手段となっている。女性の経済的
エンパワーメントは、UN Women においても、「女性のリーダーシップと
参画」「女性に対する暴力の撤廃」「平和・安全保障」「国家の開発計画
と予算へのジェンダー平等の反映」と合わせて、優先的活動領域の 1
つとなっており、「男女平等に貢献する最も重要な要素」(Tornqvist et. 
al, 2009: 6)であると言える。  
日本社会における開業率は、欧米諸国と比べて低調である（中小企
業庁  2014）２が、起業活動は地域経済の活力を生み出す大きな可能性
を持つとされ、近年、促進のための施策やそれらにかかわる議論は、
女性に限らず行われている (例えば、馬場ほか  2013; 高橋他  2013)。
「中小企業憲章」 (2010 年 6 月閣議決定 )では、政府は起業を増やすこ
とを中小企業政策の基本原則としており、「起業・新事業展開のしやす
い環境を整える」という行動指針を定めている。 2014 年度には、全国
300 か所で創業スクールを開講し、創業支援やビジネスコンテスト等の
実施により、創業案件の掘り起こしがなされた (地域創業促進支援事
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業）。  
 このような近年の起業活動および支援施策が推進される状況のなか
で、女性に特化した起業支援は、男女共同参画センターのほか、地方
公共団体の産業振興等の担当部局や、地域において起業・創業を支援
する関連機関において行われている。その方向性は、女性活躍推進や
経済・産業にかかわる政策だけでなく、教育に関する政策方針等の文
脈からも読み取ることができる。例えば、「女性活躍加速のための重点
方針 2015」(すべての女性が輝く社会づくり本部  2015 年 6 月 )では、「女
性が起業を通じてその個性と能力を発揮できるよう、地域における金
融機関、創業・産業支援機関、地元企業、起業経験者等の様々な関係
者が連携し、女性の起業を支援する体制を整備する」こととされてお
り、起業が女性個人の個性および能力発揮の機会となることがめざさ
れている。また、教育分野では、「教育再生実行会議第六次提言 (『「学
び続ける」社会、全員参加型社会、地方創生を実現する教育の在り方
について』2015 年 3 月 )」においては、次のように、地域における学習
拠点が女性の再就労や起業、地域活動等による社会参画を支援する役
割を示している。  
 
「大学、専修学校等が女性のニーズに応えるプログラムを提供する
に当たっては、 産業界との連携や、各種の就業･起業支援策、事業主
への助成措置等の活用を図りながら、学んだ成果が社会参画につなが
る支援を行う。また、地方公共団体、社会教育施設等とともに、結婚･
出産等を機に離職した女性が地域活動に参画しやすくなるよう、 NPO
等と連携し、学びからその成果をいかした地域活動までの切れ目のな
い支援を行う。」 (p.8) 
 
 このように、女性の起業は、近年では女性の活躍推進にかかわる施
策の一環として、男女共同参画、産業、経済、労働、教育等、様々な
分野が連携しつつかかわるようになっている。そしてそれらは、個人
の女性のエンパワーメントや社会参画をめざすという側面よりもむし
ろ、起業によって経済が活性化され、持続可能な地域づくりに寄与す
ることが期待されていることがわかる。  
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 近年のこのような女性の活躍推進施策の一環としての起業支援や、
男女共同参画センター等で行われる起業支援は、自治体の産業・経済
振興関連部局や関連する外郭団体、日本政策金融公庫、地方銀行、大
学等が支援 (融資の優遇制度、セミナーの開催等 )するいわば「都市型」
といえる。これらの新しい動きは、農林水産関連部局等が実施してき
た「農山漁村型」の女性の起業支援とは、別に進められている。なか
でも農村女性の支援の変遷は比較的長く ３、家族農業経営に携わる各世
帯員が経営に参画できる経営方針や役割分担、就業環境等を取り決め
る家族経営協定の締結の推進とともに、加工技術の習得支援が進めら
れ、直売所および道の駅という加工品販売の場所が広がるにつれて、
女性の起業活動は増加している。農村女性は、6 次産業化の担い手とし
て、また地域活性化に重要な役割を果たす人材として、大きく期待さ
れている (関・松永編 2010、 2012)。  
男女共同参画センターがかかわる起業支援は、ほとんどの場合、こ
のような「農山漁村型」ではなく「都市型」の小規模な起業を想定す
るものであり、特に出産・育児で就労中断した女性が社会的活動を再
開するにあたっての支援を趣旨としている。  
 
4.2.2  女性のキャリア形成における起業の位置づけ  
近年、女性の起業は、女性のキャリア形成における 1 つの生き方、
働き方の選択肢として捉えられるようになっている。女性は就労にお
いて、出産・育児等のライフイベントの影響を受けやすく、第 1 子出
産後に依然として約 6割が離職している（内閣府男女共同参画局  2015）。
女性の年齢階級別労働力率は、多くの女性が出産・育児期に仕事を中
断する「 M 字カーブ」を示しており、中断後の再就職は非正規雇用の形
態が多い。家庭生活における役割を担わない男性を基準とした長時間
労働等の労働慣行や、保育所の待機児童問題、家庭や地域での固定的
な性別役割分担意識等、女性の就労継続を阻害する多様な要因に対し、
施策の取組は追いついていない。たとえ就労を継続したとしても、管
理職等の意思決定過程に参画する女性の割合は極めて低い  。  
就労継続にかかわるこれら多くの課題に対して、起業は、雇用され
るのとは異なる働き方を提示する。男性中心の雇用慣行にとらわれる
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ことなく、家庭生活との両立のしかたを自ら考え、仕事の内容におい
ても自己決定しつつ進める働き方は、女性たちに新たな生き方、キャ
リア形成の選択肢を提供し得る。また、従来、女性たちは PTA や町内
会等の地域活動に多くかかわっており、地域課題を目の当たりにして
いたり、既に人的ネットワークが地域に築かれていたりといった地域
での起業にあたっての素地がある。無償の活動を経済性を見据えた活
動に移行する際には、地域を基盤としたこれらの素地を活用すること
ができる。男女共同参画センターでは、このような利点を認識して起
業講座を実施している。  
実際に起業分野の統計データを性別にみると、女性は男性に比べて、
子育てや介護支援を含む「生活関連サービス業、娯楽業」や「教育、
学習支援業」「卸売業、小売業」等の生活や地域に密着した身近な分野
の割合が高い (中小企業庁  2014)４。また、起業家の性別構成をみると、
2012 年には女性の割合は全体の 30.3％であった ５。これに対して、2013
年に日本政策金融公庫が実施した調査では、日本政策金融公庫国民生
活事業および中小起業事業が融資した企業のうち、開業後 5 年以内の
企業の女性回答者の割合は 13.3％となっており、女性は自己資金だけ
で起業する割合が高いことがうかがえる (日本政策金融公庫総合研究
所 2013)。同調査によると、女性起業家が開業後に苦労したことのうち、
男性起業家の割合を上回ったのは、「家事や育児、介護等との両立」「経
営の相談ができる相手がいないこと」「業界に関する知識の不足」等で
あった。また、従業員の働きやすさを高める取組として、女性起業家
が回答する割合が男性起業家より高いものは、「柔軟な労働時間の設定」
「休暇を取得しやすい雰囲気づくり」「社内での意見交換の場の設定」
等であった。起業にかかわる専門的知識・スキルの獲得の必要性を感
じているとともに、生活も含めた暮らし方、時間の使い方を模索して
いることがうかがえる。  
 
4.2.3  男女共同参画センターにおける女性の起業支援  
国立女性教育会館の「女性関連施設データベース」６を用いて、2014
年度の全国の男女共同参画センターにおける実施事業を「起業」で検
索 す る と 、 132 件 (事 業 数 )が ヒ ッ ト す る (同 年 度 の 登 録 事 業 数 は
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2,601)(2016 年 3 月 14 日確認）。本データベース掲載開始年の 1998 年
度には、2 つのセンターにて実施されており（福岡市男女共同参画推進
センター：「起業支援セミナー (実践編 )」全 6 回、熊本市男女共同参画
センター：「女性の起業セミナー」） (ヒット数 3）、 3 年後の 2001 年度
には 12 のセンター (ヒット数 16)が実施している。  
起業支援の内容は、支援を受ける側の起業に対する意識や経験によ
って異なり多様であるため、中小企業庁 (2014)では、「起業までの 4 つ
のステージ」を次のように分類している (中小企業庁  2014: 191)。  
 
起業までの 4 つのステージ (中小企業庁分類による ) 
①潜在的起業希望者  
起業を将来の選択肢のひとつとして認識しているが、現時点では
何ら準備をしていない者  
②初期起業準備者  
起業したいとは考えており、他者への相談や情報収集を行っては
いるものの、事業計画の策定等、具体的な準備を行っていない者               
③起業準備者  
起業に向けて具体的な準備をしている者  
④起業家  
起業を実現した者                  
〔②および③は「起業希望者」〕  
 
以下に、現在、男女共同参画センターにて実施されている起業支援
に関連する取組を、この「起業までの 4 つのステージ」に合わせて概
観する。すべてのステージを体系的に実施しているセンターもあるが、
多くのセンターでは、①潜在的起業希望者や②初期起業準備者といっ
た、どちらかというとまだ考えが漠然としている女性に向けた事業を
実施しているといえるだろう。まず、第 1 ステージにある幅広い層の
女性を対象としては、自身のライフキャリアを考える上で、働き方の 1
つの選択肢として、起業について知る機会を提供する。自身の現在の
働き方、暮らし方に疑問を感じている女性を含め、実際にはすぐに起
業しない女性も対象としながら、起業につながる人材の発掘を試みる
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ものである。事業の形態としては、ロールモデルの提示を盛り込んだ
単発の講座であることが多いが、連続講座の初回として企画されるこ
ともある。起業した講座修了生等をホームページで紹介し、 IT を通し
た情報発信を行うことも、ひとつにはこのステージの女性に向けた取
組といえよう。  
第 2 ステージの初期起業準備期間にある女性に向けては、起業した
女性による体験談 (ロールモデルの提示）やグループディスカッション
等から構成される連続講座等を提供している。自分のこれまでのキャ
リアの棚卸しや事業計画づくりのグループディスカッションの際、あ
るいは交流の機会には、女性が多く抱える課題 (仕事と家庭との両立、
家族との関係等 )を共有し、解決の糸口を見つけることを支援する。起
業を切り口に、広い層の女性に対してキャリア形成や働くこと等につ
いて、ジェンダーの視点から考え、意識醸成の機会を提供することは、
男女共同参画センターの行う支援の特色の１つであるといえるだろう。 
第 3 ステージ以降の対象への支援の際には、外部の専門家に講師や
助言を依頼し、事業計画や資金繰り、ネットの活用方法等のノウハウ
の提供、グループディスカッション、参加者同士の交流等からなる講
座を実施している。講座以外に、起業の専門家から 1 対 1 の相談や指
導を受けられるしくみのある場合も多い。支援を通して実際に起業に
至った第 4 ステージにある女性には、事業を軌道に乗せ継続できるよ
うにフォローアップしている。形式は多様で、センターのイベントで
の商品展示、講座修了生のネットワーク形成・交流の支援、個別相談、
事務や交流のためのスペースの提供等がある。  
男女共同参画センターで行う起業支援は、起業に関するノウハウの
部分は地域の資源を活かしつつ、女性のキャリア形成や、起業を通し
たジェンダーや多様性を重視した視点に立った地域づくりを支援し、
そのために人や情報をつなげるといった役割を果たしているといえる。
これに対して、男女共同参画センター以外が実施する女性を対象とし
た起業支援は、ノウハウの提供や実践的な助言が強みであり、地域経
済の活性化を事業実施の基本的な目的としている場合が多い。起業ス
テージでいう③起業準備者、あるいは②初期起業準備者で具体的な意
志やアイデアがある女性をターゲットとし、より短期的に収益が見込
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める起業ができるよう支援する傾向がある。④の起業を実現した人に
対しても、男女共同参画センターはネットワークづくりを重視するの
に対して、事業の維持や成長に力が注がれる傾向にある。  
女性に特化した起業支援は、地方公共団体や、地域において起業・
創業を支援する公益財団法人等の関連機関、金融機関等で行われてい
る。例えば、山口県では、公益財団法人やまぐち産業振興財団に県が
委託して実施する「女性創業セミナー」と、県が共同出資して 2015 年
に設立した「女性創業応援やまぐち株式会社」での取組を合わせて、
営業利益がプラスとなる起業を実現できるよう支援を受けられるしく
みになっている。また、広島県では、公益財団法人ひろしま産業振興
機構および日本政策金融公庫が共催し、 2015 年度に「創業女子いろは
塾」を開催した。中小企業診断士、店舗活性化コンサルタント、税理
士、キャリアコンサルタント等、13 名の女性の専門家のサポートを「チ
ーム型支援」で受けることができるのが特徴的である ７。  
 
4.3  もりおか女性センターの起業支援８  
もりおか女性センターは、女性たちの設置要望の活動を経て 2000 年
に盛岡市内に開館された。 2006 年からは、設置要望の活動を行ってい
た女性たちによって結成された。「特定非営利活動法人参画プランニン
グ・いわて」が指定管理者となり、以後、デート DV 出前講座 (中高生
への予防講座を実施する大学生リーダーの育成 )、東日本大震災以降の
女性支援 (買い物代行芽でるカー事業 )等、先進的な事業を実施してお
り、全国的に注目されている。  
当センターでは、 2007 年度に第 1 回起業支援講座を実施して以来、
毎年継続している。 2010 年に、起業支援の拠点として相談や情報提供
等を行う「起業応援ルーム  芽でるネット」を開設した。例として、2015
年度に開催した起業支援の講座は以下のとおりである。この他、少人
数 (定員 4 名 )でのワードやエクセルの入門講座は、複数回実施してい
る。なお、 2014 年度には国際協力 NGO オックスファム・ジャパンの助
成を受けており、復興支援の一環として宮古市でも入門講座を実施し
た。  
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「女性起業芽でる塾  入門編」 (7/5) 
「女性起業芽でる塾  実践編」 (7/18,19) 
「女性起業芽でる塾  ネットショップ開店準備講座 (10/31,11/1)(全 2
日 1 日 4 時間 ) 
「女性起業芽でる塾 IT 活用講座」 (1/15,20,22,27,29)(全 5 回 1 日 3
時間 ) 
「女性起業芽でる塾フォローアップ講座」(11/21,22)(全 2 日 1 日 4 時
間）  
入門編・実践編の講座は、ロールモデルによる事例の提供、職員を
ファシリテーターとするグループワーク (気持ちの整理、経験の棚卸し
等）、ノウハウの提供等から構成される。起業をめざす人に対しては、
講座修了後も、講座を担当した起業の専門家が継続的に相談にのって
いるため、講座自体は、具体的な起業のノウハウよりも、計画づくり
を通した話し合い等に力点がおかれている。起業した元受講生は、講
座で事例報告をしたり、当センターのイベントに出店する等の好循環
も生まれている。事業開始以来、40 名 (2016 年 2 月現在 )が起業してい
る。  
「女性起業芽でる塾 in 盛岡  入門編」および「女性起業芽でる塾 in
盛岡  実践編」は以下のようなプログラムが行われている。  
 
表 4-1  もりおか女性センター起業講座のプログラム  
事業名  女性起業芽でる塾 in 盛岡  入門編  
日  時  2015 年 7 月 5 日 (日 )13:00－ 16:00 
内  容  起業に興味がある女性、いつか起業してみたいと思っている女性の
ための起業講座です。  
一歩踏み出したいあなたを応援します！  
〔講演〕「お客様の思いをカタチに」    
講師：オリジナルバッグ Charbouz 大村智春氏  
〔グループワーク〕｢それぞれのはじめの一歩を踏み出そう！」  
  何をやりたい？どんなことに興味がある？まずは声に出してみま
しょう！  
 講師： NPO 法人参画プランニング・いわて理事長  平賀圭子氏  
対  象  起業に関心のある女性  定員 20 名  
託  児  定員 5 名。子ども 1 人につき 800 円  
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事業名  女性起業芽でる塾 in 盛岡  実践編  
日  時  2014 年 18 日 (土 )、 19 日 (日 ) 13:00－ 16:00 
内  容  起業の基礎知識を知り、具体的な一歩を踏み出す事業計画を作成す
る講座です。一歩踏み出したいあなたを応援します！  
〔１日目〕起業に関する基礎知識と心構え  
先輩トーク：手作り工房きくぱん店主  横沢きく氏  
〔２日目〕  私の仕事を考えましょう／お客様はだれ？売り物はな
に？／明日からの行動計画  
講師：ザ・オフィスせき代表、盛岡市企業支援マネージャー、  
産学官連携研究センターインキュベーションマネージャー  
関洋一氏  
定  員  15 名  
託  児  定員 5 名。子ども 1 人につき 1 回 800 円  
 
 
4.4  宮古市でハーブ園を起業した A さんの事例 ９  
4.4.1  A さんのキャリア形成  
A さんのプロフィール １０  
A さん (1958 年生 )は、宮古市の自宅の農地でハーブを栽培するハー
ブ園を営んでいる。収穫した無農薬ハーブを地下水で洗って天日干し
し、ハーブティーに加工した商品を販売する。代々続く農家に嫁ぎ、
とうもろこしを栽培する義母を手伝いながら訪問ヘルパーの仕事をし、
3 人の子どもを育ててきた。A さんが起業した大きなきっかけは、東日
本大震災で夫を亡くし、何代も守られてきた土地を守りたいと思った
ことである。それまでにも、畑の一部でハーブを作って商品化し、小
規模の販売はしていたが、もりおか女性センターが主催する起業講座
の受講が後押しとなり、県の助成も受けて本格的に栽培を始めた。起
業 1 年目には、販路のこと等で不安になり気分が落ち込んだが、家族
や起業仲間、女性センター職員の支えもあって回復し、その後は人と
のつながりや県等の支援等を活かしつつ、起業 4 年目の現在、販路は
徐々に開拓されている。ハーブ園では、せっけんやアロマキャンドル
等、ハーブを使った作品づくりを通した交流の場も提供しており、 A
さんの長年の訪問ヘルパーとしての経験も活かし、障がい者と小学生
の交流会の開催等、地域の人と人をつなぐ活動も広げている。  
 
 以下では、ライフコースに沿って、 A さんのキャリア形成と起業の
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プロセス、それらに影響を与えた環境要因をみていく。  
 
職場結婚で代々続く農家に嫁ぐ〔短大卒業～就職～結婚〕    
A さんは、短期大学の家政科を卒業後、岩手県の出先機関である広
域振興局に臨時職員として勤務した。27 歳の時、同じ職場で働く男性
と恋愛結婚し、宮古市で代々続く農家に嫁いだ。 結婚当時、義父は市
会議員や農協の組合長を務めていた。 A さんが結婚して 5 年後に、 60
歳で義父が亡くなった際には、市民会館で大きな葬儀をするくらい、
市の農業振興に貢献している人だった。そのため A さんは、嫁いで来
る際には、代々守れられてきた農地を、自分も守っていく決心をした
という。    
大学で魚の養殖の技術を学んだ夫は、市の産業として昔から盛んで
あったサケの「栽培漁業」に携わり、結婚後は漁協に勤めた。 A さん
の実家は、同じ宮古市で水産加工業を営んでおり、家や地域に根強く
残る伝統的、封建的な風習は、結婚後に初めて経験するものだった。
嫁いだ次の日から、家事の一切は A さんの役割となった。当初は「ど
こになにがあるかもわかんないまま私、バトンさ  れて、味もなにもわ
かんない。…何かいっつも緊張してびやびやしながら食事もつくって
っていう感じだった」といった苦労があった。 29 歳 (1987 年）、 31 歳
(1989 年 )、 33 歳 (1991 年 )の時に生まれた 3 人 (長女・長男・次女 )の
子育ては、義母の畑仕事を手伝いながら、ほとんど A さん 1 人で担っ
ていた。  
 
転機①  農業改良普及センターでの学びとグループ活動の開始  
〔子育て期〕   
当初、農地ではとうもろこしと米を作っており、義母は茹でたとう
もろこしを訪問販売していた。 3 人の子どもが小さい頃は、「本当に家
から出たこともないし、車の免許もなかったので、家で子育てをして、
他の人と会うこともなかった」が、一番下の子どもが幼稚園に入った
頃、県の農業改良普  及センターの職員から誘いを受け、「生活講座」（農
業改良普及センター、岩手宮古農協主催）に参加した。この講座には、
A さんと同じように、農家出身ではなく農家に嫁いだ子育て中の 30 歳
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代、40 歳代の女性が近隣の市町村から集まっており、ここで、一人だ
けで抱えていた農家の嫁としての悩みを語り合うことのできる仲間を
つくることができた。講座の修了生 15 名で、1995 年に「キャロットの
会」というグループを結成し、A さんは 2 代目の会長になった。この頃
は、農家における「家族経営協定」の締結に必要性が言われ始め、各
地で取組が進み始めた頃にあたり、農家の女性の生活や労働の現状等
について、会の仲間といろいろと勉強をするようになった。また、活
動の一環として、 JA 花巻の直売所に展示されたハーブや盛岡市内のハ
ーブ園を見学し、これをきっかけに、ハーブに  関心を持つようになっ
た。   
義母は収穫期になると朝の 4 時半に起きてとうもろこしを茹で、そ
れをバイクの後ろに積んで市  場や個人宅を回り売り歩く。ハーブに出
会ったのは、将来、自分の代になってもとうもろこしの栽培、 販売を
主として継続していくのは無理だと考え、何か他のものを栽培したい
と考えていた頃だった。そのため、ハーブのことをしっかり学びたい
と考え、県の農政部が主催するハーブ講座を受講し、ハーブの歴史や
調理方法、石けんや染物、リースづくり等を習得した。農政部の講座
担当者に、ハーブ栽培に関心があり、もっとハーブのことを学びたい
と話したところ、県内の他地域の女性グループのための研修にも加え
てもらえ、先進的にドライフラワー作りを行っている軽井沢の農家に
も視察に行き、知識を深めることができた。   
 
農地の一部を使用してハーブを栽培、小規模の販売や体験の場の提供
を始める〔子育て期、ハーブ  栽培開始〕    
学んだことを実際にやってみながらハーブづくりをさらに勉強した
いと思い、義母に相談すると、農地の一部を少し (5 アール )使っていい
と言ってくれた。最初は夫に反対されたため、「私は家の奴隷じゃない」
と言ったのを覚えている。家の中では、義母に言われたことに従い、
言われたことだけやっていればよいというような暗黙のルールがあっ
た。「そこで言わなかったら、ハーブも植えられなかったし、今がない
んですけど」と A さんが振り返っているように、ハーブ栽培をやりた
いことを夫と義母に説明し、理解してもらうことができたことが、実
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際にハーブ栽培にかかわる大きな一歩となった。   
自分で作ったハーブティーは、最初は子どもの通う幼稚園や小学校、
中学校、高校の先生や知人  にあげていた。「みんなハーブを知らない
し、私は名刺代わりじゃないけどお世話になった先生に  あげて飲んで
みてくださいっていったら、わぁって、先生たちもストレスが多いの
で気に入ってくれて」と話すように、知人に配り、喜んでもらえるこ
とで、A さん自身も満足していた。小中学校では、  ハーブ石けんやド
ライフラワーのリースづくりの体験学習の指導をする等の活動も行っ
た。   
ある時、このハーブティーを地元のタクシー会社社長である D さん
(女性 )が飲んで絶賛してくれた。 D さんからは、「いつかハーブで宮古
を元気にできればいいわね」と言われたが、 A さんは、「その時は何言
ってんのかなってね (笑 )笑ったんですけど」と言うように、その時は
現在の起業のような状況は、全く想像してはいなかった。D さんは社長
業とあわせて、市の活性化のために中心となって活動しており、「この
まま趣味だけじゃもったいないから」と商品化を進めてくれた。そこ
で  2003 年に、県の農政部の補助を受けてパッケージをつくり、D さん
の提案で「潮風のハーブティー」と名づけ、商品化した。 2004 年から
は市の助成を受け、D さんが活動の中心となり、震災前まで走っていた
三陸地方を循環する  JR「ぐるっとさんりくトレイン」で、宮古駅を降
りる観光客へのウェル  カムドリンクとしてハーブティーが配られる
ようになった。この他、市内の道の駅での販売も始めたが、優先度と
しては、後述する収入源としての訪問ヘルパーの仕事が第一であり、
ハーブティーの売り上げを伸ばそうとは思っていなかった。   
 
3 人の子育てや畑仕事をしながら訪問ヘルパーとして働く  
〔子育て期、就労〕  
この頃、家を新築し、家のローンや 3 人の子どもの大学進学にかか
る費用を考えると、農業の収入は少なく、現金収入が必要になったた
め、外で働くことを決めた。「パソコンもできないし、事務もできない
し、じゃあ何で稼ごうっていうことになった時に、主人が、お前がで
きるのは、ご飯の支度とかお掃除とか、家のことだから」ということ
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で、当時、市が実施していたヘルパーになるための講  習を受講するこ
とにしたと言う。この講習に通ってヘルパーの資格を取り、第 3 子の
次女が中学生になった頃から、社会福祉協議会に所属して、障がい者
を主とした訪問ヘルパーとして働き始めた。さらに 3年の実績を経て、
介護福祉士の国家資格も取得した。 A さんは、義母の畑仕事も手伝い、
車の免許の取得後はとうもろこしも一緒に売り、3 人の子どもの子育て、
家事をしながら働いた。「とうもろこしの時は 4時半に起きて、炊いて。
それで子ども達にお弁当を作ったりして。そして今度はヘルパーの仕
事をしてっていう。そういうので、もう本当に寝る暇がないくらいっ
ていうのが 10 年ぐらい続いた感じ」だった。社会福祉協議会に所属す
る訪問ヘルパーという働き方であれば、畑の収穫の繁忙期には、午後
にヘルパーの仕事を入れるなどの融通がきくため、とうもろこしの収
穫・ 販売と両方を続けることができた。訪問ヘルパーの仕事は、2015
年に正式に辞めるまで、起業後も続けた。  
 
転機②  起業講座を受講、本格的にハーブを栽培〔東日本大震災、夫の
死、起業〕   
 2011 年 3 月の東日本大震災は、 A さんの生活を大きく変えた。沿岸
から 4km 離れた自宅と義母は無事だったが、漁協に勤める夫は、地震
の後に停電したサケの稚魚のふ化場を見に行って津波に合い亡くなっ
た。 A さんと子ども 3 人は、長男の大学の卒業式に出席するために都
内に行っている時だった。   
 震災後すぐに、何社もの建設会社が、宅地にするため農地を売って
ほしい、あるいは貸してほしいと言ってきた。実際に、付近では田畑
を売った農家も多かった。しかし A さんは、何代も守られてきた農地
を手放したくないと思った。義母も農地を売らないとがんばっていた
が、震災の翌年にひざを痛め、変わりなく農作業をすることが難しく
なった際に弱気になり、どこかに売ってもいい  のではと初めて口にし
た。加えて、この年はとうもろこしがアナグマの大きな被害にあった。    
今後のことを迷い、2013 年に、農業改良普及センターの旧知の普及
指導員に相談したところ、一般社団法人さんりく未来推進センター １１
の職員を紹介してくれた。そして、その職員から、もりおか女性セン
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ターが復興支援として同年 10 月に宮古で開催する女性起業講座のち
らしがファクスで送られてきたのを見て、すぐに受講を決め、参加し
た。  
講座を受講するまでは、起業することも具体的には考えておらず、
「悩んでいたのでほんとに、畑を無駄にしないで、売ったりもしない
で守りたいけど、どうやっていいかがわからない」という状況だった。
講座は 2 日間の連続講座で、ロールモデルによる事例の提供やグルー
プワーク (気持ちの整理、経験の棚卸等 )、ノウハウの提供等から構成
されていた。A さんは、参加者や講師、もりおか女性センターの職員、
講座を助成した (特活 )オックスファムジャパンのスタッフらにハーブ
ティーを飲んでもらい、敷地の航空写真を持参して状況を説明した。
ハーブティーは好評で、都会での販売に向けてパッケージを変えたり、
生産量を増やしたりするアドバイスを受けた。また講師から、訪問ヘ
ルパーの仕事をしていることが、ハーブでの起業後の活動を広げる可
能性があることを指摘してもらった。    
これらの助言に勇気づけられ、受講した翌年 1 月には開業届を申請
し、「潮風のハーブ」を商標登録した。県の助成金 (平成 25 年度さんり
く未来産業起業促進事業 )でビニールハウスや乾燥台を購入し、農地の
ほとんどを使ってハーブ栽培を始めた。畑仕事やハーブの洗浄、乾燥、
袋詰め等の商品化の作業は、 A さんがほぼ 1 人で行うが、繁忙期には
友人や同居する娘 2 人 (保育士、看護師 )が手伝っている。  
 
転機③  起業後初めての冬の気持ちの落ち込みと回復〔起業後の挫折期
と起業の継続〕    
A さんが起業して初めての冬、販路の心配や、起業は失敗だったと
いう思い込みなど、不安や後悔の気持ちが強くなり、精神的に大きく
落ち込んだ。夫が亡くなってからも弱音をはかずがんばってきてきた
ことに加え、周りには A さんが起業したことに対して批判的な態度を
とる人もいたことも影響した。家には農協の組合長だった義父も、退
職後は自治会長をしていたはずだった夫もいない。その上、A さんが、
農地に新たにハーブに植えて起業し、当初はテレビ局が来たり、新聞
に取り上げられたりしたことで余計に目立ち、男手がなくなって好き
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勝手なことをしていると捉えられた。新しいことすることにも寛容な
風土ではなく、中傷に苦しんだ。   
そこから回復していったのは、子どもたちと義母が支え、応援して
くれたことが大きかった。息子は、「そういうので苦しんで自分が病む
のはばかみたいだから、応援してくれる人たちに感謝して、おかあさ
んがやってきたことを続けたほうがいい」と言ってくれた。もりおか
女性センターの職員や、さんりく未来推進センターの起業支援の基礎
講座で知り合った仲間も気にかけて訪れてくれ、改めて周囲に支えて
くれる人もいることに気づいた。病院で薬を処方してもらうと眠れる
ようになり、冷静に物事を考えることができてきた。春がきて土にふ
れ、気分も良くなっていった。   
 
人のつながりや県の支援による販路の広がり〔起業の成長期〕    
2017 年 2 月現在、起業から 3 年が経ち、販路も広がってきた。公募
の情報や出品等の機会があると、県の職員から声がかかるようになっ
た。起業翌年の 2015 年度には、岩手県農林水産部流通課が主催する「ふ
るさと食品コンクール」で優良賞を受賞した。ふるさと納税の返礼品
にも選定された。同年、東京都の虎ノ門ヒルズで岩手県産の食材を使
ったイベントがあった際には、 A さんのハーブティーがウェルカムド
リンクとして使用された。この時に対面した盛岡市にある大きなホテ
ルのシェフが、しばらくしてからハーブ園を訪れ、レストランやカフ
ェ、結婚式場 (利用相談者用 )で使用するための注文が入るようになっ
た。他にも、盛岡市の百貨店等、数店舗で商品が取り扱われるように
なっている。もりおか女性センターの起業フェスタに出展した際に試
飲したという洋品店を起業した女性が、お店に置きたいと購入すると
いったつながりもある。   
2016 年の春からは、県の商工労働観光部が行う「三陸復興商品力向
上プロジェクト」の支援を受けて、約半年かけてギフト用パッケージ
を開発した。今後は、県等が出資する県産品を取り扱う企業に商品を
卸し、この企業が東京や盛岡の取引先を開拓するルートも得ることが
できた。1 年目に本格的にハーブ栽培を始め、2、3 年目は収穫や加工、
後述するハーブを活かした活動等で毎日が忙しく、 1 年目の冬期のよ
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うな気持ちの落ち込みもなくすごすことができた。パッケージの開発
や試飲会等の活動を行いながら、着実に販路を広げている。   
 
ハーブを活用した場づくり〔起業による地域への効果〕    
販路を広げる一方で、ハーブを活用した「癒やしの場」づくりにも
力を注ぎたいと考えている。リラックス効果やストレスを和らげたり
する効果のあるハーブティーを飲んだり、あるいは、石けんやアロマ
キャンドルをつくったり、ハーブは、集まった人が語り合ったり、ゆ
ったりとした時間をすごしたりする空間をつくるのに活かすことがで
きる。2015 年の秋には、自宅の敷地内に、さんりく未来推進センター
を通じた起業仲間である若い大工に、立ち寄ってお茶を飲むこともで
きるような作業場を建ててもらった。他地域の農協の女性部、障がい
者、小学生等が訪れ、この場づくりの活動も徐々に広がってきている。  
新聞記事で A さんの活動を知り、釜石からハーブ園に訪れた被災者
の女性もいる。 A さんは、夫を亡くした自分の立場や「場」について
以下のように話す。  
 
やっぱりハーブの力、癒しをみんなが求めてるっていうのに合って
るんだろうなっていう。今のこの震災後の人達が、6 年経っても、みん
なが病んでるんですよね、実際。だからここに来る人もいるし。私も
主人を亡くしてるっていうことが、他人とはやっぱり、人は大変だね
って言ったって、やっぱり人ごとなんですよね、実際。声では言うけ
ど。でもやっぱり家をなくしたり、人を亡くした人じゃないとわかん
ないっていうのは、みんながあって。…やっぱり苦しみは人の倍はし
てきたんじゃないかなと思うし。そうすると他の人の苦しみもわかっ
てあげられるしっていう感じかなって。    
 
また、県の「平成 27 年度高次脳機能障がい者地域支援体制整備事業」
を受託している市内の NPO 法人と連携した特別支援学校の子どもの受
け入れや、市の企画による小学生と知的障がい者の交流会の開催等も
行っている。 A さんは、障がい者のヘルパーであったため、重度の障
がいを持った人が訪れても、対応のしかたがわかっている。障がい者
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が農業の担い手となる「農福連携」への社会的関心も高まってきてい
ることから、今後はこの  NPO 法人と連携して、引き続き障がいのある
子どもを受け入れるとともに、ハーブの収穫や加工に障がい者を雇用
することも考えている。   
この他にも、もりおか女性センターの起業講座の関係者や介護ヘル
パーをしている時に所属していた社会福祉協議会の関係者等、様々な
人から声がかかるなどしてつながりながら、市内のシングルマザーの
会に出向いてハーブティーを飲んでもらったり、大槌町のシッピング
センターでキャンドルづくりをしたり仮設住宅を訪問したりする活動
も行っている。  
 
4.4.2  A さんの学習とエンパワーメント  
以上のような A さんの起業前から起業後までの学びとエンパワーメ
ントのプロセスを検討していく上で、そのプロセスに特に影響を与え
るきっかけとなった節目を転機とし、前節のライフストーリーの小見
出しの前に、転機①  転機②  転機③  とつけた 3 つの時期に分けた。1
つ目は、農業改良普及センターでのグループの結成とここでの学びで
ある。農家に嫁いだ子育て中の女性たちと悩みを共有するとともに、
ハーブと出会い、栽培や加工の技術や歴史等を学ぶ。これを、何かと
うもろこし以外の作物を作りたいと考えていた答えに結びつける。そ
して、農地の一部でハーブを栽培できるように義母を説得し、小さな
規模での商品化に至っている。    
2 つ目は、東日本大震災で夫を亡くし、生活が一転した時期である。
農地売却の危機のなか、代々受け継いできた農地を守りたいという強
い信念は、何とかしなければと思う A さんを行動に駆り立てた。普及
指導員への相談が、もりおか女性センターの起業講座開催の情報につ
ながり、講座の受講により起業を大きく後押しされる。土地を守り続
けていく意思が力となって、ハーブ栽培を本格的に始めることを決め
る。   
3 つ目は、起業後の初めての冬の時期の大きな気持ちの落ち込みか
らの立ち直りであり、立ち直り後には販路や人のつながりも広がって
おり、この際に、起業継続に向けて 1 つの壁を乗り越えたといえそう
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である。    
以下では、これらの 3 つの転機に沿って、エンパワーメントの要素
やこれらに影響を与えている環境要因を少し詳しく見ていく。    
A さんは、農家に嫁ぎ家父長的な規範のなかで子育てと家事に専念
していたが、末子が幼稚園に入園し、日中に子どもが家にいない時間
ができた  転機①  の時期に、家から外に出て自分と同じ子育て世代の
非農家出身の女性とつながることができた。仲間との学習で得たもの
は、ハーブの知識だけではなかったはずである。グループを結成した
年の 1995 年には第 4 回世界女性会議が北京で開催され、国内でも、行
政や NGO 等の女性団体において、男女共同参画推進に向けた機運が高
まってきた時期である。 A さんが言うように、この頃は、農業の分野
では家族経営協定の締結が進められていた。子育てに 1 つの区切りが
ついて外の社会とつながり、ジェンダーにかかわる自分と社会の関係
性に気づき、農家の嫁としてのアイデンティティを再確認し、共通し
た立場にある仲間を得たことは、主体性の獲得や社会参画の第一歩と
いってよいだろう。義母と夫に農地を少し使ってハーブの栽培をした
いと話した際の「私は家の奴隷じゃない」ということばは象徴的であ
る。    
転機①では、県の農業改良普及センターの普及指導員や農政部の職
員が、この時期の農村女性の政策として、個々の非農家出身の子育て
中の農家の嫁に声をかけ、講座受講をきっかけとして集まる機会をつ
くり、グループの結成・活動につなげる大きな役割を果たしている。A
さんのハーブのことをさらに学びたいという希望に対しても、他地域
の研修への参加等、柔軟に対応して、段階的な技術習得の機会を提供
している。   
転機②  においては、東日本大震災での夫の死を背景として、家庭の
中での A さんの主体的な意思決定がなされている。家庭内のジェンダ
ーにかかわる規範が崩れた状況のなか、嫁いで以来抱いてきた農地を
守っていくという思いに対して、売却の危機や義母の身体の不調、ト
ウモロコシの獣害が重なり、普及指導員への相談につながった。受講
した起業講座では、起業としての知識だけでなく、参加者や講師との
交流が資源となっている。    
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だから、そこに行ったのが起業の始まりだったかなと思うんです。
そこで皆さんがハーブティーを飲んで、おいしいと言ってくれて。都
会に出したほうがいいって言ってもらって。そこで後押しをしてもら
ったというか。…自分も必死だったと思う、今思うと。自分もどうし
てやっていこうかって思って、悩んでいたところだったので。自分も
そこにいて、こうやって作ってるんですって、自分もその時は必死で、
たぶん言ってたと思うんですけど。ただ、皆さんがハーブティーを  好
きだった方が、女性の若い方がいっぱいだったので。皆がおいしいか
ら、ぜひって。じゃあ都会に向けてパッケージを変えたほうがいいし、
生産量を増やしてとかっていうお話をもらったり、あとは障がい者、
私がヘルパーをしているということと、ハーブをやるということが、
障がい者とか、いろんな可能性が生まれますねと言ってもらって。  
 
皆でいろいろと話し合いながら、 A さんの強い思いを事業化に向け
て整理していく過程で背中を押されたことがうかがえる。また、講師
が、 A さんのこれまでのキャリアとこれからの起業の内容の関連性に
ついて、また、ハーブを活かした起業を障がい者とをつなげて活動を
地域で広げていく方向性について示唆している。    
背中を押された A さんは、ハーブの栽培・加工・販売によって農地
を守っていくために、その後すぐに起業届を申請し、助成金を活用し
て道具をそろえ、農地のほとんどを使ってハーブ栽培を始めた。   
転機③において、 A さんの気持ちの落ち込みには、先述のように複
合的な背景が関係しているが、その 1 つとして、ジェンダーかかわる
風土や期待等の規範が、マイナスの環境要因としてあったと考えられ
る。つまり、家庭内での夫の不在が、転機②においては、 A さんが起
業に向けて動いていく要因となったが、転機③では、地域のリーダー
候補でもあった家父長の不在のなか、新たなことへの挑戦に対する周
囲の否定的な態度として A さんに影響を与えた。    
このような周囲との関係性はエンパワーメントのマイナスの環境要
因になったが、同じ時期に A さんを支えたのも、義母や子ども、仲間
とのつながりといった人間関係であった。    
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やっぱり、まあどん底まで落ちないば、ダメだったなって。今思え
ば、その時は本当に辛くて、なんでこんなことって思うし、失敗、起
業しなきゃ良かったって、そればっかり思ってたんですけど。そこが
さっきも言ったけど、家族がそうやって守ってくれたおかげで、そこ
をどうにか、その一冬をどうにか過ごせて。春が来て。そこからは本
当にいろんなつながりが急にできてきて。だから今思えば、…それも
あったから、今こうやってがんばれる。    
 
やっぱり眠れないと、同じことをずっと考えて、グルグル責めてた
んですけど。眠れるようになって、少し考える力がでてきた。そした
ら、さんりく未来の仲間が、みんな心配してたんだっていうのがわか
って。こっちに出てきて、お茶を飲もうとか声をかけてもらって。み
んなが心配してたんだって言ってくれて。それで、ああ一人じゃない
んだって。それまで一人で全部起業してから、栽培とかって一人だけ
でずっとしてたので。仲間がいるんだっていうのがわかって。    
 
気持ちが落ち込んで立ち止まった際に、自分の挑戦を応援する人と
のつながりを意識することができたことが、回復の大きな力になった
ことがうかがえる。Grotberg のレジリエンス要因でいうと、家族や仲
間がいるという「 I HAVE」の環境要因が働いた。    
以上のように、起業前後を通して、 A さんが、農家の嫁としての自
分と家族や社会との関係性を理解するとともに主体的に行動し、また
農地を守るために人や支援にアクセスし、人とのつながりのなかで危
機を乗り越え、事業を広げていったことがわかる。個人的・社会的な
状況やジェンダー規範等、様々な要因に規定されながらも、その時々
に資源を利用し、働くこと、生きることを主体的に切り拓いている様
子がうかがえるといえる。また、このプロセスにおいて、さまざまな
強い感情が、 A さんを次の行動へ動かしているが、それらの感情も、
人とのかかわりによって生まれ、変化していることがわかる。 A さん
の場合には、伝統的な家族観を持つ夫や義母を説得してもハーブ栽培
を始めたことや、結婚当初からの農地を守るという信念を貫き通した
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こと、起業の仲間、センター職員等とのつながりに支えられることに
よって、マイナスの感情も含めて前に進む力にしていったこと等、当
初から非認知的なスキルが高かったことに加え、関係性のなかでこれ
らのスキルをうまく維持、あるいは培ってきたといえよう。  
 
4.4.3  A さんの学習、エンパワーメントとコミュニティ形成  
前項までに示した A さんの起業にかかわるエンパワーメントのプロ
セスを、 3 つの転機に沿って整理し、簡素化して示すと表 4-2 のよう
になる。縦軸には、第 2 章の図 2-3 に示した環境要因、社会関係資本、
非認知的要素に加え、「個人への効果 (アウトカム )」「地域への効果 (ア
ウトカム )」を設定した。    
第 1 章で述べたように、本研究では、 1 人の女性の中長期的なキャ
リア形成を通した学びとエンパワーメントのプロセスをみること、ま
た、個人のエンパワーメントとコミュニティへの影響を連続性のある
ものとして捉えることを試みている。先行研究で散見されるような統
計的あるいは複数名まとめた把握、あるいは一時点の状況ではなく、
表 4-2 のように 1 人のライフコースをたどってプロセスをみることで、
個人の主体性や関係性等の時点による変化や、同様の環境要因の時点
により異なる影響等の把握が可能になっていることがわかる。    
転機のプロセスをおってみると、A さんの主体性の獲得や意思決定・
参画には、個人や家族、事業や地域、社会等、異なるレベルや段階が
あることがわかる。また、ハーブを利用した地域づくりや販路の拡大
に関しては、起業前にはやや受動的、消極的であったが、起業後には
能動的な姿勢・態度に変化している。  
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表 4-2  A さんの起業前後の学びとエンパワーメント、および個人 /地域への効果
のプロセス  
 
学びの  
転機  
環 境 要 因  
・ 効 果  
 
→  
 
①農業改良普及
センターでの学
び  
 
 
→  
 
②女性センタ
ーの起業講座
への参加  
 
 
→  
 
③気持ちの落
ち込みと立ち
直り  
 
 
→  
社会的背景   農 村 に お け る男 女 共
同 参 画 推 進 (家族 経
営 協 定 等 ) 
東 日 本 大 震 災  
復 興 支 援  
女 性 対 象 の 復興 支 援  
復 興 支 援  
女 性 対 象 の 復興 支 援  
 
個人的背景  農 家 の 嫁  
家 事・育 児 専
念  
農 家 の 嫁 の 現状 や ジ
ェ ン ダ ー の 問題 を 学
ぶ (末 子 幼 稚 園入 園 ） 
訪 問 ヘ ル パ ーと し て
働 く (末 子 中 学生 ～ ) 
夫 の 死  
農 地 売 却 の 誘い  
ト ウ モ ロ コ シの ダ メ
ー ジ  
精 神 的 な 不 安→ 回 復  
規範・制度  農 家 の 嫁 と
し て の 立 場 ・
役 割  
伝 統 的・封 建
的 風 習  
農 地 を 少 し 使っ て ハ
ー ブ 栽 培 を した い と
義 母 に 相 談 →夫 の 反
対 → 夫 と 義 母を 説 得  
夫 に 代 わ り 家・ 農 地
を 守 る  
 
伝 統 的 な 地 域の 慣
習・意 識 (夫 不 在 での
新 た な 行 動 への 批 判
的 態 度 ) 
物理的・  
経済的資源  
 農 地 で の ハ ーブ 栽 培  
(5 ア ー ル ) 
ハ ー ブ 栽 培 ・加 工 の
技 術  
農 地 で の ハ ーブ 栽
培・加工 (50 ア ール ) 
ビ ニ ー ル ハ ウス ・ 乾
燥 台 (県 の 助 成 ) 
県 (情 報 提 供 、賞 授
与 、 商 品 の 活用 ・ 販
路 拡 大 支 援 、商 品 開
発 支 援 ) 
 
社会関係資
本 (人のつな
がり、支援 ) 
 農 業 改 良 普 及セ ン タ
ー (参 加 誘 い 、講 座 ) 
「 キ ャ ロ ッ トの 会 」
結 成 ・ 活 動  
県 農 政 課 (研 修 、補 助
金 ) 
D さ ん (商 品 化勧 め
る ) 
 
農 業 改 良 普 及セ ン タ
ー (つ な ぐ ) 
さ ん り く 未 来推 進 セ
ン タ ー の 職 員・ 講 座
参 加 者  
も り お か 女 性セ ン タ
ー の 職 員 ・ 講座 参 加
者  
 
家 族 や 起 業 仲間 等 の
支 え  
起 業 仲 間 (見 守る ) 
も り お か 女 性セ ン タ
ー (見 守 る ) 
販 路 拡 大 に 向け た つ
な が り (県 職 員、ホテ
ル シ ェ フ 等 ) 
感情・信念・ 
ｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨ 
代 々 守 ら れ
て き た 農 地 を
守 っ て い く  
ハ ー ブ 栽 培 を勉 強 し
た い  
「 私 は 家 の 奴隷 じ ゃ
な い 」  
ハ ー ブ テ ィ ーを 喜 ん
で も ら う う れし さ  
農 地 を 守 り たい  起 業 は 失 敗 だっ た
(不 安 ・ 後 悔 ) →  一
人 で は な い 、仲 間 が
い る  →  他 の人 の 被
災 の 苦 し み もわ か っ
て あ げ ら れ る  
 
 
個人への効
果 (アウトカ
ム ) 
 
 
 ハ ー ブ 栽 培 ・加 工 技
術 の 取 得  
「 潮 風 の ハ ーブ テ ィ
ー 」 商 品 化  
道 の 駅 で の 商品 販 売  
起 業 ノ ウ ハ ウの 獲 得  
起 業  
起 業 に か か わる 人 ・
機 関 の つ な がり  
ハ ー ブ の 商 品化 ・ 販
売  
社 会 性 の 志 向  
農 地 の 有 効 活用  
ハ ー ブ 販 売 によ る 収
入  
様 々 な 人 ・ 機関 と の
つ な が り  
子 ど も 世 代 への 土 地
の 引 き 継 ぎ (将来 ) 
イ ン ク ル ー シブ な 社
会 性 の 志 向  
地域への効
果 (アウトカ
ム ) 
 身 近 な 人 へ のハ ー ブ
提 供  
小 中 学 校 で の体 験 学
習 の 提 供  
宮 古 駅 で 観 光客 に ハ
ー ブ テ ィ ー を提 供  
 
 障 が い 者 、 被災 女 性、
シ ン グ ル マ ザー 等 の
交 流 の 場 づ くり  
市 の 特 産 物 とし て の
販 売 ・ 地 域 の活 性 化  
障 が い 者 の 雇用 (将
来 ) 
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起業後には、ハーブを介した人や機関とのつながりも段々と広がり、
D さんや女性センターの講師等、個人の活動と地域づくりをつなげる
視点を持つ人からの誘いや示唆が、 A さんの社会性を志向する活動を
支えているといえる。また、 A さんの介護ヘルパーの仕事の経験、被
災の経験、女性センターの講座を受けたことでできた人とのつながり
等、複数の経験が重なり、結果として様々な人が集まることができる
ハーブを活かした場づくりを行うようになっている。このようにみる
と、 A さんが起業に向けてパワーとエージェンシーを獲得し、起業に
おいて社会性を志向するに至ったプロセスには、仲間や行政職員、女
性センター職員等のつながりや働きかけがあり、 A さんもまた、人や
機関との関係性を築き、他者に共感し、つながりをうまく活かしてい
く力があった (あるいは培ってきた )ことが大きく影響していることが
わかる。行政や女性センターの働きかけについては、後でもふれる。  
 
経済性と社会性の志向    
女性のエンパワーメントの重要な要素である経済性の向上について
はどうであろうか。これまでに、 A さんは、ハーブの知識を得るため
に県主催の講座を受講することに始まり、商品化に向けた助成を県か
ら受けたり、パッケージや事業展開にかかわる助言を、もりおか女性
センターやさんりく未来推進センターから受けてきた。そしてこれら
の資源をもとに、ハーブティーを市場で売る競争力を養い、経済性の
向上をめざして取り組んできた。 5 アールから始めたハーブ栽培を、
震災後に 50 アールに広げ、盛岡市のホテルのシェフ等、様々な人との
つながりから、販路が広がってきている。現在のところは売上で生活
していくまでには達していないが、県の制度を活用して新たなパッケ
ージの開発や販路の開拓等を積極的に進め、徐々に上昇しているとこ
ろである。周りでは、農地を手放す家が多いなか、A さんは、3 人の子
どものうちいずれかに農地を受け継いでもらいたいと、漠然とではあ
るが考えている。そのためにも、今は長期的な視点を持って経済性の
向上を図り、ハーブの栽培・加工・販売で生活できるような基礎をつ
くっていきたいと思っている。    
この一方で、ハーブを活用した場づくりにも力を注き、前節までに
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見たように、様々なネットワークを活かして活動を広げている。これ
らは、起業活動のコミュニティへの社会的効果 (アウトカム )として捉
えられる。このような必ずしも経済性の向上に結びつかない社会的な
活動については、既に農村女性起業の研究において「経済的な価値の
範疇外」 (藤井  2011)やビジネスを志向する価値観と対比させた「志」
(宮城  2014)といった社会性を志向する活動として論じられている。ま
た柏尾珠紀 (2014)は、滋賀県内の農村女性たちが、直売所で農産物を
売ることで得たお金で栽培面積を増加させた結果として、販売額を上
げずに近隣や知人への贈与行為を補強しているという興味深い聞き取
りを行っている。講座の開催やネットワーク形成の支援、補助金の交
付等、学びや活動の後押しをする公共機関等は、個々の女性の状況に
即した経済的自立を重視しつつ、この社会性を志向するバランスにも
着目して丁寧に支援し、連携していくことが、持続可能な地域をつく
ることにつながっていく可能性が大きいといえるだろう。  
 
4.5 もりおか女性センターの事例にみる男女共同参画センター等に
よる女性の起業支援の意義と課題  
A さんのエンパワーメントのプロセスには、人との関係性が大きく
影響している。活動を前進させた主なつながりとして、公的機関の職
員 (農業改良普及センター、県 (農政部、商工労働観光部等 )、さんりく
未来推進センター、もりおか女性センター等 )、ハーブティーをそれぞ
れの活動に活かしたり協働しようとする地域の人たち (タクシー会社
社長の D さん、盛岡市内ホテルのシェフ、障がい者支援の NPO 法人、
シングルマザー支援にかかわる人、被災地支援にかかわる人等 )、起業
を通した仲間 (さんりく未来推進センターの起業仲間、もりおか女性セ
ンターの起業支援の関係者等 )が挙げられる。公的機関とのつながりも、
組織ではなく担当者とのつながりであり、補助金やコンテストの公募
や研修の機会等の情報を直接届けてくれる関係性ができている。 A さ
んを支援する公的機関の担当者も、「支援者」―「支援の受け手」とい
うだけの関係ではなく、 A さんとつながることで、震災復興を含むよ
りよい地域をつくっていこうといった思いを持つ「互酬性」のネット
ワークでつながっている。農業分野では、先行研究でも、社会的に不
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利な立場に置かれてきた女性に対して、行政がエンパワーメントの後
押しをする役割が示されている (坪井 2013; 藤井 2011)が、特に現在は、
6 次産業化の推進や女性起業の支援、復興支援等、支援が充実してき
ていることが、 A さんの活動の追い風になっている。    
これらは、社会関係資本の観点からは、いわゆる橋渡し型の「弱い
紐帯」によるネットワークといえる。一方、事例では、結束型の「強
い紐帯」のなかには、地域に根づく規範や性別役割分担意識によって
マイナスの環境要因としてつながる紐帯があることが確認された。社
会関係資本を「心の外部性を伴った信頼・規範・ネットワーク」と定
義づける稲葉陽二 (2012)が、「外部不経済な」社会関係資本として議論
するところの「好ましくない」つながりである。 A さんの場合、農地
でハーブを栽培したいと家族に話したが初めは反対された。この時に
は、家族のなかでの関係性への違和感を素直に話して交渉した。起業
した際の近隣との関係については、家族の応援や弱い紐帯の仲間を得
ることにより、このようなディスエンパワーメントの紐帯を断ち切る
ことができ、前に進んできたといえよう。  
A さんの起業をプロセスとしてみることで、男女共同参画センター
等の公的機関の働きかけは、①ジェンダーの視点を持ったアプローチ、
および②教育的なアプローチという 2 つの方向性において、きめ細か
く、継続的で、地域でのネットワークを有効に活用したものであるこ
とが重要なのがわかる。ジェンダーの視点からは、例えば転機③にお
いて、女性センター職員が気持ちの落ち込む A さんを陰で支えたよう
に、女性は起業した後も、ジェンダーにかかわる家族や周囲、地域と
の関係性を背景として継続が困難になる問題が発生しやすいことを考
慮し、起業講座の開催だけでなく、その後の起業者の生活や事業の継
続にも目を配ることが必要となる。    
また、 A さんが起業による個人の課題解決だけでなく、コミュニテ
ィアプローチによる福祉的な領域ともいえる場づくりを志向するまで
を中長期的に後押しをしている。これらは、持続可能な社会づくりに
向けて、ジェンダーや多様性を重視するコミュニティを形成するため
に、公的機関等が個人の学びをどのように支援していけばよいかを示
唆するものとなっている。  
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本章前半でみたように、男女共同参画センターで行う起業支援は、
起業のためのノウハウよりも、起業をするにあたっての自分のキャリ
ア形成や家族とのかかわり等、一人ひとりの女性の気づきや主体形成
を重視しており、この点で、従来の女性の学習を受け継いだものと言
える。他の起業支援機関とは異なり、地域経済の活性化のための利潤
追求を最優先せず、女性のエンパワーメントに重きを置いている点に、
男女共同参画センターにおいて起業支援を行う大きな意義があると言
える。  
さらに、教室の中の学習に留まることなく、経済的自立を含めたエ
ンパワーメントや、学習を活動や社会参画の実践につなげる支援をし、
起業を通してジェンダーの視点や多様性を重視した包摂的な視点から
地域づくりを担う人材の発掘・養成と、養成した人材の活動を継続し
て支援するところにも、今日的な意義があろう。  
第 3 章で見たように、男女共同参画センターは、女性の学習の拠点
というだけでなく、男女共同参画の地域づくり、社会づくりの拠点と
いう大きな役割を持っている。個人が主体性や関係性を築きつつ、同
時に地域力を高めていくアプローチでは、「支援者の役割は、広い意味
での教育者」 (高橋 2013： 81)であることが重要となる。起業を通した
地域づくりは、社会性を志向する支援だけでなく、いかなる社会性を
志向するかが問われており、ここに社会教育的なアプローチの意義が
あるといえるだろう。  
 
4.6 小括  
本章では、東日本大震災において夫を亡くす経験を経て、ハーブの
栽培・加工・販売の起業をし、販路を広げるとともに、障がい者や女
性が集まることのできる場づくりを行う 1 人の女性を事例として、起
業にかかわる学びを通して、女性がどのように主体性を獲得していく
のか、その過程でどのように環境要因に影響を受けているのかついて
検討した。また、起業を通した個人のエンパワーメントと地域への効
果を、連続性を持ったプロセスとして捉えることを試みた。    
本章で明らかにしたことは、以下 3 点にまとめることができよう。1
つ目に、 A さんは、ジェンダーの規範等の環境に規定されながらも、
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主体性や関係性を築きながら、エンパワーメントを獲得していったこ
とである。個人のライフコースにおける転機をキャリア形成に沿って
みることで、学びのプロセスにおける環境要因の違いや変化等も明ら
かになった。 A さんにとって、起業を通した学びとは、労働の場の学
びにとどまらず、震災による大きなライフコースの変化を経た、生き
るための学びのプロセスであったといえるのではないだろうか。 2 つ
目に、このように A さんが主体性や関係性を築くにあたり、農業普及
センターや女性センター等の教育的なアプローチが、起業における社
会性の志向を強くするだけでなく、いかなる社会性を志向するのかに
大きく影響していることが示された。3 つ目に、A さんのエンパワーメ
ントは 1 人で達成していくものではなく、行政や仲間等の関係性のな
かに捉える必要があること、またこのような社会関係資本が幾重にも
重なる時に、 A さん自身がエンパワーメントしていくとともに、自身
のエンパワーメントを多様な人々が暮らしやすいコミュニティ形成に
結びつけていく可能性が広がることが示唆された。    
 
 
【注】
                                                   
１  本章は、国立女性教育会館 (2016, 2017)が実施した平成 27 年度「女性関
連施設に関する調査研究」の一環として行った調査研究の成果を一部活用
し、執筆した。また、飯島 (2016, 2017b)をもとに大幅に加筆修正を加え
た。  
２  例えば、 2012 年の日本の開業率 4.6％に対して、フランスは 15.3％、イ
ギリス 11.4％である（ 3－ 2－ 7 図参照）。  
３  1992 年の「農山漁村の女性に関する中・長期ビジョン懇談会報告」で「農
村女性起業」ということばが初めて使われている（齋藤 2010）。  
４  中小企業庁 (2014) 第 3-2-5 図参照。  
５  中小企業庁 (2014)  第 3-2-3 図参照。  
６  「女性関連施設データベース」は、国立女性教育会館が、全国の男女共同
参画センターや、働く婦人の家、農村婦人の家等の概要や事業を調査し、
データベース化したもの。 http://winet.nwec.jp/sisetu/ 
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７  山口県、広島県の女性の起業支援の内容は、インタビューを実施した 2015
年度現在のものである。  
８  もりおか女性センターの調査は、起業支援事業についての職員へのインタ
ビューを 2015 年 10 月に、「女性起業芽でる塾実践編」（盛岡市）の聴講を
2016 年 7 月に行った。なお、もりおか女性センターの調査および A さん
への第 1 回目のインタビューは、国立女性教育会館が実施する調査研究の
一環として行った。  
９  A さんへのインタビューは、もりおか女性センターに起業講座修了生を紹
介してもらい、第 1 回目を 2016 年 8 月、第 2 回目を 2017 年 3 月に、A さ
んの自宅の敷地内にある作業場にて行った。  
１０  参考資料： 岩手県農業改良普及会「かがやく女性たち――ハーブで豊
かな生活を楽しむ」『農業普及』 2004 年 10 月号 VOL666、家の光協会「潮
風の中で育てる癒しのハーブ」『家の光』東日本版 2016 年 2 月  
１１  三陸沿岸の被災地を中心とした起業支援を目的として、2013 年 5 月に設
立された。  
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第 5 章 事例研究 2: 漁村女性の活動とコミュニティ形成  
 
 
5.1 問題の所在  
人口減少や高齢化の傾向が著しい農村漁村の活性化は地方創生の要
の 1 つであるため、女性は、6 次産業化等の担い手として期待されてお
り、地域差はあるものの農林水産分野において働く女性への支援の取
組が進められており、女性活躍推進法に基づく「地域女性活躍推進交
付金」等による取組の加速も進みつつある。しかしながら、それらは
主に女性農業者に対する支援であり、農業分野に比べ、漁村女性の支
援は不十分であり、その現状も明らかにされていない。農業に携わる
女性の活動や起業等についての研究や事例紹介は散見されるが、漁業
女性について取り上げたものは少ない。また、漁業分野においては、
漁協役員等、地域における女性の意思決定過程への参画が特に進んで
いないという大きな課題がある。  
このようなことから、本章では漁業分野に焦点をあてる。女性のエ
ンパワーメントには意思決定過程への参画が不可欠であることから、
この課題の考察のために、個人の活動とともに、関連する施策や地方
公共団体の役割といったガバナンスのあり方についても探る。次節以
降ではまず、漁業分野における女性活躍推進と男女共同参画にかかわ
る施策の位置づけや方向性を確認し、次に、漁村女性や漁協女性部の
現状や課題を概観する。その上で、漁村女性へのきめ細かな支援を行
っている山口県の事例を取り上げ、道の駅でのレストラン経営や雑魚
の加工・販売等を行う株式会社を設立した山口県内の漁家女性の事例
通して、漁村女性のエンパワーメントとコミュニティ形成について検
討する１。  
 
5.2 漁業分野における女性活躍推進および男女共同参画推進の施策  
本節では、女性活躍推進と男女共同参画の 2 つの施策の内容につい
て、漁業分野を中心に見ていき、漁村女性支援の政策的な位置づけを
確認する。   
国による女性活躍推進施策は、 2012 年頃から、経済政策の戦略とし
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て強く位置づけられるようになっている。 2012 年 6 月策定の「女性の
活躍推進による経済活性化」行動計画には、「我が国経済社会の再生に
向け、日本に秘められている潜在力の最たるものこそ『女性』であり、
経済社会で女性の活躍を促進することは、減少する生産年齢人口を補
うという効果にとどまらず、新しい発想によるイノベーションを促し、
様々な分野で経済を活性化させる力となる。」 (女性の活躍による経済
活性化を推進する関係閣僚会議 2012:1)とあるように、経済政策を目的
とした「手段」として、女性活躍推進が明確に位置づけられている。
この計画での農林水産省を担当府省とする取組は、農業にかかわる記
述に限られている (方針決定への企画・立案段階からの参画の促進、女
性農業経営者の支援・ネットワークづくり等の推進 )。  
女性活躍推進にかかわる施策は、以降、政権が交代した後も、国の
成長戦略の中核に位置づけられている (飯島 2017a)。2014 年 10 月には、
内閣にすべての国務大臣を本部員とする「すべての女性が輝く社会づ
くり本部」が設置され ２、「すべての女性が輝く政策パッケージ」が取
りまとめられた。当本部において 2015 年から年 1 回策定されている「女
性活躍加速のための重点方針」 (すべての女性が輝く社会づくり本部  
2015、 2016、 2017)をみると、農林水産分野の記述が、徐々に具体的、
個別的になっている。2015 年は農業分野のみ (農業委員、農業協同組合
の役員等に占める女性割合の増加、女性農業経営者のネットワークの
強化等 )であったが、 2016 年には農林水産分野に共通する取組 (女性リ
ーダー育成、職場環境の整備等 )と農業分野の取組 (農業法人等の取組
の推進 )、そして 2017 年に初めて漁業分野に特化した記述が含まれる
ようになっている。この中では、以下のように、主に 6 次産業化にか
かわる活動と成果報告の支援が示されている一方、農業分野にあるよ
うな意思決定過程への参画については言及されていない。  
 
漁村女性や女性漁業者が中心となって取組む特産品の加工開発、直売
所や食堂の経営等の実践活動の支援や、実践活動に向けた研修会や優良
事例の成果報告会の開催等の支援等、漁業・水産業の分野における女性
を中心とした活動や男女共同参画による活動の企画立案、地域での実践、
成果の公表等のあらゆる場面において支援を行い、漁村地域における女
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性の活躍を推進する。 (p.14) 
 
また、 2016 年 4 月には「女性の職業生活における活躍の推進に関
する法律」 (女性活躍推進法 )が施行されたが、これは事業主の行動
計画の策定・公表等の義務づけ等が主な目的となっており、基本方
針にも「女性の参画が少ない分野での就業支援」の項目に農林水産
業がわずかに触れられているのみである。  
これに対し、男女共同参画の推進にかかわる施策として、基本計画
を確認しておきたい。「男女共同参画社会基本法」施行翌年の「男女共
同参画基本計画」 (2000 年 12 月閣議決定 )では、「 4 農山漁村における
男女共同参画の確立」の項に、「農業協同組合、森林組合及び漁業協同
組合等の運営に女性の意思を反映させるため、役員や農業委員への女
性の登用や方針決定過程への参画を促進する」と示されており、この
農林水産分野に共通した意思決定過程への女性の参画の推進について
は、第 4 次男女共同参画基本計画 (2015 年 12 月閣議決定 )までの各計画
において掲げられている。また、「固定的な性別役割分担意識の是正」
や「女性の経済的地位の向上」も、すべての計画を通しての取組とな
っている。「男女共同参画基本計画」から「第 3 次男女共同参画基本計
画」(2010 年 12 月閣議決定 )では、「『個』としての主体性の確保」とい
う表現が使われ、「農山漁村に暮らす男女が、自分の生き方を自由に選
択し、自分の人生を自分で設計・実現していくことができるようにす
る」ための支援の必要性が示されている ３。この「『個』としての主体
性の確保」は、個人のエンパワーメントのための重要な概念であり、
固定的な性別役割分担意識が根強い地域においては特に大切であると
いえよう。  
「第 3 次男女共同参画基本計画」(2010 年 12 月閣議決定 )の第 6 分野
「活力ある農山漁村の実現に向けた男女共同参画の推進」では、「林業
者や漁業者にも家族経営協定の普及推進を図る」「女性認定農業者や女
性指導農業士、女性指導漁業士等の育成を図る取組を展開するととも
に、融資、税制等経営参画に係る知識の普及等を推進する」「漁家経営
の改善を図るため、起業的取組を行う漁村女性グループの取組を支援
し、優良な取組の全国への普及を図る」といった漁業分野についての
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具体的な施策が複数挙がっている。ただ、第 3 次の基本計画から設け
られている各分野の成果目標としては、 4 次の基本計画 (2015 年 12 月
閣議決定 )とともに、「農業委員に占める女性の割合」と「農業協同組
合の役員に占める女性の割合」および分野を特定しない「家族経営協
定の締結数」に限られており、漁業分野に関する具体的な成果目標は
設定されていない。  
次に、水産基本法 (2001 年 6 月制定 )では、第 28 条に「女性の参画の
促進」として、以下のように示されている。  
 
国は、男女が社会の対等な構成員としてあらゆる活動に参画する機会を
確保することが重要であることにかんがみ、女性の水産業における役割を
適正に評価するとともに、女性が自らの意思によって水産業及びこれに関
連する活動に参画する機会を確保するための環境整備を推進するものと
する。  
 
翌年の 2002 年から 5 年ごとに策定されている「水産基本計画」にも、
毎回「女性の参画の促進」の項目が設定されており、漁獲物の加工・
販売や漁村コミュニティにおける様々な活動の支援・促進について講
じている。 2007 年策定の計画からは「漁業協同組合の役員への登用等
の具体的な参画目標の設定及びその達成に向けた普及啓発を推進する」
という役員登用への記述がなされているが、2012 年策定の計画では「政
府の男女共同参画に関する目標の達成に向け、漁協系統組織における
女性役員の登用についての自主的な目標設定及びその達成に向けた普
及啓発等の取組を推進する」、 2017 年策定の計画では、「漁村・水産業
分野の特性を踏まえつつ、政府の第 4 次男女共同参画基本計画 (平成 27
年 12 月 25 日閣議決定 )に関する目標の達成に向け、漁協系統組織にお
ける女性役員の登用についての自主的な目標設定及びその達成に向け
た普及啓発等の取組を推進する」と、「自主的」な取組とする記述に留
まっている。  
以上の施策の検討、比較から、①女性活躍推進は、農業分野の取組
が中心ではあるが、直近の重点方針には漁村女性の活動支援について
も言及されていること、②男女共同参画の施策には、政策・方針決定
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過程への参画や「個」としての主体性の確保、固定的な性別役割分担
意識の是正等が初回の基本計画策定時から含まれていること、しかし
ながら、農業分野とは異なり、役員登用等の具体的な成果目標は設定
されていないこと、また、③水産基本法や水産基本計画は、男女共同
参画の理念に則って活動支援や役員登用について記載されているが、
役員登用は自主的な取組に委ねられていること等が確認された。  
 
5.3 漁業分野における女性の現状  
次に本節では、漁村女性および漁業協同組合 (以下、漁協 )女性部の
現状について見ていきたい。  
漁家の女性の多くは、漁協女性部に所属して活動してきた。漁協女
性部は、 1950 年前後に漁家の生活と営漁の計画化をめざして、漁協の
信用事業と連携した貯蓄推進運動を発端として全国に広がった ４。2017
年 4 月 1 日現在、全国 670 組織に部員 35,960 人が加入して活動してい
る (全国漁協女性部連絡協議会 2017)５。なお、女性部の組織数の最多
は 1987 年の 1,415 組織、部員数の最多は 1961 年の 226,664 人であり、
ピークと比べるとかなり減少していることがわかる (藤田 2016)。これ
らの減少は、女性部特有の課題ではなく、人口減少や高齢化による漁
村の過疎化や漁獲量の減少、漁業者の減少等と連動しており、漁業分
野全体の共通する課題である。しかし一方で、女性部に所属しない若
い女性や、漁家であっても漁業以外のパートタイムの仕事に就く女性
も増えており、部員減少への対処の 1 つとして、このような女性たち
に活動の魅力を伝え、加入者を増やすための工夫も必要となっている。
このような女性の生活の多様化とも関連することとして、小泉聡美・
山下成治 (2011)は、かつては半強制的であった加入が、今では任意と
なっていることも、部員の減少と高齢化に影響していると分析してい
る。また、一世帯につき部員 1 名という慣習も、部員加入を増やす妨
げとなっている。   
漁協女性部の活動は、上述の貯蓄推進活動から、天然原料使用の石
けんの普及活動や海浜清掃活動、植樹活動、体験教育活動等の環境保
全および魚食普及活動や水産物加工、食堂事業等の水産物の消費拡大
に広がり、生活や環境、教育、経済活動等、多様な領域にわたって漁
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協や漁村全体にとって重要な役割を果たしてきた (田口 2017)。前節で
示したように、近年は第 6 次産業化にかかわる女性の活動とその支援
も活発になっており、市場に出回らない低利用・未利用魚の加工品開
発・販売や食堂経営等、地域の経済活動への貢献度もさらに高まって
いると考えられる ６。  
漁業分野における男女共同参画の視点からの重要な課題は、このよ
うな地域への多大な貢献にもかかわらず、漁村女性たちは、漁村にお
ける意思決定過程にはほとんど参画していないことにある。さらに、
統計上の「漁業就業者」は、「海上作業」の従事者を指す ７ため、漁獲
に直接かかわらない陸上の作業を行う女性は、漁村の構成員でありな
がら漁業に携わる者としてカウントされず、見えない存在とされてき
た８  (中道 2008b)。  
意思決定に参画できない要因として、漁業者の代表的組織であり、
漁業権の所有・管理と経済事業の実施の役割を持つ漁協の正組合員に、
女性が非常に少ないことがある。漁協において政策・方針決定過程に
参画するためには、正組合員である必要があるが、漁獲権利との関係
から、通常、組合員は一戸に 1 名に限られており、結果として男性が
組合員になっている (中道 2008a; 副島 2008)。漁協女性部は、漁協の
組合員でなくても加入できるため、ほとんどの女性は、漁協女性部の
みに所属して活動を行っている。「平成 27年度  水産業協同組合統計表」
(都道府県知事認可の漁業協同組合の職員に関する一斉調査 )によると、
2015 年の正組合員数 (144,305 人 )に占める女性組合員 (8,071 人 )の割
合は、5.6%となっている (調査組合数 948)。また、表 5-1 に示すように、
漁 協 の 役 員 数 も 極 め て 少 な く 、 役 員 全 体 に 占 め る 女 性 の 割 合 は 、
0.52%(9,537 人のうち 50 人 )９、女性役員がいる組合数は、調査組合数
948 のうち 42 (4.43%)となっている。都道府県別にみると、調査組合
数が 1 以上の都道府県 40１０ のうち、約半数の 19 都道県はすべての組
合に女性役員がおらず、女性役員がいる 21 県も、組合数としては多く
て 5、女性役員の割合は、 1%前後に留まっている。   
以上のような漁村女性や漁協女性部の状況を踏まえ、全国漁協女性
部連絡協議会では、 2016・ 2017 年度には、男女共同参画の推進と部員
の高齢化・減少対策を重点項目と位置づけて活動している。男女共同
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参画の推進としては、各漁協の役員と女性部役員との懇談会実施の推
進や、各漁協・漁連・信漁連の理事会、総会への女性代表の出席の要
望等、女性の意思決定過程への参画に向けた段階的な取組を行ってい
る。部員の高齢化・減少対策としては、「 JF 全国女性連フレッシュ・ミ
ズ部会」を立ち上げ、各都道府県の漁協女性部連絡協議会から推薦さ
れた 50 歳以下の部員が交流し、力量形成する機会をつくるほか、一世
帯で複数の女性の加入を推奨するなどの活動を行っている (全国漁協
女性部連絡協議会 2017)。  
女性の役員登用の推進は、前節で見たように施策としても挙がって
はいるが、表 5-1 に示したとおり、現状は極めて厳しく結果が出てい
ない。漁協女性部による女性からの働きかけや、伝統的な性別役割分
担の慣習が根強く残る漁協等の各組織による「自主的」な取組に任せ
ていたのでは到底、進まないことが想像できる。重茂漁業協同組合女
性部部長であり岩手県漁業協同組合女性部連絡協議会会長でもある盛
合敏子 (2013)は、震災後の漁業とコミュニティの復興に向けて、女性
の意思決定過程への参画の現状について、次のように明確な説明をし
ている。   
  
女性の労働なしには漁業は成り立たない。それはみんな分かってい
る。しかしそのことが、漁業のあり方、復興のあり方に関して女性の
意見を聞くということにはつながらない。私たち漁協女性部は、県や
市、重茂の催し物に参加し、活動していますが、あくまでも漁協の下
部組織という位置づけです。ですから、私は漁協女性部部長、漁協女
性部連絡協議会会長という役職にありますけれど、漁協の方針決定の
場に出席することはまずありません (p.71)。   
 
地域における様々な領域の実践において女性たちが地道に活動する
一方で、地域づくりにかかわる意思決定は、そのような女性たちの意
見を反映することなく進められてきた。この現状が、地域活性化や災
害の復興に向けて、女性たちの地域への貢献度がますます高まるなか、
さらに大きな矛盾を孕む状況となっている。漁業分野は、この傾向が
特に顕著であり、かつ対策を講じていない領域といえる。  
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表 5-1 2015 年度  漁業協同組合役員数  
 
出典：水産庁「平成 27 年度水産業協同組合統計表」より作成   
注  1：女性役員のいる都道府県のみ記載    
   2 「 -」は 0 人（該当者なし）または不明を示す   
 
5.4  山口県の漁村女性支援１１  
本節では、早くから女性に特化した支援を行っている山口県の取組
を事例として考察する。同県における農山漁村女性支援は、男女共同
参画基本法施行前の 1995年に担当室の設置や中長期ビジョンの策定を
行っており、農山漁村女性の地域向上や社会参画を趣旨とし、国や県
の男女共同参画推進にかかわる計画や条例等の理念にもとづいた施策
が行われている。男女共同参画の推進の視点から、その特色として、
①庁内外の連携による推進体制の充実、②漁業分野も含めた具体的な
指標の設定、③個々の女性の活動をきめ細かく支えるしくみの 3 点を
挙げることができる。以下、これら 3 点にそって概観する。   
 
庁内外の連携による推進体制の充実  
同県では、 1995 年に、農林部内に「農村女性・むらおこし推進室」
を設置し、同年 8 月に、山口県農山漁村女性連携会議 (以下、連携会議 )
うち女性
(人）
うち女性
(人）
うち女性
(人）
うち女性
(人）
うち女性
(人）
女性割合
(%)
うち女性
役員がい
る組合数
全国計 423 5 6,633 20 15 - 2,466 25 9,537 50 0.52 948 42
岩手 11 - 204 - - - 75 2 290 2 0.69 24 1
福島 5 - 52 - - - 12 1 69 1 1.45 5 1
茨城 3 - 115 1 - - 33 - 151 1 0.66 14 1
千葉 14 - 223 1 - - 78 - 315 1 0.32 31 1
神奈川 4 - 153 2 - - 55 1 212 3 1.42 24 3
富山 1 - 94 1 - - 29 - 124 1 0.81 10 1
福井 5 - 119 1 - - 39 2 163 3 1.84 13 2
三重 13 - 119 - - - 43 1 175 1 0.57 18 1
滋賀 1 - 147 - - - 55 2 203 2 0.99 26 2
和歌山 12 - 156 1 1 - 57 - 226 1 0.44 22 1
広島 15 - 358 2 - - 147 5 520 7 1.35 58 4
山口 7 - 101 1 1 - 37 1 146 2 1.37 15 2
徳島 5 - 198 2 - - 80 2 283 4 1.41 33 2
香川 5 1 258 - - - 92 - 355 1 0.28 36 1
愛媛 48 - 367 3 - - 138 1 553 4 0.72 53 3
高知 9 1 148 1 - - 53 2 210 4 1.90 21 4
長崎 55 3 477 1 2 - 184 1 718 5 0.70 68 5
熊本 8 - 278 - - - 100 1 386 1 0.26 37 1
宮崎 10 - 126 3 - - 56 - 192 3 1.56 20 3
鹿児島 7 - 296 - - - 111 2 414 2 0.48 47 2
沖縄 20 - 224 - - - 96 1 340 1 0.29 35 1
常勤監事 非常勤監事 調査組合数常勤理事 非常勤理事 合計
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の提言を受け、農林水産業・農山漁村で働き暮らす女性の行動指針と
なる「山口県農山漁村女性に関する中長期ビジョン」(以下、中長期ビ
ジョン )を策定、農山漁村女性の地位向上や女性の社会参画に積極的に
取り組んできた。 2006 年 4 月には、農林部と水産部が統合され、農林
水産部となったことから、農山漁村女性の地位の向上および能力発揮
等に関する施策の総合調整を図り、農山漁村女性対策を強力に推進す
るため、農林水産部内に「農山漁村・女性対策推進室」を設置した。  
上述の連携会議は、「農山漁村女性の社会参加の促進と地位の向上を
図るため、女性の役割開発に必要な知識、技術に関する学習会の助長
及び農林漁業に従事する女性団体の相互連携を図る」ことを目的に、
1988 年に設置された。中長期ビジョンの策定にあたっては、連携会議
において実態調査の実施や検討会を開催し、策定後も啓発・推進のた
めの活動を行っている。加入団体は以下の 10 団体である。  
 
山口県農山漁村女性連携会議  構成団体  
県  JA 女性組織協議会  
県漁業協同組合女性部  
県生活改善実行グループ連絡協議会  
県農家生活改善士会  
県漁村生活改善士会  
県林業研究グループ連絡協議会女性部会  
やまぐち女性畜産連合会  
県酪農青年女性会議  
やまぐち女性農業委員の会  
やまぐち農山漁村女性起業ネットワーク  
 
さらに、 2007 年度以降は、「女性が輝く農林水産業づくり推進事業」
において県内の体制を整え、中長期ビジョンの実現の加速化を図って
いる。本事業では、県内農林事務所全 8 地区ごとに農山漁村男女共同
参画推進会議等を開催し、地域の実情に応じたビジョン達成に向けた
実践計画を作成、また「農山漁村女性のつどい」等の啓発イベントを
開催している。  
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同県では、「山口県男女共同参画推進条例」 (2000 年 10 月施行 )に基
づき、現在は「第 4 次山口県男女共同参画基本計画」(2016 年 3 月策定 )
に則って男女共同参画にかかわる施策が進められている。また、この
計画の一部は、「女性活躍推進法」に基づく都道府県推進計画として位
置づけられている。男女共同参画推進のための横断的な庁内連携の体
制としては、本部長を知事、本部員を部局長とし、幹事会のもとに関
係課が置かれた「男女共同参画推進本部」が、 1995 年に設置されてい
る。 2014 年度には、この庁内横断組織の中に「女性活躍推進プロジェ
クト・チーム」を設置した。これらの他に、 2000 年度から開始された
体制として、「男女共同参画推進マトリックス組織」があるのが特徴的
である。男女共同参画推進に特に関係する部局担当課の主査あるいは
課長補佐が、男女共同参画課に兼務または併任職員として配属される
が、農林水産政策課も担当班長が兼務となっている。兼務または併任
職員は、男女共同参画審議会にオブザーバーとして参加や、基本計画
推進のための会議の出席、男女共同参画フォーラム開催の際の運営メ
ンバーとしての職務等がある。   
 
農業・漁業それぞれの具体的な指標の設定  
施策の推進にあたっては、行動指針として中長期ビジョンを策定し
て明文化することによって、農山漁村女性のめざす姿の共有を図って
いる。現在は、1995 策定の中長期ビジョン、2006 年策定の第 2 次に続
く、第 3 次 (2016～ 2025 年度の 10 年間 )の期間にあたる。この第 3 次中
長期ビジョンでは、めざそうとする方向として、  
①意識を「行動」や「かたち」にして、更なる能力発揮を進めよう  
②女性も経営に参画し、魅力ある農林水産業をつくっていこう  
③むらとまちが支え合い持続可能なむらの暮らしをつくっていこう  
④女性の活動を支える体制づくりを進めていこう  
の 4 点を挙げ、それぞれに  具体的な「アクションシナリオ」を示して
いる。  
また、具体的な数値目標を農業と漁業それぞれに「農山漁村男女の
パート  ナーシップ指標」として示している。例えば、家族経営協定に
ついては、農家だけでなく漁家についても締結を推進し、目標値を定
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めている（ 2020 年目標文書締結数：農家 500 件、漁家 80 件。2015 年 3
月 31 日現在、農家 330 件、漁家 54 件）。他に、地域の活動を中心的に
行う女性リーダーとして知事が認定する「農家生活改善士」および「漁
村生活改善士」の認定者数について、農家の認定者数 168 人、漁村の
認定者数 28 人を 2020 年の目標値としている (2015 年度農家 143 人、漁
村 26 人）。「農業協同組合総代に占める女性割合」「農業委員に占める
女性割合」とともに「漁業協同組合女性役員数」の目標値も設定され
ている。この役員数の設定値は 2 人となっており、表 5-1 を参照する
と達成されているが、男女格差の是正の点からすると、課題が残る。   
 
個々の女性の活動をきめ細かく支えるしくみ  
これらのような庁内外の推進体制や目標や指標の「見える化」によ
る共有を基盤としながら、個々の農山漁村女性の活動を支えるための
工夫もきめ細かくなされている。県内には、県の出先機関として農林
事務所が 8 つ、水産振興局・水産事務所が 4 つあり、農山漁村・女性
対策推進室は、これら地域の拠点の県職員と連携しながら、様々な情
報提供や技術的な助言等、日々の支援を行っている。  
「やまぐち農山漁村女性起業統一ブランド」の認定は、加工品生産・
販売を支援するしくみの 1 つである。県内の農山漁村女性起業家が、
県内産の農林水産資源を原料として加工し、一定の基準を満たしてい
ると認められた商品をブランド認定品とし、統一したブランドシンボ
ルマーク (愛称「やまみちゃん」 )を貼付して販売する。 2004 年度に初
めて 37 商品を認定して以来、毎年ブランド認定審査会を開催し、2017
年 4 月現在のブランド認定品は 312 商品にのぼる。   
ブランドの認定を受けるには、先述の連携会議の構成団体の１つで
ある「やまぐち農山漁村女性起業ネットワーク」への加入を条件の１
つとしている。このネットワークは、 2004 年に、県内の農山漁村女性
起業が個々の活動の枠を超えて広域的に連携し、課題を解決していく
ことを目的として発足したもので、「やまみちゃん」ブランドの運営・
管理も行っている。これらの支援によって、農林水産資源を活用して
起業したい女性たちは、細かな助言も受けられるブランド認定審査会
をめざして商品開発を行い、女性起業家・起業グループ同士のネット
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ワークに参加することができるしくみになっている。   
この他、「農家生活改善士」および「漁村生活改善士」の認定を行い、
研修会等も実施している。農家生活改善士は 1987 年に、漁村生活改善
士は 1990 年に発足した知事認定の制度であり、先に示したように、そ
れぞれに中長期ビジョンにおける目標値設定の項目となっている。「県
漁村生活改善士会」「県農家生活改善士会」は、連携会議の構成団体で
あり、女性リーダーのネットワーク形成も支援している。  
 
5.5 女性たちで会社を設立した漁家 B さんの事例１２  
5.5.1  B さんのキャリア形成  
B さんのプロフィール  
萩市在住の漁家の B さん (1937 年生 )は、女性たちで株式会社を設立
し、道の駅にて地域で獲れた魚を中心とした料理を提供するレストラ
ンを経営している。山口県漁業協同組合女性部部長、山口県漁業協同
組合理事、全国漁協女性部連絡協議会会長理事として、漁協運営への
女性参画も推進している。電気通信関連会社に定年まで勤務し、退職
してから本格的に女性部の活動に取り組んだ。  
地元の漁業協同組合の支店女性部では、古くから、高齢者を招いて
「いきいきサロン」を月 1 回開催し、地元の魚や野菜を使った昼食会
等を行っていた。この活動を女性部長として引き継ぎ、買い物に行く
のが大変だという高齢者の声や、食べられるのに廃棄するような雑魚
等の活用を考え、 2006 年には女性部員から出資者を募り、任意団体を
結成して事業を開始した。 2010 年には、地域に新しくできた道の駅で
レストランの経営を始め、株式会社を発足させた。現在は、同地区の
農家の女性を 15 名雇用してレストランを経営するほか、女性部員 13
名で、県漁協支店の加工場で弁当、惣菜を製造・販売している。添加
物をほとんど使わない地元の魚と野菜を使った料理は好評で、地域の
女性の雇用の創出や、道の駅の客数の増加等、地域の活性化にも大き
く貢献している。  
 
以下では、ライフコースに沿って、B さんのキャリア形成と事業立ち
上げのプロセス、それらに影響を与えた環境要因をみることとする。  
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就労継続と職業観の変化〔就職～結婚～就労継続〕  
B さんは、山口県内の高校を卒業した後、 1955 年に地元の電気通信
関連会社に就職し、5 年後に漁家に嫁いだ。B さんの実家は農家だった
が、「私の時代って、くっつけおばさんがおられて、相手のいいところ
ばかり言って、大丈夫、何もしなくていいからねって言って薦められ
て」、両親も賛成して結婚した。しかし、結婚後 3 か月くらい経つと、
結婚前には聞いていないことがおこった。夫が所属する漁協でマグロ
船を建造しており、夫は船長として船に乗ることになった。結婚した
時にはすでにわかっていたらしく、実家の母親も「約束が違ったんや
から帰っておいで」と言う一方、夫の両親は、「息子の留守に嫁に逃げ
られたらいけないっていうんで、もう引き止め作戦」という状況であ
った。  
そこで B さんは、結婚後は仕事を辞めるという約束で結婚したが、
夫が留守であるならば、離婚しない代わりに辞めずに働かせてほしい
と条件を出した。条件は受け入れられ、夫はマグロ船やタンカー船の
船長として定年まで働いて不在が多いなか、B さんは義父母の営む小型
底引き網漁業を早朝に手伝った後に出勤するなどしながらも、定年ま
で働き続けた。  
1961 年に生まれた第一子 (長女 )と 1972 年に生まれた第二子 (次女 )
は市立保育所に預けて出産後も仕事を継続したが、義母も非常に協力
的で、食事の支度は料理上手な義母がほとんど行ってくれた。ただ、
広島への転勤の話があった際には義父母が反対し、「山口までは許して
もらった」ため、山口勤務の時も自宅から車で通勤し、初任地の長門
の後は、萩と山口での勤務を重ねた。  
就職する際には、B さんはずっと仕事を続けるとは思っていなかった。 
 
だいたい昔はもうお嫁にいったら辞めるという。最初はそんな軽い気
持ちで入りました。一応、入社試験があるらしいよっていう感覚で。自
分が何になりたいとかいう思いはなくて、まぁ受けたら通ったっていう
感じで入りました。  
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しかし、交換の職種として入社後、電話交換が手動から自動に変わ
っていく過渡期に、統計という担当になり、働き続けたいという気持
ちが強くなっていった。  
 
お客様同士をつなぐのが、手動だったのが、機械がぱっとつないで
しまうようなシステムに全部各局が変わっていったんですね。そうい
うことを一局を任されて。私、最初は交換で入ったんですけど、すぐ
に統計っていう担当に行かされて、だいたいこの交換局はどのくらい
の機械を据えたらお客様に対応できるかっていうような計算をしてた
んですね。で一局任されて、機械は何と何をどのくらいそろえて次の
自動化にそなえなさいとかいう仕事を任されたりして、仕事がなんか
すごく楽しくなって。あまり私は数字には強くはないんですけど。ほ
んと数字の世界に入れられて。なんかその魅力に取りつかれたといい
ますかね。  
 
B さんが職業継続の意向が強くなる背景として、１つにはこのような
自社のノベーションがなされる時期に、責任ある仕事を任されたこと
によって仕事の面白さ、やりがいを知ったことがある。  
一方で、B さんの会社では、初任給は男女同じだったが、徐々に処遇
に差が出ることに疑問を持っていた。B さんは、大卒の新人の男性がひ
と通り仕事を覚えるまでの「教育係」の役割も担っていた。  
 
女性も初任給は一緒で、手当なんかもみんな一緒で。それなのに、
やっぱり女性は下に見られてるっていうのがあって。ずっとそういう
のにこだわってたんです。  
2、 3 年経ったら送り出して、また新しいのが来てっていう。でも、
そういうことをしながらでも、私は役職っていうのが、全然ないじゃ
ないですか。仕事はこなせても。っていうのに、すごい疑問を持って
まして。  
 
男女の処遇の格差に対する疑問を持つなかで、もう１つ B さんのキ
ャリア形成に大きな影響を与えたのは、 40 歳代の頃に参加した社内の
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女性グループの活動であった。当時、勤務時間外に学習会や地域活動
をする女性社員のグループが全国的にでき、他県と合同の活動発表会
を行ったりする機会もできた。この時期は、 1970 年代後半の男女雇用
機会均等法策定に向けて、社会として男女共同参画が推進される初期
にあたる。県の商工部局が主催する男女共同参画に関する会議に、 B
さんが企業の代表として出席することもあった。  
その当時、B さんが働く企業で役職に就く女性は、残業をいとわない
独身者だけであったと言う。B さんは、全国でおそらく初めて、子供を
持つ女性の係長になった。その後、営業部長や関連会社の所長等を歴
任している。  
 
退職後の地域への参画〔漁協女性部加入～退職～漁協地区女性部長と
しての活動〕  
上の子どもが高校に入った 1975 年に、義母から「所帯をもらい」、
漁協の地区女性部に加入し、女性部の活動を開始した。「所帯をもらう」
とは、家の家計のやりくりや親せきづきあい等の主な役割を義母に代
わって B さんが任されることを指すと言う。漁協の女性部員加入も、
世帯に１名という慣習があるため、この機に交代した。  
1997 年に退職した後は、地域の福祉施設が社会福祉協議会から委託
を受けて独居者のために作るお弁当の配達ボランティアを始めた。職
業キャリアが評価されて公民館審議会委員にも就任し、これも地域へ
かかわるきっかけとなった。女性部の活動にも積極的に参加し、退職 5
年後には、漁協の地区女性部部長となった。その際には、当時約 200
名いた会員に活動内容が十分には周知・浸透されていないと感じ、新
たな活動や組織体制づくりを行った。地区の女性部便りを年 4 回発行
したこと、また女性部の組織を学習や福祉、環境等に分けて部員を組
織ごとに分けたことで、活動が活性化したと B さんは語っている。  
  
高齢者のため活動からレストラン経営の事業化へ  
この地区の女性部では、B さんが部長になる以前から、高齢者の見守
り活動を行い、月 1 回、高齢者を招いて地元の魚や野菜を使った料理
を提供する昼食会や、健康教室、レクリエーション等を行う「いきい
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きサロン」を実施してきた。女性部長として B さんがこの活動を引き
継ぐと、地域の高齢化が進み、食事や買い物に困る高齢者が増えてい
ることや、漁師が商品価値の低い雑魚を海に捨てているという課題が
見えてきたため、雑魚の加工・販売による漁業者の収入確保と高齢者
への弁当の宅配に本腰を入れて取り組むことにした。当初は女性部員
全員の 194 名で始めたが、より効率的に進めるため、 2006 年には出資
方式にし、女性部員から出資者を募り、42 名で任意団体を立ち上げた。
1 年間を衛生や法規等の学習期間として、翌年から事業を開始し、市場
に出回らない新鮮な雑魚と地元の朝市で仕入れた野菜を弁当や総菜に
加工し、高齢者に弁当を宅配するとともに、市内の漁協や農協の売店
等で販売した。 2010 年には、地域に新しく道の駅が建設されることに
なり、出資した地区からレストラン経営を依頼され、悩んだが引き受
けることにした。開店後、団体としての売り上げが急速に伸びたこと
から税理士に相談したところ、株式会社にすることを勧められた。そ
こで女性部の 5 名が発起人となって会社を興し、B さんは代表に就いた。 
現在、この会社では、漁協の加工場で弁当、惣菜をつくって販売す
る事業と、道の駅のレストラン経営の 2 つの事業を行っている。加工
場では漁協女性部部員 13 名が働き、道の駅のレストランでは、新しく
雇用した地区の農家の女性 15 名が働いている。  
 
5.5.2  B さんの学習とエンパワーメント  
B さんの職業生活および退職後の活動や起業までのキャリア形成を
みると、その経験や学び、信念等が、連続性のなかにあること、また、
社会的な背景や地域の状況といった外的な要因と切り離せないつなが
りを持っていることがわかる。ここでは、これらの連続性を①職業生
活から地域活動へのキャリア形成の移行、および②ジェンダーにかか
わる規範、および気づきと活動の 2 つの側面から捉えつつ、B さんのエ
ンパワーメントのプロセスを確認する。  
 
職業生活から地域活動へのキャリア形成の移行  
B さんは、結婚退職が一般的であった頃に、結婚・出産後も働き続け、
管理職を歴任した。漁協女性部の取組を発端とした活動を、女性たち
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だけでの株式会社の立ち上げにつなげ、経営を軌道に乗せる過程では、
B さんの職業上の経験で培われた力量が活かされているといえるだろ
う。漁協の地区女性部長になった際も、引き継いだ活動を維持しなが
らも、会員がより活動を理解し、参加意欲を高めるために、会報の発
行や組織体制づくりを行った。高齢者を対象とした活動についても、
持続可能な地域づくりを考えて現状や課題を把握し、高齢者のニーズ
への対応と漁師が破棄していた雑魚の活用の好循環をつくり出した。  
道の駅でのレストラン経営は、当初は、道の駅がある地区の農家の
女性部が行うことになっていたが結局は断念したため、同じ地域内に
ある B さんたちの漁協女性部が結成した任意団体に依頼がきた。B さん
も悩んだ末に引き受ける決断をし、副代表と 2 人で他の店を見学して
回り、サービス内容を詰めて不安要因を徹底して解消して準備を進め
た。任意団体の立ち上げの際にも勉強会等を実施し、1 年かけて活動の
準備を行っている。  
最初から就労継続の意思があるわけではなかった B さんが、当時の
一般的な慣習にもかかわらず、就労継続を指向したのには、社内の通
信技術の転換期に責任ある仕事を任され、仕事の「魅力に取りつかれ
た」大きな気持ちの変化があった。この変化を動機として、義父母に
就労継続の「条件」を出したことや、義母も子育てに協力的であった
ことが、職業上のキャリアを蓄積できたことにつながった。つまり、「結
婚したら仕事は辞めて家庭に入る」「子供は母親が世話をするもの」「家
事は嫁の役割」といった家庭におけるジェンダーの規範から回避でき
たことで、就労の継続や仕事に力を注ぐことが可能になったと考えら
れる。  
 
ジェンダーにかかわる規範、および気づきと活動  
 先述したように、B さんは仕事の面白さを感じながらも、職場におけ
る男女格差に違和感を抱いていた。職場での女性グループの活動や、
社会における国連婦人の 10年や男女雇用機会均等法の策定に向けた動
きという時代的な流れと重なり、自分自身が身の回りで経験し感じて
いる違和感が、社会的なジェンダーの問題、男女共同参画の課題と関
連したこととして認識されるようになっている。  
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B さんは退職後に地域活動にかかわるようになってからも、地域にお
ける女性の地位向上へのこだわりを持ち続けている。女性たちで株式
会社を設立し、同地区の農家女性を雇用する等、地域の女性が経済活
動に参加することを意識して組織をつくっている。また、漁協の市の
統括支店女性部長になった際には、女性部の会計を漁協本部に任せき
りにせず、女性たちで管理することを各地区に呼びかけた。  
先に示したような県の取組は、漁村女性支援の先進であるが、それ
でも漁協の意思決定過程への参画は進んでいない。B さんは、男性のみ
で漁協や地域の意思決定を行う漁村の「男性社会」になんとか食い込
もうと奮闘してきた様子を、以下のように語っている。   
 
男性って時化の時にはお酒飲むでしょ集まって。その時ぱっと、部
長、今飲みよるでって言うて電話かかったら、もう一升瓶下げて。そ
ういう仲間づくりは努力しました。…だからお酒はいつでも持って出
られるように用意しとって。電話かかったらすぐに。もうどんなこと
があっても、声がかかったらその男性の仲間に入るようにしてます、
こちらから。向こうから声かけるっていうことは絶対にないですから、
私のほうから。そうしてるうちに、男性とも道であったりしたら話が
できるようになって。…まぁカラオケまでつきあったりして。そこで
いろいろコミュニケーションを、変なコミュニケーションの取り方で
すけど、漁師っていうのはそんなんですよ。  
 
この語りからは、先の盛合 (2013)の記述と合わせ、漁村において、
女性リーダー個人の力では解決し難い性別役割分担意識の壁があるこ
とをうかがうことができる。一方、県漁協組合理事に就任後、B さんは
理事会等で各支店への女性登用を働きかけ、その結果として運営委員
会に女性が参画する支店が増加するなど、少しずつ現状は変わりつつ
ある。  
 
5.5.3  B さんの学習、エンパワーメントとコミュニティ形成  
 前項で確認したように、B さんの場合は、職業上のキャリア形成にお
いて培ったリーダーシップや、課題を見極めて解決する能力等を、地
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域活動においても活かすことによって、コミュニティの活性化に貢献
している。また、職場での経験や活動で抱くようになったジェンダー
の視点にかかわる信条を、地域でのリーダーシップ発揮の際にも重視
し、成果を出している。  
性別役割分担が非常に固定的で、伝統的に女性の経済的自立や意思
決定過程への参画がなされてこなかった漁業分野では、女性の地域活
動もジェンダーによる格差を許容する範囲に限られてしまうため、行
政による後押しは重要な役割を果たす。B さんの場合にも、職業生活に
よってすでにリーダーとしての能力を備えてはいるが、女性のネット
ワークの構築やブランド認定等、漁家女性を下支えするしくみが活動
を後押ししている。先述した「やまぐち農山漁村女性起業ネットワー
ク」にも加わっており、7 品目のブランド認定を受けている。また活動
の各段階で、水産事務所や農山漁村・女性対策推進室の職員に相談し、
助言を受けたり、必要な情報を得たりしている。県が支援するしくみ
や職員とのつながりにおいて、B さんや会社がエンパワーメントすると
同時に、県もそれらの関係性を活かして地域の活性化や女性の地位向
上をめざすという互酬性が築かれている。  
 
5.6 山口県の事例にみる行政等による漁村女性支援の意義と課題   
山口県による漁村女性支援の充実した取組は、早期から庁内外の体
制やビジョンが、男女共同参画推進の施策の一環としてしっかりと位
置づけられていることが基盤となっている。庁内では、農村漁村に特
化した女性支援の担当課が、男女共同参画推進や女性活躍推進の横断
的な庁内組織とつながりつつ施策が進められている。地域においては、
女性起業家や農家・漁家の女性リーダーらのそれぞれのネットワーク
を連携会議がつなぎ、研修や交流等の機会を提供するしくみがつくら
れている。人や組織をつなぎ、ネットワークを有機的に機能させてい
くことは、行政の重要な役割の１つであろう。日常的な活動の支援と
しては、農山漁村・女性対策推進室と県の出先機関が密に連携を図り、
個々の女性のエンパワーメントに向け、ニーズに合わせた助言や情報
提供を行っている。これらの点においては、県職員が、ジェンダーに
よる不平等があることに考慮しつつ、個々の女性の経験を通した学習
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を支援する役割を担っているといえる。このように、県域の農山漁村
女性支援のガバナンスは、県が庁内外に連携のためのしくみをつくり、
出先機関や女性団体のネットワーク等を主体的なアクターとして巻き
込んで築かれている。  
本章の前半では、女性活躍推進と男女共同参画の施策について、目
標が異なることから、男女共同参画を推進する担当者は両者の視点の
違いに留意する必要があることを確認した。男女共同参画を推進する
には、個々の女性のエンパワーメント、すなわち男女共同参画基本計
画でいうところの「『個』の主体性の確保」のための支援を基礎とする
こと、また、女性の意思決定過程への参画を行政等の公共機関が主導
するなど、積極的に進める必要があることが示された。  
漁村のような伝統的な性別役割分担意識が根強く残る地域において
は、家庭内の性別役割分担意識が女性の社会活動の抑制要因として大
きく影響し得る (小泉・山下 2011)。それらに加えて地域に浸透する性
別による役割分担意識も根強いため、公共機関等の支援者は、女性た
ちが活動を始めるまで、また活動の継続にあたって、家庭や地域での
性別役割分担意識が障壁となっていないか、丁寧に見極めて支援する
必要がある。これらをきちんと認識し、解消する手立てを打つことは、
女性のエンパワーメント支援には欠かせないことである。  
漁業分野においては、地域づくりへの女性の貢献度が高いにもかか
わらず、地域の意思決定過程への女性の参画がなされていない。つま
り、女性たちが地域の諸課題に向き合って成果を出し、また地方創生
や地域活性化の「手段」として女性の活躍が推進される反面、男女格
差の是正という点においては取組が消極的で不明瞭な状況にある。行
政は、各組織の自主性や裁量に委ねても進まない状況を、主導して変
えていく役割を担う必要があるだろう。国の施策としての女性活躍推
進が経済成長の「手段」であるとしても、山口県における漁村女性に
対する支援の取組では、その施策を活かして地域活性化と男女共同参
画の推進を並行して進めることの可能性が示唆された。   
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5.7  小括  
本章では、意思決定過程への参画等においてジェンダー格差の大き
い漁業分野において、女性に特化した支援を行う山口県の取組と、そ
の支援を受けながら女性たちで株式会社を設立し、地域で獲れた魚を
中心とした料理を提供するレストランを経営する B さんの事例を示し
た。  
B さんは、職業生活を通してジェンダー格差や女性の経済的自立の必
要性を実感し、培われたそれらのジェンダーの視点が、地域での活動
においても信念として貫かれ、漁業協同組合女性部での組織改善や、
レストランでの女性雇用、漁業協同組合への参画等にもつながってい
る。  
山口県の事例は、学習施設ではなく、県庁や出先機関の取組である
が、起業者のネットワークづくりを支援したり、水産事務所の職員が
女性の起業にあたって頻繁に訪問して相談にのる等、起業活動が前に
進むための後押しを丁寧に行っている。  
漁村のような男女格差が大きい分野では、行政による介入が必要で
ある。B さんの語りや盛合 (2013)の引用にみるように、漁村の女性リー
ダーであっても地域の意思決定過程への参画は困難な現状がある。個
人の女性を支えてエンパワーメントをめざすだけでは限界があり、制
度やしくみを変更していくことも、包摂的なコミュニティ形成に向け
た行政の役割であることが改めて確認された。  
 
 
【注】
                                                   
１  本章は、飯島 (2018b)に大幅な加筆修正を加えて執筆した。  
２  すべての女性が輝く社会づくり本部「『すべての女性が輝く社会づくり本
部』  について」首相官邸ホームページ  
http://www.kantei.go.jp/jp/headline/brilliant_women/pdf/20141010p
ackage.pdf 
３  第 4 次の基本計画では、「『個』としての主体性の確保」という表現は使わ
れていないが、同じ説明は記されている。  
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４  全国漁協女性部連絡協議会ホームページ  
http://www.zengyoren.or.jp/zengyofuren/index.html  
５  都道県段階漁協女性部 (都道県漁協女性連 )は 36 組織 (内陸 8 県、京都府、 
大阪府、休会の島根県を除く )、全国組織として 1959 年に設立された全国
漁協女性部連絡協議会がある。  
６  「農村女性による起業活動実態調査」は農林水産省経営局就農・女性課に
よって 2 年毎に実施され、女性起業数や法人形態、年齢層、売上金額、活
動内容等の実態把握がされているのに対して、漁業女性の起業活動につい
ての公的な全国規模の実態調査は実施されていない。  
７  農林水産省「 2013 年漁業センサス」報告書「用語等の解説」参照  
８  農林水産省「 2013 年漁業センサス」によると、漁業就業者 180,985 人の
うち、女性は 23,868 人 (13.2%)、男性は 157,117 人 (86.8%)であった。な
お、陸上作業者は、漁業就業者とは別の区分けで「海面漁業の陸上作業最
盛期の陸上作業従事者数」として把握されており、同年に女性は 97,268
人 (38.4%)、男性は 155,993 人 (61.6%)であった。  
９  なお、経年変化をみると、微増の傾向にある (女性役員数  1980 年度 10 名  
→1990 年度 22 人→2000 年 43 人→2010 年度 38 人→2013 年度 44 人 )。  
１０  滋賀県以外の内陸県７県が対象外。  
１１  山口県農林水産部の職員へのインタビューは、 2016 年 2 月および 2016
年 10 月に行った。なお、山口県農林水産部の調査および B さんへの 1 回
目のインタビューは、国立女性教育会館が実施する調査研究の一環として
行った。  
１２  B さんへのインタビューは、 2016 年 10 月および 2017 年 3 月に行った。 
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第 6 章 事例研究 3: 若年無業女性の社会参加と  
コミュニティ形成  
 
 
6.1  問題の所在  
本章では、女性の若年無業者とその支援に焦点をあてる。経済社会
の大きな変化に伴って、女性のありようも多様化している。この多様
化する女性の実情として、様々な分野において意思決定過程へ参画す
る女性も徐々に増える一方、貧困等の生活上の困難に直面したり、生
きづらさを抱える女性も増加あるいは顕在化してきている。女性のエ
ンパワーメントのための学習を捉える視点は、このような女性の多様
性を十分に踏まえ、社会教育および社会教育研究は、このような多様
な個々人が生きやすい包摂的なコミュニティを形成していくためにど
のような役割が果たせるのかについて検討する必要がある。  
 日本社会の若者無業者の雇用対策としては、2005 年より若者自立塾、
2006 年より地域若者サポートステーション事業 (以下、サポステとい
う )が実施されている１。これまでニートや引きこもりの増加とともに、
若年無業者支援の実践とその議論が蓄積されてきた。しかしながら、
これらの議論にはジェンダーの視点がほとんど考慮されてこなかった。
総務省統計局が行う「労働力調査」では、いわゆるフリーター、ニー
トの数の把握は、既婚者や家事をする者は除外されている。つまり、
女性はこれまで、男性の無業者に比べ、就労していなくても親や配偶
者に扶養されていて、働く必要性が低いと捉えられ、「家事・手伝い」
や「主婦」として隠れ、無業者としては見えない存在であった。しか
し近年では、親世代から続く貧困や、自立が必要であるにもかかわら
ず思うように働けないといった経済的に困窮する若年女性の現状が、
少しずつ明らかになってきている。  
本章で実践事例として取り上げるのは、公益財団法人横浜市男女共
同参画推進協会 (以下、協会という )が指定管理を行う横浜市の男女共
同参画センターで提供される講座や社会参加体験、中間的就労等の取
組である２。また、この協会が実施する講座の受講や中間的就労の体験
の修了生を対象としたグループインタビュー、および自助グループを
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立ち上げた C さんのライフストーリーインタビューをもとに、当事者
の学びとエンパワーメント、コミュニティ形成との関連についても考
察する３。  
なお、ここでの「若者」「若年」は、政府による若者支援の施策の対
象や、事例として取り上げる協会の当該講座の対象に合わせて、 40 歳
未満までを指すこととする。  
 
6.2 若年無業女性の現状・課題をめぐる議論  
 近年の若年無業問題は、 2000 年に入って政策課題として挙げられる
ようになった。例えば、労働省「平成 12 年版労働経済の分析」 (2000
年版 )においては、学卒無業者の急増と「いわゆるフリーター」の増加
の問題を指摘している。内閣府『平成 15 年版国民生活白書』 (2003 年
版 )では、デフレ下で厳しさを増している若年の就業環境について分析
し て い る 。 英 国 の 労 働 政 策 に お け る 1999 年 の 報 告 書 で 使 わ れ た
「 NEET(ニート )」ということばは、日本では玄田有史らによって 2000
年半ばから、若者の現状と問題についての議論に用いられるようにな
った４。 2003 年 6 月には、内閣官房長官、文部科学大臣、厚生労働大
臣、経済産業大臣、および経済財政政策担当大臣の関係 5 大臣により
「若者自立・挑戦プラン」が策定され、若年者雇用対策が推進される
こととなった。 2004 年には、全国に「ジョブカフェ」が設置され、先
に述べたように 2005 年からは若者自立塾創出推進事業が実施された。 
若年無業者問題へのジェンダーの視点からの問題提起は、協会によ
る焦点化と調査および事業実施に依るところが大きい。協会は、事業
開始の前年の 2008 年に、「 15 歳以上 35 歳未満の学校や職場に属してい
ない女性」を対象としたアンケート調査を行い、報告書をまとめてい
る ((財 )横浜市男女共同参画推進協会編  2009)。また、講座を開始して
5 年目の 2013 年度には、講座や就労体験の修了生に対する追跡調査を
実施した ５。この他、協会の職員である植野ルナ (2014、  2015)が取組
の経緯をまとめ、また神奈川新聞等のメディアには、記者が一人ひと
りの修了生を取材して、行動や心の変化を追った記事が何度も取り上
げられる等、若年無業女性の実情とその支援の実践が明らかにされて
いった６。これらと同じ頃に、独立行政法人労働政策研究・研修機構や
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NHK、若年層の貧困問題に取り組む研究者らが、女性に焦点を当てた社
会的排除や経済社会の変化にともなう新たなジェンダーにかかわる問
題を取り上げるようになった (独立行政法人労働政策研究・研修機構  
2013、2014; 小杉・宮本編著  2015; NHK「女性の貧困」取材班  2014)。  
当事者も活動を始めている。「不登校、ひきこもり、発達障害、性的
マイノリティ等の当事者・経験者が、『生きづらさを抱えながらも誰か
とつながり、したたかに生き抜いていく方法を提案したい』との共通
の思いをもち」 (ひきこもり UX 会議 2017: 64)、 2014 年に発足、 2017
年に法人化した「ひきこもり UX 会議」の女性メンバーたちで、 2016
年に当事者の交流会である「ひきこもり UX 女子会」を開催した。その
後、助成金を受けて交流会を全国で実施したり、交流会参加者等を対
象として実態調査を実施している (ひきこもり UX 会議編  2017、 2018) 
 一方、社会教育の分野における議論はどうであろうか。日本社会教
育学会では、 2002 年に『子ども・若者と社会教育』をテーマとする年
報を発行している (副題は「自己形成の場と関係性の変容」)(日本社会
教育学会編  2002)。各論文のうち、マイノリティーに焦点をあてたも
のとして障害者青年学級の取組をテーマとしたものがあるが、貧困や
女性を対象とした研究は含まれていない。  
2009 年には、上田幸夫・辻浩らが現代の貧困を取り上げ、貧困の問
題にかかわる様々な課題、対象と社会教育のつながりを検討している
(上田・辻編著  2009)。このなかで、野依智子 (2009)は、女性高齢者の
ホームレスの事例をもとに、ジェンダーの視点から社会的排除の構造
を分析している。また、これまでの女性の学習が、「『主婦』を対象に
した学習と『働く女性』を対象にした学習に二分化したこと、さらに
『働く女性』の学習の場は確保が困難であったことによって、労働と
家族の問題を総体としての女性の学習として共有できなかったという
課題を残した」と指摘した (野依  2009: 89)。若年無業女性を対象とし
た学習の研究が、女性の学習として社会教育のなかで議論に取り上げ
られなかった要因として、１つにはこの指摘のように「単身者」の「貧
困」の課題が従来の主婦を対象とした学習からは逸れていたこと、ま
たもう１つには、近年の若年無業女性の支援の実践が、男女共同参画
センターで実施されているということにあると考えらえる。  
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 男女共同参画センターでの学習に関しては、「教育は公権力が関与し
てはならないもの」であり、「女性行政下で行われる『啓発』事業の問
題性」 (村田  2001: 136)という観点から、「女性センターは教育にかか
わるべきではない」 (辻  2005: 106)という立場がある。しかし、社会
教育研究においてこのような立場をとることは、実践として行われて
いる女性の学習活動を見落とすことにつながらないだろうか。男女共
同参画センターでは、これまで、「主婦」を対象とした学習以外にも、
シングルマザーや DV 被害者女性等、生活上困難な状況にある女性に対
して、様々な講座の実施や自助グループの活動支援等が行われてきた。
野依のいうように多様な女性の学習の実践を総体として共有しつつ、
女性の学習研究をさらに多角的に深めていく議論が必要であると考え
られる。  
 
6.3  横浜市女性協会の若年無業女性支援  
協会は、1987 年に、財団法人横浜市女性協会として設立された (2005
年に名称変更、2011 年に公益財団法人へ移行 )。現在、横浜市内にある
3 つの男女共同参画センター (男女共同参画センター横浜、男女共同参
画センター横浜南、男女共同参画センター横浜北 )の指定管理者として、
様々な事業を全市的に展開している。設立当初から女性の就業支援に
力を入れる一方、シングルマザー等、経済的に困難な状況にある女性
への支援も行ってきた。  
これらの事業を実施するうちに、男性のひきこもりや無業者が社会
問題となっているのに対し、生活に困難を抱える若い独身女性の就労
にかかわる問題は見えにくく、このような女性を受け止める社会資源
も十分ではないことに気づいた。そこで、 2008 年度に先述した調査を
実施した結果、対象となった女性たちは、生活上の困難な体験が幾重
にも積み重なっていることが浮き彫りなった。この結果を踏まえ、2009
年度からは、男女共同参画を推進する拠点において若年無業女性が安
心して集まり、仲間のなかで自己肯定感を高め、自立や就労に向けて
次の一歩を踏み出すきっかけを提供するために、働きづらさ、生きづ
らさを抱える独身女性に講座を「ガールズ編  しごと準備講座」を開始
した。講座は、 2016 年秋の講座で第 16 期となり、これまでに約 320
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名が修了し、全国の男女共同参画センターにおける事業企画のモデル
となっている。  
 支援の実践は、大きく分けると、11 回の連続講座①「ガールズ編  し
ごと準備講座」と、2 つの体験活動②社会参加体験ボランティアおよび
③めぐカフェ就労体験の 3 つから成っている。以下、概要を示す。  
 
①「ガールズ編  しごと準備講座」  
講座は、家族や学校、職場等、社会とのかかわりがうまくいかず、
様々な理由から自宅にこもりがちになった女性たちが、就労への一歩
を踏み出すためのものである。半数以上の参加者は、何らかの理由で
医療機関に通院中であり、まずは同じような悩みを抱える仲間のなか
で安心感や自己肯定感を体験し、再び人とかかわるきっかけや、自分
に必要なサポートを見つける機会となっている。担当者は、この講座
を「人間関係をつくるのが苦手」「ひどいいじめにあった」「自分を大
切にしていいと言われたことがない」「男性が怖い」というような背景
を持ち日常的に孤立している参加者が、同じような立場の仲間ととも
に共同で学ぶ場と捉えている。  
平成 28 年秋期のプログラムは次のとおり (春と秋の年 2 回実施 )。  
対象：15 歳～ 39 歳の独身女性 20 名 (全日程に参加できる人。シングル
マザーおよび大学・短大等に通学中の人は対象外 )  
参加費：無料。ただし調理実習の材料費として実費負担 300 円  
 
表 6-1 横浜市女性協会 2016 年秋期「ガールズ  しごと準備講座」プログラム  
(全 11 日  10:15～ 12:15) 
 日  程  内           容  
1 10/26(水 ) オリエンテーション、安全・安心な場をつくるためのルール、
自分の好きなこと・得意なこと  
2  10/28(金 ) リラックス・ヨガ〔実技〕、婦人科系の課題  
3 10/31(月 ) 呼吸と声力〔実技〕  
4 11/2(水 ) 先行く先輩の体験談、自分を大切にすること  
5 11/4(金 ) アサーティブネス  
6  11/7(月 ) 適職チェック・しごとの探し方  
7 11/9(水 ) 履歴書のつくり方、若者サポートステーションの案内  
8 11/11(金 ) 働くときに最低限知っておきたい法律・制度・相談先  
9 11/15(火 ) こころに効く食事と栄養〔調理実習〕 (終了 13:00) 
10 11/17(木 ) 先輩体験談、計画表 (修了シート )記入、社会参加体験・就労
体験等の案内  
11 11/22(火 ) ふりかえり、全員の発表、交流会  
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②社会参加体験ボランティア  
2013 年度より試行的に実施し、2015 年度より本格実施。後述する就
労体験を 2010 年度に始めたが、講座と就労体験の間にもステップが必
要であると考えて開始した。社会から孤立していた年数が長い、就労
経験がない、就労体験ができるほどの体調が整っていない人などは、
すぐに決められた日に休みなく通い、サービスを提供する側に立つこ
とには無理があるため、人のなかで安心して過ごす経験や、協働作業
を行う経験を通して、就労に向け自分を見つめる、あるいは自己肯定
感を高める、人とのつながりを増やすことを目的として、まずボラン
ティアを体験する機会を提供することとした。 2016 年度現在では、の
べ 200 名以上がボランティアに参加している。  
 体験の受け入れには、地域の NPO や中小企業等、現在約 10 団体が協
力している。協会との協働事業等で今までにつながりのある団体のな
かから、職員が声をかけて説明し、依頼している。ボランティアの内
容は、リサイクルきもの値札付け作業やイベントの手伝い、調査事務
サポート等、受け入れ団体とボランティア参加者が話し合って決める。
ボランティア参加者は、毎回振り返りシートに記入し、スタッフはそ
れを確認したり、受け入れ先からの話を聞いて、参加者の状況を把握
している。担当者は、就労体験とは異なり、「自然体の受け入れという
か、いろんな人がいるんだっていうのを体験できる。…自分の居場所
がいろんなところにある、受け入れてくれる場もある、人もいるとい
うことを体感する」ことができると話す。  
 
③めぐカフェ就労体験   
講座を修了しても、修了生がすぐに一般的な就活に向かうケースは
少ない。その前の準備段階として、社会参加のためのソーシャルスキ
ルを身につける場の提供が必要であると考え、男女共同参画センター
横浜南にもともとあった飲食コーナーを改装し、 2010 年度から女性の
就労体験の場「めぐカフェ」をオープンした。就労体験担当職員と調
理の責任者が、調理や接客の指導とともに、実習生の状況に目配りす
る。  
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 「ガールズ編  しごと準備講座」の修了が申し込みの前提となってお
り、応募の際にはレポートと履歴書を提出する。就労体験は、若者の
就労支援の専門機関であるよこはま若者サポートステーション (以下、
よこはまサポステという )と連携して行う。就労体験を行う実習生は、
必ず事前によこはまサポステの相談員の個別相談を受ける。相談員が、
本人の了解のもとに作成する支援計画書は、協会の担当者と共有され
る。就労体験中もよこはまサポステの個別相談を並行して利用し、毎
回、実習日誌をつける。そして 2 段階のステップのうち 1 つが修了す
ると、男女共同参画センター横浜南の職員とよこはまサポステの相談
員およびコーディネーターでケース検討会議を開き、一人ひとりのサ
ポートと実習状況についてアセスメントを行い、今後の対応を考えて
いる。このように、個々の実習生の状況に応じたきめ細かな支援を行
っている。  
 
6.4  講座修了後に自助グループを立ち上げた C さんの事例７  
6.4.1  C さんのキャリア形成  
C さんのプロフィール  
 人間関係や時間管理をうまく維持することができずに生きづらさを
感じていた横浜市に在住の C さん (1984 生 )は、30 歳の時に、区役所で
「ガールズ編  しごと準備講座」のちらしをたまたま見つけ、説明会に
参加した後に受講し、その後、「めぐカフェ就労体験」のステップ 1 と
2 に参加した。受講前に、以前通っていたデイケアの仲間とピアサポー
トグループを立ち上げていたが、講座を受講して、女性が集まって話
せる場を作りたいと思うようになり、女性だけの自助グループを立ち
上げた。この自助グループは、おおよそ 10 歳代から 30 歳代の「生き
づらさを感じているシングル女性」を対象に、月 1 回程度の話し合い
の場を提供しており、C さんはファシリテーターとして場に加わってい
る。  
 就労体験まで修了した後、めぐカフェで週 2、3 回のアルバイトを始
め、その後はグループホームの世話人の仕事を経て、現在は、就労継
続支援 B 型事業所であり全国の福祉事業所の商品を販売するコーヒー
ショップのスタッフとして週 4 回、めぐカフェで週１回働いている。  
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 以下、協会が実施する講座や就労体験の受講、および自助グループ
とのかかわりを中心に、 C さんのキャリアをたどる。  
 
協会の講座を受講するまでと受講のきっかけ  
 C さんは、子供の頃から、忘れ物や遅刻が多いなどの症状があり、生
きづらさを感じていたが、職業訓練校在籍中に初めて病院を受診し、
うつと診断された。病名はその後、パーソナリティ障害、統合失調症
と変化した。大学を中退してからは、アルバイトを始めても、人間関
係や時間管理がうまく維持できずに体調を崩し、長く続かずに辞めて
は半年から 1 年休むことを繰り返していた。横浜市の総合保健医療セ
ンターのショートステイやロングステイを利用した後、グループホー
ムに入居し、精神科デイケア (2 年間の期限 )に通い始めた。  
 同じデイケアに通う友人 (男性 )と、デイケアのない土日に、精神障
がいを抱えた当事者だけでなく、いろいろな立場の人が、障がいの有
無に関係なくフラットな視点で話をする場がほしいという思いを共有
し、自助グループ「ピアサポートグループ在 (ざい )」(以下、「在」)を
立ち上げた。グループの名前は、在るがまま、在りのままという意味
合いを込めて名づけている。  
 デイケアの 2 年間の期限が終了し、短期のアルバイトの面接を受け
てみたが採用されなかった。そこで、通っているメンタルクリニック
のソーシャルワーカーに相談したところ、かながわ若者就職支援セン
ターを紹介され、何回か利用した後、同じビルにあるよこはま若者サ
ポートステーションに足を運び始めた。同じ頃、手続きの用事で区役
所を訪れた際に「ガールズ編  しごと準備講座」のちらしを見つけ、「人
間関係や仕事が続かない人に」ということばに惹かれて説明会に参加
し、受講を決めた。  
 
協会の講座と就労体験の受講  
「ガールズ編  しごと準備講座」のなかでは、「セカンド自己紹介」
というプログラムが特に印象に残っているという。自己紹介は初日の
プログラムに含まれているが、全日程の半ば以降に、再度自己紹介を
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する機会がもたれた。安心できる空間ができあがってきたなかで、最
初の自己紹介の時には言わなかったこと、あるいは言えなかった自分
のことについて、あらためて語り合える機会になり、C さんは、参加者
同士の距離がぐっと近くなったと感じ、「そういう距離感って何年も感
じていなかったから、そういう体験ができたっていうのが、私にとっ
てよかった」と言う。他に、アサーティブネスのプログラムでは、自
分の気持ちを相手に伝える方法や、自分も相手も大事にする表現のし
かたを知ることができ、講座は「私にとっては大事な人とか考え方に
出会えたところ」だと語る。  
 接客の仕事は好きで、高校の時にもパン屋や居酒屋、ハンバーガー
店等でのアルバイトの経験はあったが、ブランクがある上に人間関係
にも不安があり、接客業務がうまくできるかどうかは自信がなかった。
しかし、「めぐカフェ就労体験」では、そのような不安な気持ちや自信
のなさがだんだんと薄らぐような経験を積み重ねることができた。自
分の行動を否定的に捉えがちだった C さんにとって、就労体験を通し
たスタッフからの声がけは、今まではつまずいて立ち止まってしまっ
ていた壁を超えて、前に進むための支えになった。  
 
めぐカフェでステップ１から始めた時に、失敗してもそれでいいん
だよ、失敗しても次また成功すればそれでいいんだよみたいなことを
言われて、そうなんだ、今まで 1 回失敗したらもう全部だめだみたい
に思いがちだったんですけど、発想の転換というか、失敗してもいい
んだ、あぁなんか考え方が変わったなということがありましたね。  
 
 就労体験でその日に学んだことや感じたことは、日誌に書き、スタ
ッフもコメントを書いてやりとりをした。苦手な時間管理についても、
以前は例えば 10 分遅れると、もうだめだと思ってアルバイト先に連絡
できず、そのまま行けなくなることも多かったが、ガールズ講座やめ
ぐカフェ就労体験では、遅刻しても、今は自己管理を練習する期間だ
と思って通い続けることができた。自分で、「 1 本早いバスに乗る」「聞
いたことはメモを取り、それを見ながら作業する」など小さな課題を
毎日設定して少しずつ達成できるように心がけ、それらを日誌等を通
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してスタッフとも共有した。  
 
女性のための自助グループの立ち上げ  
 協会の講座を受講する前に「在」の活動をしている時にも、活動に
ついて問い合わせを受けたりするなかで、男性が苦手なために男女一
緒の自助グループに参加できない女性が少なくないことに気づいてい
た。講座を受講して、受講者同士で話すと、男性が苦手であったり、
女性だけで話したいというニーズがあることがあらためてわかった。
生きづらさを抱える女性たちが集まる会は、当時は周囲に見当たらな
かったため、講座が修了してすぐに、「在」の分科会として「在ガール
ズ」を立ち上げた。協会が行う自助グループ支援に登録して会議室を
無料で借り、最初の 1 年は男女共同参画センター横浜南で月 1 回の話
し合いの場をつくり、翌年からは、参加者の利便性から桜木町にある
横浜市市民活動支援センターに場所を移して現在まで続いている。イ
ンターネット等で情報を開示しているため話し合いの場への参加は開
かれており、修了生以外にも口コミやインターネットから情報を得た
女性の参加もあり、最近は毎回、 5、 6 名が集まっている。  
  
講座と就労体験の修了後  
 就労体験のステップ 2 が終わる頃、めぐカフェで引き続きアルバイ
トとして働かないかと職員から声がかかり、週 2、3 日のアルバイトを
始めた。その後、グループホームの世話人の仕事を得ることができ、
一度はめぐカフェのアルバイトを辞めたが、世話人の仕事を辞める際
に、再度、協会職員からの誘いがあり、週 1 回働くことになった。ま
た、働いていたグループホームに臨時で入っていたサービス管理責任
者が、C さんが現在働いているコーヒーショップ Bremen Fairytale (就
労継続支援 B型事業所 )を運営する特定非営利活動法人レジネスの代表
もしており、C さんが世話人を辞める際にこの代表からも誘いの声がか
かり、コーヒーショップのスタッフとしての職も得ることができた。
現在は、週 1 回めぐカフェで、週 4 日 (土日含むシフト、平日 11:00-18:00、
土日 11:00-19:00)はコーヒーショップで働いている。コーヒーショッ
プでは、店員としての業務や B 型で働く人から相談を受ける業務など
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を行っている。  
 めぐカフェでの就労体験は、C さんが賃金を得て働く久しぶりの機会
だったが、その後は働く時間や日数も増え、当初受給していた生活保
護も受けなくなり、今はグループホームに住みながら週 5 日働いてい
る。現在の状況について、 C さんは次のように話す。  
 
社会人は月～金で 5 連勤とか普通なのかも知れないですけど、私は
けっこう 5 連勤ってきついところがあって、…体力的にはもしかした
らきついのかも知れないです。でも、やりがいはあるかな。  
…発達障害ならではの生きづらさ、時間管理が苦手とかいうのはず
っとあるんですけど、対処法みたいなのが、ちょっとずつ知れて、生
きづらいのはまだあるけども、でも前ほどじゃないというのはありま
すね。何か不器用だな自分はと思いながら生きてます。  
 
6.4.2  C さんの学習とエンパワーメント  
 C さんは、精神の障害を抱えて生きづらさを感じ、アルバイトを始め
ても続かず、働くことに対して自信がない、怖いなどの気持ちがあっ
たが、ショートステイ、ロングステイ、デイケア等を経て、協会の講
座や就労体験に参加するなかで、徐々に、これらの感情を克服し、苦
手な時間管理や人間関係の構築に向き合えるようになっている。この
プロセスにおいて、感情やアイデンティティといった非認知的要素に
大きく変化があり、エンパワーメントの要素である主体性や、社会へ
の参画、経済性等につながっていったとみることができるだろう。毎
日働くことが生きづらさを抱える女性の目標であるわけではないが、
少なくとも C さんは、現在では週 5 日働けるようになるとともに、女
性のエンパワーメントの重要な要素である経済的自立も可能になり、
以前より精神の健康を維持して毎日をすごすことができている。  
 講座では、安心できる空間で当事者同士が語り合える機会を得るこ
とができ、人との「距離感」が縮まる経験をした。また、就労体験で
は、体験を通したスタッフの声がけや日誌での細やかなやりとりによ
って支えられ、毎日小さな目標を達成しながら通い続けた。これらの
積み重ねが、小さな自信や自己肯定感といった感情の変化も促したと
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いえるのではないだろうか。促進されたのは、 Grotberg のレジリエン
ス要因でいうところの「 I AM」「 I CAN」「 I HAVE」すべてがあてはまる。  
 現在、 C さんは、男女共同参画センター横浜南のスタッフ以外にも、
居住するグループホームの世話人や、通院 (3 週間に 1 回程度 )している
メンタルクリニックのソーシャルワーカー、サポステの担当者、「在」
「在ガールズ」の仲間、ガールズ講座修了生の友人等、自分の心身の
健康状態や仕事のこと等を相談できる人が何人もおり、これらのつな
がりをうまく活かしながら生活している。これらの関係性も、C さんの
潜在的な認知的能力を引き出し、維持する役割を果たしているといえ
る。  
 
6.4.3 C さんの学習、エンパワーメントとコミュニティ形成  
 C さんは、協会の講座を受講する以前に、デイケアの友人と、性別を
問わない「在」を立ち上げている。それは、デイケアのない土日に、
当事者だけでなく、家族や支援者、関心を持つ人などが、障がいの有
無にかかわらず集まって話をする居場所がほしいという自分たち当事
者同士の思いを共有したからであった。ガールズ講座を受講し、受講
生と話をすると、今度は、講座修了後にも同世代の女性が安心して話
し合える場所が必要だと思い、「在ガールズ」を立ち上げた。参加費を
無料にし、事前申し込みも不要にするなど、自分であればどのような
場が参加しやすいかを考えて会のあり方を工夫し、活動をインターネ
ットやちらしで公開して参加者を外にも開いている。  
 月 1 回の会では、「家族」「イライラ」「おしゃれ」など、前回までの
集まりで決めたテーマについて、「自分を主語にして話す」「否定・批
判・個人攻撃はしない」「考え方が違っても、否定されたと落ち込まな
くても大丈夫」「ファシリテーターだけでなく、みんなに向かって話し
かけてみる」などのガイドラインを確認した後に話し合いを始め、 C
さんはファシリテーターを務める。ファシリテーターとしての会の持
ち方は、精神障がい者ピアサポート専門員養成研修を受けたほか、本
を読んだり、「在」でも経験し、やりながら覚えたと言う。  
 C さんは、生きづらさを感じる当事者として、また女性の当事者とし
て社会の問題やニーズに気づき、当事者が安心できる場をつくってい
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る。参加者から「ここにいると素の自分に戻れるんだよね」「参加して
元気ができました」などと言ってもらえた時は、やっていてよかった
と思ったと言い、「ありのままでいられる場所っていうところを私は強
く意識して、そういう空間づくりを心がけているんです」と語る。「生
きていてよかった」と言われた時もある。一方で、C さん自身も集まっ
た皆で話したいと思っており、「一参加者」として、「ファシリテータ
ーとして場づくりを心がけてはいても、楽しんで参加して」いる。 C
さんは、ファシリテーター以外にも、B 型事業所のスタッフやグループ
ホームの世話人等、支援される側から、支えられながらも支える側へ
移行していることがうかがえるが、支える側になることがまた、気持
ちのあり方や社会参画に影響することで、C さん自身のエンパワーメン
トにつながる循環になっているといえる。  
  
 6.5 修了生のエンパワーメント：グループインタビューから ８  
 講座と就労体験の修了生へのグループインタビューの結果には、 C
さんの語りとの共通点も多くあった。ここでは、主にこれらの共通点
を中心に、受講前後の経験や変化について語られたことを挙げる。  
彼女たちのほとんどは、医療機関やサポステ、ハローワーク、B 型就
労支援事業所、デイケア等の機関を、その時々の自分の状況に合わせ
て利用しながら心身の状態が良くなる方法を探り、パートタイムやア
ルバイトの仕事に就き、さらにその日数を増やしたり、仕事を変えた
り、一人暮らしを始めたり、理想により近い働き方や暮らし方に向か
ってゆっくりと進んでいる状況にある。その過程において、一番の変
化として語られるのは、仕事のスキルの向上などではなく、自尊感情
やアイデンティティの変化についてである。「人とかかわるのが苦手」
「体調に波があり、落ち込みがひどい」「自分はダメなやつだというよ
うな恐怖心がある」といった気持ちが強く、引きこもりや寝たきりだ
った状態から、それらの自己否定感や恐怖心が和らぎ、社会とつなが
りながら生活し、例えば、アルバイト先で「先輩に理不尽なことを言
われても心が折れないことに自分でも驚いた」と言うような変化が表
れている。  
協会の講座や就労体験の場は、彼女たちがつながってきた、あるい
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は現在もつながっている支援機関の 1 つであり、これらの感情やアイ
デンティティの変化が大きく促された場として位置づけられているこ
とがうかがえる。就労体験では、働く経験やスタッフとの対話や日誌
でのやりとりを通して、「自分と向き合える時間が、自分のペースで持
てたことがよかった」「毎日小さな目標を立てて、できたこと、できて
いないことをスタッフに教えてもらい、できたことを積み重ねること
で気持ちをプラスにできた」「失敗が怖くて何もできなかったが、失敗
してもいいことを教えてもらえて気持ちが変化した」等の変化が語ら
れた。また、働いた対価として金銭の受領は、「自分が働いているんだ
という自信を持つことができて、働くことや社会から離れていた時間
を埋めてくれた」という語りからも、自分の行動が経済性とつながる
ことを体験することで、次に進む自信になっていることがわかる。別
の修了生は、協会のメーリングリストの募集で知ったイベント手伝い
で謝礼金 2,000 円をもらった際に、「自分がまたお金をもらえる時が来
るなんて信じられないと思って。…そのもらったお金が希望のように
感じ、外に出てがんばろうと」思う気持ちになったと話している。  
また、講座や就労体験の参加者同士では、自分のことを気兼ねなく
ありのままを話すことができると語られており、このことも、安心感
や自己肯定感に影響していると考えられる。例えば、学生時代の友人
等であれば、仕事や恋愛、結婚等に関して固定観念が強いことが多く、
自分がそれらの枠から外れていることで、思うように話すことができ
ないと言う。  
このように、グループインタビューに参加した修了生からは、協会
の講座や就労体験は、社会から孤立して立ち止まっていた状況から、
「自分のなかでは一方踏み出せた思い出の場所」というような評価が
なされている。ある修了生は、今までの経験や支援者とのつながりを、
「イメージ」として、次のように語った。  
 
 海でおぼれていたけれども、いろいろな人の助けで、いかだ、遭難船
だったのが少しずつ船になって、その船が進んでいくような。風が吹い
て帆を張れる力があったら張っていこうかなみたいな感じ。楽しむとい
うか、流されるしかない時もいっぱいあるとは思うが、流されるなかで
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も、いいなと思う方向に流れていくというか、大切にしていきたいみた
いなそういう感じです。気持ちよく生きていきたいなみたいな感じです。 
 
6.6 横浜市女性協会にみる男女共同参画センター等による若年無業
女性支援の意義と課題  
協会によるこのような連続講座、就労体験、社会体験活動を組み合
わせた若年無業者支援の実践について、そのアウトカム (効果・影響 )
を 2 点挙げておきたい。1 つ目は、安心できる環境で学ぶ機会を提供す
ることによって、参加した女性が自尊心を回復し、社会への一歩を踏
み出すような、個々の女性への効果がある。参加者は、連続した共同
学習のなかでジェンダーにかかわる気づきを得たり、座学でない 2 種
類の体験活動を取り入れたプログラムを通して、人や地域とつながっ
て生活していくための学びを得ている。協会による修了生への調査で
も、「自分のことを大切にすること、大切にしていいということを知っ
た」「悩む女性が多いと知り、社会的な問題として視野が広がった。適
応できない自分に悩むのではなく、自分をどう生かせるかと考えが発
展的になった」「全部自分でできなくても、いろんな人に教えてもらっ
たり、助けてもらっていいと知った」「自分がだめなのではなく、女性
が経済的に自立できない社会なのだとわかった。自分を過剰に責めな
くなった」等、取組が一人ひとりの女性が一歩進むための力になって
いることがうかがえる記述がなされている ((財 )横浜市男女共同参画
推進協会  2009; (公財 )横浜市男女共同参画推進協会  2014)。女性同士
で学び合うことは、ジェンダーにかかわる労働や家族の課題と自分自
身の状況との関係に気づいたり、婦人科系の悩みを共有したりするこ
とにつながるほか、 DV 被害や性被害経験があり男性に対して恐怖心を
抱いているような参加者には、安心安全な場を提供することができて
いる。  
取組のアウトカムの 2 つ目としては、若年無業女性支援にかかわる
地域のセーフティネットの広がりが挙げられよう。図 6-１は、若年無
業女性への支援における地域のネットワークのイメージを、協会やよ
こはまサポステの関係を中心に示したものである。協会は、若年無業
女性を支援するにあたり、若者支援の専門家であるサポステや、普段
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からつながりのある地域団体の協力を得て、支援内容と連携の充実を
図っている。現在、講座受講生の約半数は医療機関や障害関連の支援
機関等、他機関から紹介され、残りの半数は広報等を見た人からの直
接的な申し込みであり、地域における対象女性の支援ネットワークの
一員として、位置づけがなされつつある。また、講座修了生が、協会
が実施する別の就職支援講座を受講したことをきっかけに職を得たり、
協会に登録する自助グループに参加する、あるいは C さんのように協
会を会場にグループを開く等、協会自体が持つ多面的な内部機能も活
用した取組になっている。  
これらの地域のネットワークにおいて、各機関は連携を図りながら、
支援対象に対して異なるアプローチをとっている。よこはまサポステ
は個別相談が支援の核であり、提供する講座は単発で、参加者同士の
グループ活動は発生しない。一方、協会は、担当職員が全日程ファシ
リテーターを務める連続講座や、担当職員と調理責任者が見守るなか
での就労体験、地域団体での特に期間を定めない社会活動体験等、仲
間や市民団体等とのかかわりのなかで経験を積む環境を提供している。
若年無業女性支援を担当してきた協会職員の小園弥生 (2015)は、一連
の支援を「私たちが行っているのは『場づくり』である。一人ひとり
異なる困難を抱えた人々を同時に受け入れ、同じように悩むなかまの
中で自分の生きづらさの根っこを掘り下げる時間と場をともにしてき
た」 (小園  2015: 241)と表現する。当事者を集団的に捉えて共有でき
る場をつくる立場は、よこはまサポステの個への支援とは対照的であ
る。  
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注：  男女共同参画センター横浜南とよこはま若者サポートステーションの職員へ
のインタビュー、および特定非営利活動法人ユースポート横濱 (2015)をもと
に作成  
 
図 6-1 若年無業女性支援のネットワークのイメージ＜横浜市のケース＞（ 2017 年
４月現在）  
（男女共同参画センター横浜南とよこはま若者サポートステーションの関係
を中心として）  
 
 
6.7 小括  
 本章では、若年無業者の増加という社会課題をジェンダーの視点で
捉えて女性を支援する取組に焦点をあて、横浜市の男女共同参画セン
ターで行う講座や中間的就労の取組を概観した。また、協会の講座や
就労体験を修了した後、若年女性を対象とした自助グループを立ち上
げ活動する C さんの事例を通して、経験の積み重ねによってエンパワ
ーメントしていく様子を明らかにした。C さんのように生きづらさや人
間関係に困難を抱える女性のケースでは、特に自尊感情等のレジリエ
ンス要因に着目し、関係性のなかで潜在的な非認知的スキルを高めて
いくことが有効であることが示唆された。  
若年無業女性を対象とした協会の実践は、現代的な女性の社会的問
題を掘り起こし、当事者が働くことに向き合ったり、主体の形成や社
会参画を促すこと、すなわちエンパワーメントのための学習機会を提
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供していることがわかった。また、協会が、若年無業女性の支援を通
したよこはまサポステ等とのつながりを通して、地域のセーフティネ
ットの一員としての機能を果たしていることが示唆された。これらの
つながりは、福祉と教育をつなぐ紐帯であり、松田武雄 (2014)が提唱
する教育と福祉が融合した領域としての「社会教育福祉」９、また高橋
満 (2013)のいう「コミュニティワークの教育的実践」を描いていると
いえよう。  
男女共同参画センター等の社会教育施設の実践では、自助グループ
支援や DV 被害者支援等、女性のエンパワーメントのための学習機会の
提供がなされてきたにもかかわらず、女性の学習研究は、第 2 章で見
たように、主として教室の中での主婦の学習に焦点があてられてきた。
困難を抱えた多様な女性の問題を福祉や心理学、労働、社会学等の領
域における研究課題として任せ、十分には立ち入ってこなかったとい
えるのではないだろうか。  
 
 
【注】
                                                   
１  ただし、若者自立塾は 2009 年に行われた事業仕分け (行政刷新会議 )を受
けて廃止された。  
２  公益財団法人横浜市男女共同参画推進協会の担当職員へのインタビュー
は、2013 年 11 月 (第１回目 )、2016 年 11 月 (第 2 回目 )、2017 年 4 月 (第 3
回目 )の計 3 回行った。第 3 回目は連携先であるよこはま若者サポートス
テーションの職員へのインタビューも行った。第 1 回および第 2 回のイン
タビューは、国立女性教育会館の調査研究の一環として実施した。  
３  本章は、飯島 (2017c)を大幅に加筆修正して執筆した。  
４  例えば、玄田・曲沼 (2004); 小杉 (2004); 玄田 (2007) 
５  「ガールズ編しごと準備講座」第 1～ 8 期修了生 (平成 21～ 24 年度までの
受講者 )157 名およびこれに含まれない「めぐカフェ」修了体験修了者 6
名の計 163 名を対象とした。回答率 39.7％。調査結果の詳細は (公財 )横
浜市男女共同参画推進協会編 (2014)参照  
６  例えば、神奈川新聞「あすに向かって  自立支援の『ガールズ講座』1～ 6」
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2013 年 1 月 1・ 3～ 7 日、神奈川新聞「論説特報  社会参加体験事業本格実
施 1 年」 2016 年 5 月 17 日参照  
７  C さんのインタビューは、自助グループを立ち上げたガールズ講座修了生
として、男女共同参画センター横浜南から紹介を受けて行った。インタビ
ューは、 2018 年 10 月に実施した。  
８  グループインタビューは、横浜市男女共同参画推進協会が、「ガールズ編
しごと準備講座」および「めぐカフェ就労体験」を受講し修了した女性
を対象としたアンケート調査を実施する際に、インタビューの依頼をし、
承諾した回答者に対して実施した。グループインタビューは、 2018 年 2
月 23 日 4 名、 24 日 4 名、および 3 月７日 5 名、約 2 時間ずつ行い、筆
者は書記として同席した。グループインタビューを含む協会の調査につ
いては、 (公財 )横浜市男女共同参画推進協会 (2018)参照  
９  松田は、「このような領域をさしあたり社会教育福祉と命名すれば、現第
日本が抱えている問題状況に社会教育から立ち向かっていこうとるす場
合、縦割り行政を乗り越えて、社会教育福祉という考え方が、現在の困難
を打開する一つの可能性を示唆できるのでないかと思われる」 (松田  
2014: 38)と述べている。  
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第 7 章 総括および今後の課題 
 
 
7.1  本研究の総括  
7.1.1  先行研究の検討と社会的・政策的動向に関するまとめ  
 本論文では、成人女性のキャリア形成の軌跡を経験としてのインフ
ォーマルな学習として捉え、多様な女性の学習とエンパワーメント、
そしてその成果としてのコミュニティ形成のプロセスを、3 つの事例を
通して実証的に考察し、明らかにした。  
 まず第 2 章では、関連する 4 つの領域の先行研究を概観し、批判的
に検討した。1 つ目の女性のエンパワーメント概念では、国内外の政策
的動向を確認しつつ、女性のエンパワーメントの政策的概念や議論、
構成要素について検討した。女性のエンパワーメント概念は、エージ
ェンシーやパワー、意思決定を鍵とする関係的、社会的な概念であり、
近年、益々重要な政策課題となっていることを確認した。  
その上で、2 つ目の女性の学習研究については、社会教育研究におい
て、 1980 年代以降の女性の学習研究は、公民館での学習実践を対象と
した「女性問題学習」に焦点があてられてきたことを指摘した。「女性
問題学習」の学習実践の記録や分析は、都市部の主婦たちの学習を通
した主体形成の過程や支援者による学習の意味づけを明らかにした一
方で、多くの課題を残した。つまり、教室の中での主婦の学習を中心
とした研究と議論がなされたため、多様な立場の女性を捉える視角や、
多様な活動実践を捉える視角が不足していた。  
そこで 3 つ目として、本研究において基本として依拠する学習論で
ある経験としての学習に関する先行研究を整理した。経験としての学
習は、学習を日常の経験を通した関係性のなかで捉える学習論である。
経験学習論は、経験を通した継続的な省察と実践に個人や組織の成長
を捉える一方、「参加としての学習」の中心的な概念である状況的学習
論は、学習を実践コミュニティへの参加による状況的、相互作用的な
ものとして捉える。これらの学習論に加えて、本研究では女性のキャ
リア形成の過程における学習に焦点をあてるため、関連するライフコ
ース論や非認知的な概念等についても概観した。  
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 経験を通して関係性のなかで学び、エンパワーメントされた個人は、
他者や環境にも働きかける存在である。したがって 4 つ目に、学習と
コミュニティに関する先行研究を整理した。経済社会の大きな変化や
東日本大震災を契機として、社会教育研究においても、社会的リスク
に対抗するための社会教育の役割を模索する動きがみられる。地域の
なかで、社会教育および社会教育研究がどのような役割を担っていけ
るのか、それらの議論はまだ途上といえる。さらに経験としての学習
に関する先行研究では、パワーの問題が学習にどのように作用してい
るかや、実践コミュニティをどのように捉えるか、個人はコミュニテ
ィへどのように影響を与えているかという点は、さらに検討が必要で
あることが示された。  
 続いて第 3 章では、「婦人教育」や「婦人問題学習」から「女性問題
学習」、「男女共同参画学習」への女性の学習の変遷と社会的・政策的
動向との関連を整理した。女性の学習は、女性政策・男女共同参画施
策の動向と強くつながっており、 1975 年の国際婦人年に続く国際婦人
の 10 年や、1999 年の男女共同参画社会基本法の施行を機に大きく転換
した。このような転換は、女性のエンパワーメントにかかわる国際的
な動向や、社会全体の動向とも合致する流れといえる。第 2 章でみた
ように、男女共同参画行政への転換は、 2000 年前後の女性の学習研究
に混乱をもたらしたが、政策や社会が「社会的基盤の変更」に向けて
さらに変化している今日では、個々の女性が社会を変えていく主体と
なることが大切であり、そのために、女性の学習とその研究に、関係
性や社会づくりの視点が必要である。第 2 章でみた先行研究の課題と
第 3 章で整理したこのような現在の時代性が、本研究において、学習
を経験のなかに捉えることの重要性を主張する背景でもある。  
本論文では、冒頭に示した研究課題について、事例分析において図
1-1 に示したような 3 つの小課題に分けて検討した。次項からは、小課
題ごとに簡単なまとめを示す。  
 
7.1.2  女性の学習とエンパワーメントのプロセス  
 第 4 章では、農家に嫁いだ女性 (A さん )が、東日本大震災での夫の死
を経て、農地を守るためにハーブ栽培を始め、障がい者や被災女性た
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ちが集うハーブ園をつくる事例を示した。  
 第 5 章では、漁村において、民間企業の第一線で職業キャリアを積
んだ女性 (B さん )が、定年後に地域活動でもその力量を発揮して、女性
たちで株式会社を設立し、地域で獲れた魚を中心とした料理を提供す
るレストランを経営する事例を示した。  
 第 6 章では、子供の頃から人間関係や時間管理をうまく維持するこ
とができずに生きづらさを感じていた女性 (C さん )が、デイケアの仲間
と自助グループを立ち上げ、若年無業女性を対象とした講座の修了後
には、女性に限定した自助グループを立ち上げ活動する事例を示した。 
 いずれの事例にも共通して、ノンフォーマルな学習の場での仲間や、
行政や学習施設の職員等とのかかわりが、それぞれのキャリア形成に
おける転機に大きく影響している、つまり、関係性のなかで学びがな
されていることが示された。ジェンダーにかかわる気づきや問題に対
する関心の深まり、前に進もうとする姿勢・態度も、グループや施設
での学習と合わせて、日常の人や社会とのかかわりのなかで変化し、
学びが蓄積されていったことがわかる。  
 また、各転機において、関係性とともに、その関係性によって生じ
る感情や信念といった非認知的な変化が、個人の学びやアイデンティ
ティ、それ以降の行動に大きく影響することも示された。A さんはハー
ブ栽培、B さんはレストラン経営、C さんは接客といった実践的な知識
も習得し、それらがキャリア形成に欠かせなかったことも確かである。
しかし、ディスエンパワーメントもエンパワーメントも含めた感情の
変化が、それらの認知的・実践的な知識よりも、変化のプロセスにお
いては多く語られ、影響が大きいことが示唆された。それらは特に、
大きな逆境を経験した A さん、および自尊感情が低く精神的に困難な
状況にあった C さんの事例では顕著であり、関係性のなかでレジリエ
ンスが促進されたことが示された。第 2 章の先行研究の検討で触れた
ように、事例の女性たちの学習における感情の変化は、学校教育で行
われているような「スキルの育成」でも「評価や地位配分の基準」で
もなく、また女性が担わされがちな「感情労働」でもない。経験を通
した関係性のなかで培われ、変化し、結果として社会情動スキルやレ
ジリエンスが身についたり、主体性が築かれる、岡本 (2013)のことば
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でいう経験そのものをより豊かにする「感情資本」である。  
 以上のように、本論文では、女性の経験を学習のプロセスとして捉
えることで、キャリア形成における個人の認知的・非認知的な変化を
把握し、エンパワーメントの過程を跡づけることができた。  
 
7.1.3  女性の学習、エンパワーメントとコミュニティ形成  
 本研究では、人や社会との相互作用において、個人がどのように学
習しキャリアを積み重ねていくかというだけでなく、その個人がいか
にしてコミュニティ形成の担い手となることを指向し、包摂的なコミ
ュティ形成につながる活動を実践するに至ったかという点にも着目し
た。経験を通した学習によってエンパワーメントした個人が、暮らし
の基盤であるコミュニティのあり方にかかわる過程は重要である。  
A さんの事例では、ハーブ栽培を本格的に開始して起業した直接的な
動機は、農地を守っていくためであった。しかし、女性センターでの
話し合い等を通して、介護ヘルパーとしての職業上の経験や被災の経
験が、障がい者や被災女性が集う場づくりや、農福連携の発想、商品
開発を通した地域貢献の気持ちにつながっていった。B さんの事例では、
職業生活を通してジェンダー格差や女性の経済的自立の必要性を実感
し、培われたそれらのジェンダーの視点が、地域での活動においても
信念として貫かれ、漁業協同組合女性部での組織改善や、レストラン
での地域の女性の雇用、漁業協同組合への参画等にもつながっている。
C さんの事例では、自分たちの生きづらさを軽減する方策の 1 つとして
仲間で自助グループを立ち上げた。その後、ガールズ講座を受講する
仲間との交流のなかで女性だけの自助グループが必要であることに気
づき、地域にはそのような自助グループがなかったため、女性を対象
とした自助グループを立ち上げるに至っている。  
 これらの事例では、コミュニティ形成の担い手となることへの指向
も、講座の受講等、ノンフォーマル学習の場での学びや、活動や生活
のなかでの人との関係性のなかで芽生えていることが示された。そし
て、いかなるコミュニティをつくるかという姿勢・態度は、ジェンダ
ーに関する気づきや当事者として課題をコミュニティで共有し、より
生きやすい、暮らしやすいコミュニティを築いていきたいという感情
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によって培われていることも示唆された。  
 
7.1.4  行政・男女共同参画センターの支援と役割  
本論文で扱った 3 つの分野は、ジェンダーの視点からみて、それぞ
れに課題が多い分野である。行政や男女共同参画センターによる女性
のエンパワーメント支援は、分野ごとに先進性のある好事例を選んだ。
事例分析を通して、3 つの事例は共通して、①個人に寄り添いキャリア
形成を支える視点と、②ジェンダー平等に向けたしくみを地域や社会
につくり、女性のエンパワーメントを支える視点の両方を合わせ持っ
ており、それらの視点がどのように支援の実践に反映されているかを
明らかにした。  
 ①の視点に立ち有効な実践を行うには、講座等に限った日常の実践
と切り離された機会だけでなく、中長期的に個人の経験を後押しして
いくことが必要である。その際、認知的な能力、変容だけでなく、感
情の変容や非認知的能力に着目する必要性が示された。  
②の視点では、従来の学習支援において中心的であった個々人への
支援と同時に、集団的、あるいは地域のガバナンスをみることや、地
域の社会関係資本を豊かにしていくことの必要性が示された。漁村の
事例のように、女性の意思決定過程への参画が進んでいない分野では、
行政によるしくみへの介入や、個々人が主体性を築けるようなネット
ワークづくりの支援も重要である。①および②を両立させるためには、
ジェンダー格差を是正する社会の基盤づくりのため、あるいは包摂的
社会を形成するための一員として、支援機関がコミュニティに位置づ
くことが必要であろう。また、経済的自立は女性支援の大切な柱であ
るが、経済性と社会性のバランスをとりつつ活動実践を継続させ、当
事者自身が包摂的なコミュニティ形成の担い手となるために支えてい
く役割も示された。  
 事例では、それぞれの女性が自身の思いに基づいた包摂的なコミュ
ニティを指向しているが、どのようなコミュニティを築いていこうと
するのかは、それまでの経験や関係性、学びのあり方に因っている。
第 2 章で触れた Dewey(1938)が教育的経験と非教育的・反教育的経験を
区別するように、経験を意味あるものにすることに、教育者や支援者
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の役割がある。つまり、経験から何をどのように学ぶか、またどのよ
うなコミュニティを築くかについて、必要の応じた支援や後押しをす
ることに、行政や男女共同参画センターの教育的な役割をみることが
できるといえよう。  
 
7.2  本研究の意義  
 本研究の意義は、第 1 章でも触れたように、女性の学習研究の領域
としての社会教育研究への貢献、および学際的なジェンダー研究への
貢献にある。これらの貢献について、具体的に以下 4 点を挙げる。  
 第 1 に、女性の経験、キャリア形成を社会教育・生涯学習の視点を
通して捉え、そのプロセスを明らかにしたことである。これまでの女
性の学習研究の論点は、教室の中での学びと意識変容が主であった。
女性の活動実践が取り上げられる場合でも、女性の学習としての分野
を横断する議論はほとんどなされていない。今日のリスク社会では、
学習を関係性のなかで捉えることが求められており、ジェンダーの視
点から複数の分野における女性の学習を関係性のなかで捉えた意義は
大きいと考える。  
 第 2 に、女性のライフコースをたどり、キャリア形成のプロセスと
して学習を捉え、エンパワーメントの過程や影響する環境要因を明ら
かにしたことである。レイブ・ウェンガーの状況的学習論等、「参加と
しての学習」を捉える視点は、職場や自助組織等、目標を共有した集
団のなかでの成員同士の相互作用を焦点としている。それに対して、
本研究で焦点としたのは、多様に生きる女性の日常の生き様、経験そ
のものである。学習に影響を与える集団を実践コミュニティと捉える
と、そのコミュニティは必ずしも目標を共有しているわけではなく、
また拡張的なコミュニティとして十分に説明し得るものでもない。し
かしながら、そこに着目したからこそ、ジェンダー格差による日常的
なエンパワーメント、ディスエンパワーメントの要素やキャリア形成
の中長期的な連続性を考究することができた。  
 第 3 に、コミュニティの成員や社会との関係性による学習者個人へ
の影響を捉えるだけでなく、学習者個人のコミュニティや社会への影
響、あるいはその契機となり得るコミュニティ形成の担い手となるこ
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とを指向する過程を明らかにしたことである。状況的学習論や職場学
習論においては、個人が学習を通して共同体に参加し、新参者から古
参者となる過程や個人の能力向上に焦点があてられており、その学習
者が学習の成果としてコミュニティを築いていくことへの連続性まで
は捉えていない。この連続性を捉えることは、第 2 の意義として示し
たようなキャリア形成のプロセスをたどることで可能になる視角であ
り、ここに社会教育・生涯学習の機能の広がりの可能性を見出すこと
ができよう。  
 第 4 に、行政や男女共同参画センター等の公的機関の教育・学習を
通した支援の意義や役割を明らかにしたことである。公的機関による
教育・学習の支援者は、コミュニティの成員の経験を意味づける支援
や、エンパワーメントにかかわる様々な資本を豊かにする役割を担う。
それに加えて、これまで示してきたように、現在の地域や社会の状況
を踏まえると、支援者は、個人の変容だけを支援するだけでは十分と
は言えなくなっており、集団的な支援、また地域づくりも踏まえた支
援のためには、地域のセーフティネットの一員としてプラットフォー
ムの役割を担うことや、地域の多様なアクターによるコミュニティ・
ガバナンスを構築することが必要となっている。本論文では、具体的
実践を通してこの機能のあり方を提示した。  
 
7.3  残された課題  
今後の研究課題として、以下 2 点を指摘しておく。  
1 つには、本論文で明らかにした点について、さらに多様な事例につ
いての応用可能性を検討し、精査することである。ジェンダーによる
格差は、多分野にわたっており、本論文で取り上げたのは、そのうち
の 3 つの分野であり、個人のエンパワーメントのプロセスは各分野一
人ずつに焦点をあてている。また、ジェンダーの視点に立った学習研
究という立場でいえば、例えばセクシュアルマイノリティ等、ジェン
ダーの多様性については検討できていない。  
もう 1 つには、社会教育施設等を含む行政職員の専門性について掘
り下げていく必要性である。本論文では、現在のリスク社会や男女共
同参画の推進の現状を踏まえた公的機関の教育・学習を通した支援の
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あり方について検討したが、これらが現在、社会教育分野において大
きく変化している職員のあり方とその研究に、いかに接続できるのか、
どのような示唆を提供でき得るのかを検討していく必要があろう。  
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